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はじめに 

 
本報告書は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８

６号）第７条の規定により作成した令和５年度法務省事後評価の実施に関する

計画（令和５年３月３０日決定）に掲げる政策について、事後評価を実施した

結果を取りまとめたものである。 

なお、本報告書の作成に当たっては、法務省政策評価有識者会議委員の意見

等を参考とした。 

 



令和６年度法務省事後評価実施結果報告書 

 

目次 

１ 法務省の政策体系、政策パッケージ及びロジックモデル・・・・・・ 1 

 

２ 令和６年度事後評価実施結果報告書 

⑴ 総合評価方式（政策評価書） 

ア 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化・・・・・・・・・・・・・ 25 

  イ 民事行政の適正円滑な処理 

～相続土地国庫帰属制度の円滑な運用～・・・・・・・・・・・ 37 

  ウ 法務行政における国際協力の推進・・・・・・・・・・・・・・ 54 

⑵ 事業評価方式 

  ア 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と提言 

（犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査）・・・・・・・・ 69 

  イ 国際法務総合センター整備事業・・・・・・・・・・・・・・・ 83 

    （国際法務総合センター整備事業評価資料） 

  ウ 沖縄少年院・沖縄女子学園新営工事・・・・・・・・・・・・・ 93 

    （沖縄少年院・沖縄女子学園新営工事事業評価資料） 

  エ 名寄法務総合庁舎新営工事・・・・・・・・・・・・・・・・・100 

    （名寄法務総合庁舎新営工事事業評価資料） 

 

（参考） 

１ 法務省大臣官房施設課における事業評価システム・・・・・・・・・107 

 

２ 令和６年度法務省事後評価実施結果報告書（案）に対する 

質問・意見及び回答 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・125 

 

３ モニタリングのために作成した資料 

⑴ 付属表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・127 

⑵ 令和６年度法務省行政事業レビューシート 

   法務省ホームページ「令和６年度行政事業レビュー」のページに掲載 

URL  https://www.moj.go.jp/kaikei/bunsho/kaikei03_00185.html 

 



 
 

政 策 体 系 

基本政策 

 政策 

  施策 

Ⅰ 基本法制の維持及び整備 

 

１ 基本法制の維持及び整備（事前規制型社会から事後チェック・救済型社会への転換、社会経済

構造の変革に対応した基本法制の維持及び整備を行う。） 

 

 

(1) 社会経済情勢に対応した基本法制の整備（情報化・国際化等の取引社会の変化に対応した民

事基本法制の整備及び社会経済情勢により変化する犯罪状況に的確に対応することができる

刑事基本法制の整備により、国民が豊かな創造性とエネルギーを発揮する社会の実現と、我が

国の経済の活力の維持・向上に資するとともに、「事後チェック・救済型社会」の基盤を形成

し、社会の安定に資するものとする。） 

 ２ 司法制度改革の成果の定着に向けた取組（社会の複雑・多様化、国際化等がより一層進展す

る中で、事前規制型社会から明確なルールと自己責任原則に貫かれた事後チェック・救済型社会へ

の転換を図り、自由かつ公正な社会を実現していくために、司法制度改革の成果の定着を図り、司

法の機能を充実強化する。） 

(1) 総合法律支援の充実強化（裁判その他の法による紛争の解決のための制度の利用をより容易

にするとともに、弁護士及び弁護士法人並びに司法書士その他の隣接法律専門職者のサービス

をより身近に受けられるようにするための総合的な支援の実施及び体制整備の充実強化を図

る。） 

(2) 法曹養成制度の充実（高度の専門的な法律知識、幅広い教養、豊かな人間性及び職業倫理を

備えた多数の法曹の養成及び確保その他の司法制度を支える体制を充実強化する。） 

(3) 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化（国民の権利の適切な実現に資するため、紛争の当事者

がその解決を図るのにふさわしい手続を容易に選択できるよう、裁判外の紛争解決手続につい

て、その拡充及び活性化を図る。） 

(4) 法教育の推進（国民一人ひとりが、法や司法の役割を十分に認識し、法やルールにのっとっ

た紛争の適正な解決を図る力を身に付けるとともに、司法の国民的基盤の確立を図るため、法

教育を推進する。） 

(5) 国際仲裁の活性化に向けた基盤整備（国際商取引をめぐる紛争解決のグローバル・スタンダ

ードである国際仲裁の活性化に向けて、施設整備、人材育成、広報・意識啓発等の基盤整備を

推進する。） 

３ 法務に関する調査研究（内外の社会経済情勢を的確に把握し、時代の要請に適応した基本法制

の整備・運用等に資するよう、法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。） 



 

 (1) 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と提言（内外の社会経済情勢を

踏まえた研究題目の選定、国内外の情勢の調査研究の計画的実施と必要な刑事政策上の提言を

行う。） 

Ⅱ 法秩序の確立による安全・安心な社会の維持（犯罪被害者等のための施策を含む。） 

４ 再犯の防止等の推進（再犯の防止等の推進に関する法律、再犯防止推進計画等に基づく施策の推

進を図る。） 

 (1) 国と地方公共団体が連携した取組等の実施（再犯の防止等の推進に関する法律、再犯防止推

進計画等に基づき、国と地方公共団体が連携した取組や、民間資金の活用等、新たな手法を活

用した取組を実施する。） 

 

５ 検察権の適正迅速な行使（国家刑罰権の適正かつ迅速な実現により、社会の平和を保持し、個人

及び公共の福祉を図る。） 

 

(1) 適正迅速な検察権の行使（刑事事件について捜査及び起訴・不起訴の処分を行い、裁判所に

法の正当な適用を請求し、裁判の執行を指揮監督するなどの権限を適正迅速に行使する。） 

(2) 検察権行使を支える事務の適正な運営（検察活動が社会情勢の推移に即応して有効適切に行

われるようにするため、検察運営の全般にわたって改善を加え、検察機能のより一層の強化を

図る。） 

 ６ 矯正処遇の適正な実施（被収容者の改善更生及び円滑な社会復帰を図るため、適正な矯正処遇を

実施する。） 

 

(1) 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備（矯正施設の適正な管理運営を維持するた

め、各種警備用機器の整備・開発の推進及びその効果的な活用等を図るとともに、研修、訓練

等を通じて職員の職務執行力の向上を図る。） 

(2) 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施（被収容者の改善更生及び円滑な社

会復帰を図るため、被収容者の個々の状況に応じて、収容環境の維持を含めた適切な処遇を実

施する。） 

(3) 矯正施設の適正な運営に必要な民間委託等の実施（職員の業務負担の軽減を図るとともに、

矯正処遇の充実を図るため、民間委託等を実施する。） 

７ 更生保護活動の適切な実施（犯罪をした者及び非行のある少年の社会内における改善更生等を図

るとともに、犯罪の予防を目的とした国民の活動を促進する。） 

 (1) 保護観察対象者等の改善更生等（保護観察対象者等の再犯防止及び改善更生のため、社会内

において適切な処遇を行うとともに、犯罪や非行のない地域社会作りのため、犯罪予防を目的

とした国民の活動を促進する。） 

(2) 医療観察対象者の社会復帰（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の社会復帰を促

進するため、医療観察対象者に対する地域社会における処遇の適正かつ円滑な実施を確保す

る。） 



 

８ 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るための業務の実施（公

共の安全の確保を図るため、破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人

行為を行った団体の規制に関する調査、処分の請求及び規制措置を行う。） 

 (1) 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等（公共の安全の確保

を図るため、破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行っ

た団体の規制に関する調査、処分の請求及び規制措置を行うとともに、その調査の過程で得ら

れる情報を関係機関及び国民に適時適切に提供する。） 

９ 破壊的団体等の規制処分の適正な審査・決定（公共の安全の確保に寄与するために行う破壊的

団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関し適正な審査及び決定を行う。） 

 (1) 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制処分の適正な審査・決定（破壊的団

体及び無差別大量殺人行為を行った団体に対する規制処分に関し、適正な審査及び決定を行

う。） 

Ⅲ 国民の権利擁護 

 

10 国民の財産や身分関係の保護（経済活動や社会活動に不可欠である財産上及び身分上の権利を適

切に保全するための法制度を整備するとともに、円滑な運営を行う。） 

 

 

(1) 登記事務の適正円滑な処理（不動産取引の安全と円滑、会社・法人等に係る信用の維持等を

図るとともに、登記に関する国民の利便性を向上させるため、登記事務を適正・円滑に処理す

る。） 

(2) 国籍・戸籍・供託・遺言書保管事務の適正円滑な処理（我が国における身分関係の安定及び

国民の権利の保全を図るため、国籍・戸籍・供託・遺言書保管に関する法制度を整備し、これ

を適正・円滑に運営する。） 

(3) 債権管理回収業の審査監督（暴力団等反社会的勢力が参入することなどを防止し、適正な債

権管理回収業務を実施させるため、債権管理回収業の許可について厳格な審査を行うととも

に、債権回収会社の業務の適正な運営を確保するため、債権回収会社に対して立入検査を中心

とした監督を行う。） 

 11 人権の擁護（人権の擁護に関する施策を総合的に推進する。） 

 
 

(1) 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防（人権が尊重される社会

の実現に寄与するため、人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防を

図るなど、国民の人権の擁護を積極的に行う。） 

Ⅳ 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 

 12 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（国民個人の権利・利益と国の正当な利益

との間における争訟に対して、統一的に対処し適正な調和を図る。） 

  

(1) 国の利害に関係のある争訟の適正・迅速な処理（国民の期待に応える司法制度の実現に寄与

するため、国の利害に関係のある争訟を適正・迅速に処理する。） 



 

Ⅴ 出入国の公正な管理及び外国人との共生社会の実現に向けた環境整備 

 

13 出入国の公正な管理及び外国人との共生社会の実現に向けた環境整備（出入国在留管理行政

を通じて国際協調と国際交流の増進を図るとともに、不法滞在者等を生まない社会を構築する。） 

  

(1) 円滑な出入国審査、不法滞在者等対策の推進及び外国人との共生社会の実現（我が国の国際

交流の推進及び観光立国実現のため、円滑な出入国審査の実施を推進するとともに、安全・安

心な社会の実現のため、不法滞在者等対策を推進する。また、外国人との共生社会の実現に向

けた環境整備を行う。） 

Ⅵ 法務行政における国際化対応・国際協力 

 

14 法務行政における国際化対応・国際協力（外国関係機関との連携等を通じて、法務行政の国際

化や諸外国への協力に適切に対応する。） 

  (1) 法務行政の国際化への対応（国際化する法務行政の円滑な運営を図る。） 

(2) 法務行政における国際協力の推進（国際連合その他国際機関等と緊密に連携・協力して行う

世界各国の刑事司法実務家を対象とした国際研修等の活動や、アジア等の開発途上国を対象と

した法制度整備支援等を通じて、世界各国に「法の支配」と良い統治（グッド・ガバナンス）

を推進させ、その発展に寄与するとともに、我が国の国際社会における地位の向上等に資する

ため、法務省が所掌事務に関連して有する知見等を他国や国際機関等に提供するなどの国際協

力を推進する。） 

Ⅶ 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 

 

15 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営（説明責任の履行、透明性の確保、人的物的体制の整備

確立等を通じて、法務行政を円滑かつ効率的に運営する。） 

  (1) 法務行政に対する理解の促進（法務行政を国民に開かれた存在にし、その理解の促進を図

る。） 

 

 

(2) 施設の整備（司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏ま

え、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足している施設や、長期

間の使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・減災対策を行う。） 

 

 

(3) 法務行政の情報化（国民の利便性、行政サービスの向上を図るため、法務行政手続の情報化

を推進するとともに、法務省で運用する情報システムについて、政府全体で取り組んでいる業

務・システムの最適化を図り、業務及び情報システムの効率化を推進する。） 

 

 

(4) 職員の多様性及び能力の確保（社会経済情勢の変動に適切に対応するため、職員の多様性を

確保し、能力の開発・向上を図る。） 

 



 

 

政策パッケージ及び

ロジックモデル 
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１ 自由かつ公正な社会の実現に向けた取組

法の支配が貫徹された自由かつ公正な社会の実現に向け、「法的なものの考え方」
が広く国民に浸透するとともに、国民の多様なニーズに応える法曹人材が多数輩出される環境を整
備する。

目指すべき姿

・法曹養成制度改革連絡協議会の開催
・法曹有資格者による海外展開支援

・教員向け法教育セミナー等の企画及び実施
・法教育教材や法教育関連情報の提供
・教育関係者と法律実務家との連携関係の構築

令和８年度

・法教育イベントやＳＮＳ、ホームページ等を
利用した法教育に関する情報発信

・マスコットキャラクターを活用した広報活動

・法曹のキャリアパスや活動領域に関する情報発信
の強化

・法曹人口の在り方に関するデータの集積及び分析

施策群と施策

その他政策評価に当たり把握する事項

１.学校現場等への支援

２.法教育に関する情報発信等

３.有為な法曹人材の確保に向けた取組

４.活動領域の拡大に向けた環境整備

・法教育、法曹養成に係る予算額

法教育マスコットキャラクター
ホウリス君

法教育推進協議会作成の各種法教育教材
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※ 課題と活動設定の根拠資料

１ 自由かつ公正な社会の実現に向けた取組

法の支配が貫徹された、自由かつ公正な社会の実現

法の支配が貫徹された自由かつ公正な社会の実現に向け、「法的なものの考え方」が広く国民に浸透すると
ともに、国民の多様なニーズに応える法曹人材が多数輩出される環境を整備する。

国民に法的なものの考え方が浸透し、
国民の意識・行動が変容する

成
果
目
標（

ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

目
指
す

社
会
の
姿

課
題

共生社会の実現を支える
国民の意識の変容

価値観が多様化し、複雑化した現代社会においては、国民に対する法教育や質の高い法曹の養成等によ
る人的基盤の強化が不可欠である。しかし、学校現場の余裕の無さや教員の法教育スキルの未熟さによ
り、学校現場等における法教育の実践が十分とは言いがたい場合があるため、これに対する支援等を行
う必要がある。また、かつてと比べ法曹を将来の職業として志望する者が減少していることから、より
多くの有為な法曹の輩出に向けた取組を行っていく必要がある。

学校現場における
より充実した法教育の実践

質の高い
法曹の養成

多様化する
法的ニーズへの対応

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

有為な法曹人材の
確保に向けた取組

法曹という職業の魅力や
活動領域に関する
国民の理解の深まり

国民が法教育に
触れる機会の増加

学校現場等への支援

社会における様々な紛争の
適正かつ公正な解決及び予防

法に関する国民の
興味・関心の向上

法教育に関する
情報発信等

○法教育に関する
教員の負担の軽減
○法教育に関する
教員の知識・スキルの
向上

有為な法曹人材の輩出

法曹の活動領域の拡大

活動領域の拡大に
向けた環境整備

法教育の推進 法曹養成制度改革の推進

○法曹のキャリアパスや
活動領域に関する情報
発信の強化

法曹志望者
の増加学校現場における

より効果的な法教育の実践
指標⑦

○法曹人口の在り方に
関するデータの集積
及び分析

○法曹養成制度改革連絡
協議会の開催

○法曹有資格者による
海外展開支援

指標⑥

○教員向け法教育セミナー
等の企画及び実施

○法教育教材や法教育関連
情報の提供

○教育関係者と法律実務家
との連携関係の構築

法曹の活動領域の
更なる拡大

指標⑧

○法教育イベントや
ＳＮＳ、ホームページ
等を利用した法教育に
関する情報発信

○マスコットキャラク
ターを活用した広報
活動

指標⑤

指標① 指標② 指標③ 指標④

測定指標（指標①～⑧）は付属表に記載
測定
指標
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２ 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化

裁判外紛争解決手続（ADR）の適切な制度運用、デジタル化を通じた利便性の向上な
ど新たなニーズに対応することで、 ADRがより国民に身近で、魅力的な紛争解決の選択肢となり、ひ
いては紛争当事者がふさわしい解決手続を容易に選択できる社会を目指す。

目指すべき姿

①情報基盤の整備
②相談からODRへの導線確保
③ODR事業への参入支援
④国民向けODR情報発信

令和６年度

①相談・交渉・調停のワンストップ化に向けた環境整備
②トップレベルのＯＤＲが提供される環境整備
③ＡＩ技術活用に向けた基盤整備

ODR参入支援・認知度向上のため、次の取組を実施

質の高いＯＤＲの社会実装を目指し、次の取組を実施

以下の認証審査・監督業務等を適切に実施

ADR制度利用の促進のため、以下の取組を実施

・認証ADRへの新規参入の促進
・国民へ利用促進のための広報活動

裁判外紛争解決手続（ADR）とは、訴訟手続によらず民事上の紛争を解決しようとする当事者のため、公正な第三者が関与して、その
解決を図る手続。裁判と異なり、利用者の自主性をいかした解決を図ることができるなど、柔軟な対応が可能な制度。ADRを実施する民
間事業者はその業務について法務大臣の認証を受けることができ、認証を受けた業務として行われる民間紛争解決手続は認証紛争解決手
続（認証ADR）となる。なお、デジタル技術を活用したオンライン上でのADRのことをODR という。

施策群と施策

その他政策評価に当たり把握する事項

・ODRの推進、ADR認証制度運用に係る予算額

１. ODRの推進

２. 認証ADR制度の適正運用

・法定の基準・要件の適合性審査
・法定の基準・要件の適合性維持に係る監督
・認証申請を検討する事業者からの事前相談受付
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最先端技術の活用、手続の整
備等により、ＯＤＲの利便性
が向上する

・認知度が向上する
・ＯＤＲを実施、新規参入する

認証事業者が増加する

認証事業者や受理
件数が増加する

２ 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化

ＯＤＲにより解決される
紛争が増加する

国民が自らの紛争を解決しようとしたとき、ふさわしい解決手続を容易に選択できるようにする

裁判外紛争解決手続（ADR）とは、訴訟手続によらず民事上の紛争を解決しようとする当事者のため、公正な第三者が関与して、その解決を図る手続。裁判
と異なり、利用者の自主性をいかした解決を図ることができるなど、柔軟な対応が可能。 ADRを実施する民間事業者はその業務について法務大臣の認
証を受けることができ、認証を受けた業務として行われる民間紛争解決手続は認証紛争解決手続（認証ADR）となる。なお、デジタル技術を活用したオンライ
ン上でのＡＤＲのことをOＤＲという。

認証事業者の質が
担保され、ＡＤＲ
による紛争解決に
的確に対応する

成
果
目
標

（
ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

目
指
す

社
会
の
姿

課
題 手続の多様性、簡易・迅速性、非公開性等の特長を持つＡＤＲの可能性を広げ、利便性の向上、更には

制度全体の利用を促進することが期待されるデジタル技術を活用したＯＤＲの導入がごく一部の事業者
にとどまっており、制度本来のメリットを発揮できていない。

利便性向上のためのデジタル化への対応 認証ADR制度の適正な運用による利用促進

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

認証ＡＤＲ制度の適正運用

適切な認証審査・監督業務の実施
・法定の基準・要件の適合性審査
・法定の基準・要件の適合性維持に係る監督
・認証申請を検討する事業者からの
事前相談受付

ADR制度利用の促進
・認証ADRへの新規参入の促進
・国民へ利用促進のための広報活動

・ＡＤＲ認証申請の
迅速な処理

・認証事業者に対す
る監督の実施

データ連携やＡＩ、最先端技術を
活用したODRの導入に係る課題等
を調査し、整理する

ＡＤＲのデジタル化（ＯＤＲ）の推進

情報基盤の整備
・ＯＤＲ機関検索の利便化

相談からＯＤＲへの導線確保
・相談機関からＯＤＲ機関への紹介

ＯＤＲ事業への参入支援
・認証手続の迅速化

国民向けＯＤＲ情報発信
・ＡＤＲの日（週間）の設定
・企業の苦情担当者、相談員への周知
・紛争解決事例の見える化

身近なデバイスがあれば、いつでもどこでもだれでも
紛争解決を試みることができるようになる

ＡＤＲ認証制度の信頼性確保

最先端技術を活用したＯＤＲ
の社会実装に必要な条件等が
明らかになる

事業者がODRに参入しやすい
環境（情報基盤、手続、認知
度）を整備する

国民向け広報活動の
実施

裁判外紛争解決手続（ADR）の適切な制度運用、デジタル化を通じた利便性の向上など新たなニーズに
対応することで、ADRがより国民に身近で、魅力的な紛争解決の選択肢となり、ひいては紛争当事者がふ
さわしい解決手続を容易に選択できる社会を目指す。

指標①

相談・交渉・調停のワンストップ化
に向けた環境整備
・データフォーマットの在り方検討
トップレベルのODRが提供される
環境整備
・世界最先端ＯＤＲ技術の調査研究
・ＯＤＲ実証実験
・諸外国ＯＤＲ機関等ネットワーク

への参画
ＡＩ技術活用に向けた基盤整備
・データベースの検証
・ＡＩ技術活用と倫理等の課題検討

ＡＤＲの認知度が
向上する

指標② 指標③

指標⑤

指標④

指標⑥

指標⑦ 指標⑨

測定指標（指標①～⑨）は付属表に記載
測定
指標

指標⑧
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国際商取引をめぐる紛争解決手続のグローバル・スタンダードである国際仲裁を活性化
させることにより、国際的な法の支配を促進し、司法分野における我が国の国際的プレ
ゼンスを向上させるとともに、我が国の経済成長に貢献する。

３ 国際仲裁の活性化に向けた基盤整備 令和６年度

目指すべき姿

① 各種研修の実施

② 海外の人材育成に関する仲裁関連団体と連携したトレーニングプログラムの提供

③ 大学教育との連携

① 国内の企業等を対象とした我が国でのセミナーの実施

② ASEAN地域を含む海外の企業等を対象とした

海外向けイベントの実施・参加

③ 最新の国際水準を備えた仲裁法制を含む、

我が国の法制度等に関する情報の発信

国際舞台で活躍する仲裁人・仲裁代理人を含めた法務人材の育成

その他政策評価に当たり把握する事項

１.仲裁人・仲裁代理人等になり得る者の人材育成

２.国内外の企業・法律実務家等に対する広報・意識啓発

・日本企業等における国際仲裁の意義・有用性等に関する理解を浸透
・第三国仲裁の我が国での実施の活性化
・我が国を拠点とする仲裁機関の国際的な認知度及び評価の向上

国際仲裁活性化の基盤整備に係る予算額

施策群と施策
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３ 国際仲裁の活性化に向けた基盤整備

○国際的な法の支配の促進 ○我が国の経済成長に貢献
○司法分野における我が国の国際的プレゼンス向上

目
指
す

社
会
の
姿

国際商取引をめぐる紛争解決手続のグローバル・スタンダードである国際仲裁を活性化させることに
より、国際的な法の支配を促進し、司法分野における我が国の国際的プレゼンスを向上させるととも
に、我が国の経済成長に貢献する。

課
題

国際仲裁に精通
した人材の不足

日本企業及び海外企業の取引契約書において、仲裁条項、特に我が国を仲裁地とする仲裁条項が十分
に活用されていない。

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

成
果
目
標

（
ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

○日本における国際仲裁取扱件数が増加する。
○日本企業の海外進出時における法的紛争解決の選択肢が増加する。
○対日投資を呼び込むための基盤が整備される。

測定指標（指標①～⑤)は付属表に記載
測定
指標

国際仲裁に精通した人材が育成される

国際舞台で活躍する仲裁人・仲裁代理人を含
めた法務人材の育成を実施する

国内外の企業・法律実務家等に対し、効果的
な広報・意識啓発施策を実施する

○各種研修の実施
○海外の人材育成に関する仲裁関連団体と
連携したトレーニングプログラムの提供

○大学教育との連携

仲裁人・仲裁代理人等になり得る者の
人材育成

国内外の企業・法律実務家等に対する
広報・意識啓発

我が国の法制度に関する
海外ユーザーからの信頼
や認知度が不十分

国内外の企業・法律実務家等における国際仲
裁の意義・有用性等に関する理解が不十分

指標③

指標⑤

指標① 指標②

○国内の企業等を対象とした我が国でのセ
ミナー・シンポジウムの実施

○ASEAN地域を含む海外の企業等を対象と
した海外向けイベントの実施・参加

○最新の国際水準を備えた仲裁法制を含む、
我が国の法制度等に関する情報の発信

国内企業等における国際仲
裁の意義・有用性等に関す
る理解が進む

第三国仲裁の我が
国での実施が活性
化する

指標④指標④
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４ 検察権行使を支える事務の適正な運営 令和７年度

①犯罪被害者等の保護・支援を担当する
職員の対応能力の向上を図る。

②犯罪被害者等の保護・支援に関する
情報提供を充実させる。

その他政策評価に当たり把握する事項

情報通信技術の進展や犯罪のボーダレス化等に伴い、
複雑化・多様化する犯罪形態に的確に対応するための
知識・技能を習得し、捜査・公判能力の向上を図る。

・施策の予算額

・検察組織の定員（検事・事務官）

・新規採用者数と性別割合（検事・事務官）

一般市民から小・中・高校生に至るまで
幅広い国民を対象に検察の意義・役割や
法教育に関する授業を実施するなど、
地域に密着した広報活動を実施する。

・職員の平均年次休暇取得日数

・職員の育児休業取得率

１. 捜査・公判能力の向上

検察権行使を支える事務を適正に運営することにより、検察活動が社会情勢の変化に
即応して有効適切に行われ、ひいては、国民の安全・安心な社会を実現する。

目指すべき姿

２. 犯罪被害者等の保護・支援

３．広報活動の実施

施策群と施策
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４ 検察権行使を支える事務の適正な運営

・先端犯罪に対処するための
捜査・公判能力が向上する
・迅速、適正な捜査処理が行わ
れる

法秩序が守られ、安全・安心な社会を実現する

検察権行使を支える事務を適正に運営することにより、検察活動が社会情勢の変化に即応して有効適切に
行われ、ひいては、国民の安全・安心な社会を実現する。

成
果
目
標

（
ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

目
指
す

社
会
の
姿

課
題

デジタル技術、情報
通信技術の進展

・デジタル技術、情報通信技術の進展に伴い、これらを悪用した犯罪が頻発し、犯罪の匿名化・広域
化が顕著に。

・国際交流が活発になる一方、多国籍企業による脱税・贈収賄事件や麻薬密輸事件など国境を越えて
敢行される犯罪の増加。

・事案の真相を解明する上で、犯罪被害者等の方々に、事情聴取や裁判で証人として証言をしていた
だくなどの協力を得る必要がある一方、適切なサポートを必要としている場合も少なくない。

犯罪被害者等の
保護・支援

検察の意義や役割に
対する国民の理解

犯罪のグローバル
化・ボーダレス化

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

広報活動の実施

出前教室や移動教室等による
検察庁の業務説明や法教育に
関する広報を行う

・犯罪被害者等の保護・支援等に
関する知識や心情等に配慮した
対応を習得する

・犯罪被害者等の保護・支援に関
する制度等をまとめたパンフ
レット等を作成、配布する

捜査・公判能力の向上

職員研修の実施
・サイバー犯罪の捜査手法や
証拠保全・解析技術を習得
させる研修の実施

指標③

検察活動の意義や役割を理解する人
が増え、捜査・公判過程において、
犯罪被害者等や事件関係者から必要
な協力を得やすくなる

犯罪被害者等の
保護・支援

社会情勢に応じて複雑化・多様化
する犯罪形態に的確に対応するた
めの知識や技能を習得する

指標① 指標②

捜査・公判過程において、犯罪被
害者等の心情や置かれた状況に配
慮した柔軟な対応がなされる

職員研修の実施
・犯罪被害者等の支援担当者を
対象とした研修の実施

支援情報等の提供
・刑事手続における犯罪被害者等の
保護・支援に関する情報の提供

地域に根ざした広報活動の実施
・一般市民から小・中・高校生に
至るまで幅広い国民を対象とした
出前教室等の実施

社会情勢の変化に的確に対応し、適正かつ迅速な捜査・公判活動が行われる

測定指標（指標①～⑤)は付属表に記載

指標⑤指標④

測定
指標
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５ 矯正処遇の適正な実施 令和９年度

被収容者の収容を確保し、その人権を尊重しつつ、法的地位に応じた適切な処遇を実施することにより、
刑事・少年司法手続の円滑な運用に寄与するとともに、犯罪・非行をした者の再犯・再非行を防止し、
新たな犯罪被害者を生じさせない。

目指すべき姿

○ 就労に向けた相談・支援の充実（①）

○ 福祉関係機関等と連携した支援・調整の実施（②）

○ 学校等と連携した修学支援（③）

その他政策評価に当たり把握する事項

○ アセスメント機能の充実強化（④）

○ 刑務作業・職業訓練等の実施（①）

○ 特性に応じた指導・教育の実施（④）

○ 処遇体制の充実（④）

○ 効果検証・調査研究の実施（④）

施策群と施策

※各年度の実施状況等の把握に当たっては、再犯防止推進白書等も活用

○ 組織風土の変革
○ 矯正施設の適正な管理運営（⑦）

・耐震対策等の収容環境の整備
・サポート体制・マネジメント体制の充実
・警備用機器の整備、効果的な活用
・刑事施設職員の人材育成の充実を始めとした矯正職員の職務執行能力の向上（⑦）
・業務効率化、省力化（⑦）

○ 不服申立制度の運用改善

○ 適正な保健医療提供体制の確保・整備（⑦）

○ 地域と連携した取組の推進（⑥）
・災害発生時の支援活動
・矯正施設と自治体等との連携
・法務少年支援センターによる地域援助の実施

○ 適正な運営の確保
・視察委員会制度の運用改善

・矯正予算の金額

・矯正官署の数・職員定員（刑・少・鑑）

・新規採用者数とこれに占める女性の割合（刑・少・鑑）

・矯正職員を志望した者の数

・職員の年次休暇取得日数

・職員の育児休業取得日数、割合

※（）内の番号は再犯防止推進計画における７つの重点課題の項番に該当

１.改善更生・円滑な社会復帰に向けた矯正処遇の実施

２.多機関連携による社会復帰支援の実施

３.適正な矯正処遇のための基盤・環境の整備

４.開かれた矯正に向けた取組の推進
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受刑者等が円滑に社会復帰でき、再犯・再非行すること
なく社会生活を送ることができるようになる

責
務

５ 矯正処遇の適正な実施

アセスメント機能の充実強化
/ 計④

刑務作業・職業訓練等/ 計①

特性に応じた指導・教育/ 計④

処遇体制の充実/ 計④

効果検証・調査研究/ 計④

改善更生・円滑な社会
復帰に向けた矯正処遇

安全・安心な社会の実現

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標（

何
が
生
ま
れ
る
か
）

目
指
す
社
会
の
姿

・収容を確保し、安全で、改善更生に向
けた処遇に必要な機能を備え、規律偏
重に陥らない風通しの良い職場環境を
整備する

・人権意識、矯正処遇に必要な専門性を
身に付けた職員を育成し、配置する

・不適正な処遇の早期発見、処遇の適正
化等を図るための取組を進める

成
果
目
標（ど

ん
な
状
態
に
し
た
い
か
）

測定指標（KPI①～⑩)は付属表に記載

再犯・再非行の防止収容の確保 地域との共生

被収容者の収容を確保し、その人権を尊重しつつ、法的地位に応じた適切な処遇を実施することにより、
刑事・少年司法手続の円滑な運用に寄与するとともに、犯罪・非行をした者の再犯・再非行を防止し、新
たな犯罪被害者を生じさせない。

・地域のニーズ、課題を把握する
・ニーズ等に対応した取組を矯正

施設と地域が連携して進める

関係機関との連携

拘禁刑下において、矯正施設の適正な収容環境を保持しつつ、「一人の人間」としての被収容者に正面
から向き合い、更生に導くことで、国民生活の基盤である国の治安を支える責務

多機関連携による
社会復帰支援

就労に向けた相談・支援/ 計①

福祉機関等と連携した支援・
調整 / 計②

学校等と連携した修学支援/ 
計③

矯正処遇の
基盤・環境の整備

組織風土の変革
矯正施設の適正な管理運営/ 計⑦

・耐震対策等の収容環境の整備
・サポート体制、マネジメント体制の充実
・警備用機器の整備、効果的な活用
・刑事施設職員の人材育成の充実を始め

とした矯正職員の職務執行能力の向上/ 
計⑦

・業務効率化、省力化/ 計⑦

不服申立制度の運用改善

適正な保健医療提供体制の
確保・整備/ 計⑦

・医師等の医療従事者の確保、育成
・外部医療機関との関係構築

地域と連携した取組の推進 / 
計⑥

・災害発生時の支援活動
・矯正施設と自治体等との連携
・法務少年支援センターによる地域

援助の実施

適正な運営の確保

・視察委員会制度の運用改善

開かれた矯正に
向けた取組の推進

・社会一般と同程度の医療水準を確保
する

・視察委員会等を通じて、矯正
施設の運営に第三者の視点や
意見を取り入れる

施設運営の透明性が確保され、
その改善が図られる

受刑者等が自らの犯罪の責任を自覚し、
社会生活を送る上で必要な知識・技能の習得
など、改善更生・社会復帰に向けて取り組む

矯正施設に収容されている者
の処遇が適切に行われ、安定
的に施設が運営される

個々の受刑者等の状況に応じて、出所
（院）後を見据えた社会における就
労・住居等の生活環境が整えられる

関係機関や地域等の理解や協力も得ながら、専門性に裏
付けられた知見に基づき、受刑者等が再犯・再非行防止
に向けた教育や社会復帰のための支援を受ける

関係機関や国民が、施設の
実情・取組等を知る機会が
増加する

効果検証等を通じて
矯正施設の取組の意義や効果
が国民に明らかとなる

幅広い国民から、矯正施設を含む刑事司法制度や再犯防止・
更生支援に対する理解・協力を得られるようになる

指標①

指標④

指標⑤

指標⑩

指標⑧

※ 課題と活動設定の根拠資料

指標⑥ 指標⑦

指標⑨

測定
指標

・受刑者等一人一人の特性を把握し、専門的な知見・分析等に
基づく処遇等の計画を作成し、組織内で共有する

・処遇計画等に基づき、職員が外部専門職等とも連携しながら、
改善更生や円滑な社会復帰に向けた生活指導、教育・訓練を行う

・円滑な社会復帰に必要な支援（就労・住居・福祉等）に応じて、
関係機関・団体等との調整を行い、必要な支援体制を構築する

・専門的な知見や効果検証等を踏まえた処遇等を実施する

指標②・③
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１１１１１１１１

６ 更生保護活動の適切な実施 令和９年度

犯罪や他害行為をした人の再犯・再他害を防止し、その改善更生・社会復帰を支援す
るとともに、人が人を支える地域のネットワークを更に広げ、安全・安心な地域社会、そして、「誰一
人取り残さない」共生社会をつくる。

目指すべき姿

その他政策評価に当たり把握する事項

施策群と施策

※各年度の実施状況等の把握に当たっては、犯罪白書や再犯防止推進白書等も活用

１.矯正施設収容中の生活環境の調整等

①生活環境の調整
・受刑者等の状況に応じた帰住先、支援等の調整

②仮釈放等の審理
・生活環境の調整等の充実を通じた仮釈放等の審理の円滑化

③住居の確保
・更生保護施設の受入れ機能の充実
・自立準備ホームの確保・活用
・公営住宅、賃貸住宅等への居住支援

２.対象者の特性等を踏まえた保護観察等の実施

①特性に応じた専門的な処遇
・適切なアセスメントに基づく保護観察の実施
・薬物事犯者、性犯罪者等に対する専門的処遇プログラムの実施
・保健・医療等の専門的な援助を行う関係機関との連携強化

②就労支援
・関係機関と連携した就労支援の実施
・就労後の職場定着への支援
・多様な業種の就労先の確保

③満期釈放者等への息の長い支援
・更生緊急保護の実施
・更生保護施設退所者等の社会復帰支援の充実
・刑執行終了者等への援助
・更生保護に関する地域援助の実施

３.犯罪被害者等の支援等

○犯罪被害者等の意見等の聴取等

・意見等の聴取、心情等の聴取・伝達、相談・支援等の実施
・意見又は心情等を踏まえた生活環境の調整、保護観察等の実施

４.地域における理解・協力の確保

①犯罪予防活動の実施
・社会を明るくする運動を始めとする各種団体等と連携した
更生保護に関する広報啓発活動等の実施

②民間協力者の確保・支援
・保護司会等に係る活動拠点整備、助成、表彰等の活動支援
・保護司活動のデジタル化の推進

③地方公共団体との連携
・地域再犯防止推進計画の策定等の促進
・地域のネットワークにおける取組支援

５.医療観察対象者の社会復帰支援

①精神保健観察等の実施
・精神保健観察の実施
・生活環境の調査・調整の実施

②関係機関相互の緊密な連携の確保
・ケア会議の実施等を通じた、自治体、医療機関等との緊密な連携の確保
・障害福祉サービス事業者等の理解促進

保護観察等の概要を示すデータ
①保護観察開始人員の推移
②罪名別・年齢層別構成比
③出所受刑者人員の推移

組織運営に関するデータ
①更生保護官署職員の定員の推移
②更生保護関連予算の推移

更生保護に関連する制度・事業の
導入、改正等の概要
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犯罪をした者等が、円滑に社会復帰でき、
再犯することなく社会生活を送ることが
できるようになる

特性に応じた専門的な処遇
・適切なアセスメントに基づく保護観察の実施
・薬物事犯者、性犯罪者等に対する専門的
処遇プログラムの実施
・保健・医療等の専門的な援助を行う関係
機関との連携強化

就労支援
・関係機関と連携した就労支援の実施
・就労後の職場定着への支援
・多様な業種の就労先の確保

満期釈放者等への息の長い支援
・更生緊急保護の実施
・更生保護施設退所者等の社会復帰支援の充実
・刑執行終了者等への援助
・更生保護に関する地域援助の実施

生活環境の調整
・受刑者等の状況（住居、就
労、福祉等）に応じた帰住
先、支援等の調整

仮釈放等の審理
・生活環境の調整等の充実を
通じた仮釈放等の審理の円
滑化

住居の確保
・更生保護施設の受入れ機能
の充実
・自立準備ホームの確保・活
用
・公営住宅、賃貸住宅等への
居住支援

矯正施設収容中の
生活環境の調整等

責
務

６ 更生保護活動の適切な実施

安全・安心で、誰一人取り残さない共生社会の実現

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標
（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

目
指
す

社
会
の
姿

測定指標（指標①～⑩)は付属表に記載

犯罪や他害行為をした人の再犯・再他害を防止し、その改善更生・社会復帰を支援するとともに、
人が人を支える地域のネットワークを更に広げ、安全・安心な地域社会、そして、「誰一人取り残さない」
共生社会をつくる。

犯罪をした者等の再犯・再他害を防止するため、その社会復帰を支援するとともに、犯罪被害者等の実情を真摯
に受け止めつつ、保護観察等による適切な処遇を実施する。また、保護司を始めとする民間協力者を確保・支援
するほか、更生保護に対する国民の信頼を得ることにより、犯罪をした者等が地域の一員として社会復帰できる
社会のネットワークを拡げ、誰もが安心して生活できる地域社会の実現を目指す。

対象者の特性等を踏まえた
保護観察等の実施

幅広い国民から、更生保護への理解・協力が得られ、犯
罪をした者等を再び地域に受け入れるソーシャル・イン
クルージョンの理念が浸透する

※ 責務と活動設定の根拠資料

成
果
目
標（ど

の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

指定通院医療機関や障害福
祉サービス事業者等による
手厚く専門的な医療・援助
を受けることが可能となる

・ 適当な帰住先のない満期釈放者が減少し、地域の理解と協力を得なが
ら、専門的な知見に基づく指導や支援を受ける者が増加する
・社会資源の拡大と官民協働体制の深化により、犯罪をした者等を受け
入れる体制が更に拡充される

犯罪をした者等が自らの責任や問題を自覚し、地域社会において
就労・通学・通院など改善更生・社会復帰に向けて取り組む

更生保護の意義、活動
等への社会の理解が深
まる

指標③

指標⑥

医療観察対象者の
社会復帰支援

精神保健観察等の実施
・精神保健観察の実施
・生活環境の調査・調整の
実施

関係機関相互の緊密な
連携の確保
・ケア会議の実施等を通じ
た自治体、医療機関等と
の緊密な連携の確保
・障害福祉サービス事業者
等の理解促進

指標⑨

・精神保健観察への円滑な
移行、継続的な通院が確
保される
・ケア会議等により情報共
有、処遇方針の統一がな
され、関係機関が連携し
た援助が実施される
・障害福祉サービス事業者
等の医療観察対象者の受
入れに関する不安が解
消・軽減され、事業者等
の協力が得られる

医療観察対象者の
社会復帰が促進される

地域に根ざした更生保
護活動が継続・発展的
に進められる

指標⑩

犯罪被害者等の支援等

● 犯罪をした者等の再犯・再他害の防止と円滑な社会復帰の実現
● 地域社会からの信頼の確保と多様かつ広範なネットワークの構築

指標⑤

・受刑者等の状況を的確
に把握し、釈放後の住
居や就労先、必要な支
援等に関する調整を行
う

・仮釈放等の審理が円滑
に行われる

指標①

地域における
理解・協力の確保

犯罪予防活動の実施
・社会を明るくする運動を始めとする各
種団体等と連携した更生保護に関する
広報啓発活動等の実施

民間協力者の確保・支援
・保護司会、更生保護女性会、BBS会、
協力雇用主等に係る活動拠点整備、助
成、表彰等の活動支援
・保護司活動のデジタル化の推進

地方公共団体との連携
・地方再犯防止推進計画の策定等の促進
・地域のネットワークにおける取組支援

・意見等の聴取、心情等の聴取・伝達、相談・支援等の実施
・意見又は心情等を踏まえた生活環境の調整、保護観察等の実施

・犯罪被害者等の思いに応える更生保護活動を行う

・保護観察対象者の特性等を踏まえた
効果的な指導監督・補導援護を行う

・保護観察対象者等が早期に適切な就
労先を得るとともに、職場定着が促
進される

・満期釈放者等に対して、個々の状況
に応じた効果的な支援を行う

指標②

・地域における更生保護に関する広
報・啓発活動が活発に行われる

・保護司を始めとする更生保護の民
間協力者が増加する

・地方公共団体等の地域の関係機関
から更生保護に対する幅広い支援
が拡充される

指標④

指標⑦

指標⑧

測定
指標
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７ 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の
規制に関する調査等 令和５年度

破壊的団体等の規制に関する調査の過程で収集した情報を分析し、その成果を関係
機関及び国民に提供することにより、政府の重要施策の立案・推進等に貢献する。

また、いわゆるオウム真理教に対する観察処分を実施することにより、当該団体の組織及び活動状況
を明らかにし、その危険性の増大を抑止するとともに、国民の恐怖感及び不安感の解消・緩和を図る。
これらの活動により、公共の安全の確保を図る。

目指すべき姿
（実施庁の評価におけ
る達成すべき目標）

１. 国内外の諸動向に関する情報の収集・分析

①インテリジェンス機能の強化
・情報収集・分析に係る体制・基盤の整備、職員
の人材育成

・関係機関との連携強化

②情報収集・分析
・我が国の公共の安全に影響を及ぼすおそれのあ
る国内外の諸動向について幅広く情報を収集・
分析

２．破壊活動防止法及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律に基づく団体規制

①破壊活動防止法及び団体規制法に基づく調査等
・破壊的団体等の規制に関する公安調査官による
調査等

②団体規制法に基づく規制
・いわゆるオウム真理教に対する観察処分の実施

施策群と施策

その他政策評価に当たり把握する事項

３. 我が国の公共の安全に影響を及ぼし得る情報の関係機関及び国民への提供

①官邸や内閣官房を始めとする関係機関への情報貢献
・国内外の諸動向に関する情報の収集・分析によって
得られた成果を関係機関に提供

②情報発信・啓発
・技術・データ・製品等の流出防止に向けた情報発信・
啓発

・テロやサイバー攻撃の動向等やいわゆるオウム
真理教に関する情報発信

・いわゆるオウム真理教に関する調査結果の関係地方
公共団体への提供及び地域住民との意見交換会の開催

・団体規制及び情報貢献に係る予算額

・公安調査庁の業務に従事する職員の性別ごとの割合

・職員の年次休暇取得日数

・職員の育児休暇取得日数、割合
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７ 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等

破壊的団体等の規制に関する調査の過程で収集した情報を分析し、その成果を関係機関及び国民に提供
することにより、政府の重要施策の立案・推進等に貢献する。
また、いわゆるオウム真理教に対する観察処分を実施することにより、当該団体の組織及び活動状況を

明らかにし、その危険性の増大を抑止するとともに、国民の恐怖感及び不安感の解消・緩和を図る。これ
らの活動により、公共の安全の確保を図る。

公共の安全を脅かす活動の未然防止に貢献する

いわゆるオウム真理教などの破壊的
団体等の活動状況を明らかにし、そ
の危険性の増大を抑止する
テロ等の暴力主義的破壊活動に対す
る国民の恐怖感や不安感が解消、緩
和される

成
果
目
標

（
ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

課
題

国際テロの脅威

内外の情勢の変化やこれにより生じる新たな社会不安や脅威に関する
予兆の把握、官民連携の推進の重要性が増大している

領土・海洋権益等を
めぐる周辺国への懸念

重要情報を狙った
サイバー攻撃

経済活動を利用した安全
保障に影響を与える動向

いわゆるオウム真理教や過激
派の組織拡大に向けた動向

団体規制

破壊活動防止法及び団体規制法に基づ
く調査等
・破壊的団体等の規制に関する公安調
査官による調査等

団体規制法に基づく規制
・いわゆるオウム真理教に対する観察
処分の実施

情報貢献・情報発信

情報発信・啓発
・技術・データ・製品等の流出防止に
向けた情報発信・啓発

・テロやサイバー攻撃の動向等やいわ
ゆるオウム真理教に関する情報発信

・いわゆるオウム真理教に関する
調査結果の関係地方公共団体への提
供及び地域住民との意見交換会の開
催

情報の収集・分析

インテリジェンス機能の強化
・体制・基盤整備、職員の人材育成
・関係機関との連携強化

公共の安全が確保される

目
指
す

社
会
の
姿

安全の確保に向けた行動を国民や
企業等に促す

調査、処分請求等の関係法令に
基づく手続を適切に実施する

いわゆるオウム真理教に対する観
察処分を適正・厳格に行う

技術・データ・製品等の保護に必
要な情報を企業等に発信し、保護
に向けた取組を促進する

テロやサイバー攻撃等、公共の安
全を脅かす動向への注意を喚起す
る

指標①

指標① 指標②

指標③

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

官邸や内閣官房を始めとする関係機関
への情報貢献

・国内外の諸動向に関する情報の収
集・分析によって得られた成果を
関係機関に提供

情報収集・分析
・我が国の公共の安全に影響を及ぼすおそれのある
国内外の諸動向について幅広く情報を収集・分析

関係機関において政策の立案・
推進や法執行に活用され、被害
発生の防止に資する

先端技術等を標的とした懸念動
向、サイバー攻撃の予兆、国際
テロに関する不穏動向等を早期
に把握・共有する

指標①

測定指標（指標①～③)は付属表に記載
測定
指標
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８ 民事行政の適正円滑な実施 令和６年度

登記・戸籍・国籍・供託など民事行政に関する各制度を整備し、その手続を適正・円滑に実施

することで、取引の安全と円滑を確保するとともに、国民の財産上及び身分上の権利を保護する。

目指すべき姿

１.登記事務の適正円滑な実施

２．戸籍・国籍事務の適正円滑な実施

施策群と施策

・民事行政に係る予算額 ・法務局職員定員
・法務局職員に占める女性職員の割合

所有者不明土地問題への対応
・長期相続登記等未了土地解消事業の実施
・表題部所有者不明土地の解消事業の実施
・相続土地国庫帰属制度の実施
・相続登記申請義務化の施行

筆界の明確化
・登記所備付地図作成作業の計画的な実施
・筆界特定制度の実施

国籍事務の処理
・帰化許可申請や国籍取得届等に対する審査処分

３．社会情勢への対応

登記・供託手続のオンライン化の推進
・登記事項証明書請求のスマートフォン対応

商業・法人登記不動産登記

会社設立登記手続の円滑化
・設立登記の優先的処理
・設立登記のオンラインワンストップ化

電子認証制度の普及
・会社・法人の代表者等の電子証明書の普及促進

国籍事務

市区町村への指導・助言
・市区町村への指導
・市区町村からの照会対応

無戸籍者問題解消に向けた取組の推進
・市区町村や行政機関等と連携した情報把握
・無戸籍者の実情に応じた支援の実施

戸籍事務

デジタル社会への対応

新たな社会課題への対応

相続手続の円滑化
・遺言書保管制度の実施

所有者不明土地問題への対応（再掲）

・登記事務の処理
・登記情報システム等の維持管理

情報連携の推進
・登記情報の行政機関間の連携の推進
・戸籍事務におけるマイナンバー制度に基づく情報連携

無戸籍者解消ポスター

帰化相談リーフレット

不動産登記推進イメージキャラクター
「トウキツネ」

スマートフォンでの
登記事項証明書の請求

遺言書ほかんガル－

その他政策評価に当たり把握する事項
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・登記事務の処理
・登記情報システム等の維持管理

社会情勢に対応した民事行
政の実現

我が国における身分関係の
安定

取引の安全と円滑化
会社・法人等の信用の
維持

・法務局の各種手続のアク
セス性や利便性の向上

・相続手続の円滑化

・所有者不明土地の発生抑
制
・土地取引の円滑化

・戸籍事務の法令適合性
及び全国統一性の確保
・無戸籍者の解消

・日本国民としての法的
地位の確立

・設立登記手続の利便
性の向上
・会社・法人の本人確
認のデジタルによる
完結

・登記・供託手続のオンライ
ン利用促進
・登記・戸籍情報の行政機関
間連携の実現

・相続手続の円滑化施策の着
実な実施

８ 民事行政の適正円滑な実施

・所有者不明土地等対策の
着実な実施

・筆界の明確化に係る施策の
着実な実施

国民の財産上及び身分上の権利の保護

課
題

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

目
指
す

社
会
の
姿

登記・戸籍・国籍・供託など民事行政に関する各制度を整備し、その手続を適正・円滑に実施することで、
取引の安全と円滑を確保するとともに、国民の財産上及び身分上の権利を保護する。

成
果
目
標

（
ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

会社の起業環境の改
善などの国内外から
の要請

民事行政に関する各制度を適正・円滑に運用しつつ、社会情勢の変化に伴う現状や問題点を的確に把
握し、柔軟に対応していくことで、国民の権利及び財産の保護を図る。

社会情勢への対応

指標②

指標③ 指標⑧

指標⑦

指標⑩

指標⑪

指標⑫

指標⑬

戸籍・国籍事務の
適正円滑な実施

国籍事務の処理
・帰化許可申請や国籍取得
届等に対する審査処分

出生の届出がされず、
戸籍に記載されない子
（無戸籍者）が存在

デジタル化や高齢化な
ど、社会情勢の変化

所有者や筆界が不明確な
ことが円滑な土地取引を
阻害

相続手続の円滑化
・遺言書保管制度の実施

所有者不明土地問題への対応
（再掲）

登記事務の適正円滑な実施

デジタル社会への対応

国籍事務

戸籍事務

指標④

指標⑨
指標⑭

新たな社会課題への対応

・登記事務の適正円滑な実施 指標①

市区町村への指導・助言
・市区町村への指導
・市区町村からの照会対応

無戸籍者問題解消に向けた
取組の推進
・市区町村や行政機関等と
連携した情報把握
・無戸籍者の実情に応じた
支援の実施

登記・供託手続のオンライン化
の促進
・登記事項証明書請求のスマート
フォン対応

情報連携の推進
・登記情報の行政機関間の連携の
推進
・戸籍事務におけるマイナンバー
制度に基づく情報連携

不動産登記 商業・法人登記

所有者不明土地問題への対応
・長期相続登記等未了土地
解消事業の実施
・表題部所有者不明土地の
解消事業の実施
・相続土地国庫帰属制度の
実施
・相続登記申請義務化の施行

筆界の明確化
・登記所備付地図作成作業の
計画的な実施
・筆界特定制度の実施

会社設立登記手続の
円滑化
・設立登記の優先的処理
・設立登記のオンライン
ワンストップ化

電子認証制度の普及
・会社・法人の代表者等
の電子証明書の普及促
進

・設立登記の円滑な処理

・商業登記電子証明書の
普及

・市区町村の戸籍事務に従事
する職員の知識習得
・無戸籍者の情報の把握及び
戸籍への記載

・帰化許可・不許可の処分
及び国籍取得届の受理・
不受理の決定の実施

指標⑤

指標⑥

測定指標（指標①～⑭）は付属表に記載測定
指標
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９ 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による
被害の救済及び予防 令和５年度

人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防を図るなど、
国民の人権の擁護を積極的に行うことで、全ての人々の人権が尊重される社会の実現に寄与する。

目指すべき姿

１. 人権啓発

①国民の理解を深めるための啓発活動の実施
・全国中学生人権作文コンテスト、人権教室、人権シンポジウム等、
人権への理解を深めるための各種啓発活動を実施する

・人権啓発教材・動画を作成し、広く国民に提供する

②各種媒体を活用した広報の展開
インターネット広告等各種媒体を活用し、各種啓発活動について
幅広い国民に向けた広報を展開する

２．人権相談

①相談体制の整備（相談方法の多様化）
面談、電話、インターネット、手紙、SNSなど相談窓口を
充実・多様化させる

②対象に応じた相談窓口の周知
こども、女性など対象に応じた広報媒体を活用して、
人権相談窓口の周知・広報を図る

③地域に根ざした人権相談活動の実施
地域に配置された人権擁護委員による地域住民を対象とした
活動を実施する

施策群と施策

その他政策評価に当たり把握する事項

３. 人権侵犯事件の調査救済

①調査救済体制の整備
人権擁護委員の確保、調査救済事務に従事する法務局職員に
対する研修等の体制を整備する

②調査救済活動の実施
人権相談や関係機関の取組により把握した人権侵害の疑いのある
事案について、当事者の意向等を踏まえ速やかに調査救済手続に
移行させる

③人権侵害による被害者救済活動の実施
児童虐待など緊急対応を要する事案について、速やかに学校や児童
相談所などの関係機関と連携を図るなど事案に応じた適切な措置を
講じる

・人権擁護委員の人数及び平均年齢

・人権啓発及び人権相談・調査救済に係る予算額

※各年度の実施状況等の把握に当たっては、人権教育・啓発白書も活用
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人権相談

相談体制の整備（相談方法の多様化）
面談、電話、インターネット、手紙、
SNSなど相談窓口を充実・多様化させる

対象に応じた相談窓口の周知
こども、女性など対象に応じた広報媒体
を活用して、人権相談窓口の周知・広報
を図る

人権擁護委員による地域に根ざした人権
相談活動の実施
地域に配置された人権擁護委員による地
域住民を対象とした人権相談活動を実施
する

人権啓発

国民の理解を深めるための啓発活動の
実施
・全国中学生人権作文コンテスト、人権
教室、人権シンポジウム等、人権への
理解を深めるための各種啓発活動を実
施する

・人権啓発教材・動画を作成し、広く国
民に提供する

各種媒体を活用した広報の展開
インターネット広告等各種媒体を活用し、
各種啓発活動について幅広い国民に向け
た広報を展開する

○人権侵害の疑いがある事案を把握
した場合に、速やかに調査救済手
続に移行し、個々の事案に応じた
措置を迅速・的確に講じる

気軽に相談できる機会が提供されることにより、人権侵害の疑いがある事案を
幅広く把握し、被害者の救済を図ることができるようになる

KPI②

９ 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防

○国民の人権に関する関心や理解の度合
いに応じ、効果的・効率的に人権啓発
を実施する

全ての人々の人権が尊重される社会の実現

○児童虐待、DVなど身近な者にも助け
を求めがたい被害者を含む全ての人
にとってアクセスしやすい相談体制
を構築する

○人権擁護委員による地域に根ざした
活動を通じて、地域住民から寄せら
れる相談に対応する

課
題

活
動
（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

目
指
す

社
会
の
姿

人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防を図るなど、
国民の人権の擁護を積極的に行うことで、全ての人々の人権が尊重される社会の実現に寄与する。

成
果
目
標

（
ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

人権侵犯事件の調査救済

調査救済体制の整備
人権擁護委員の確保、調査救済事務に
従事する職員に対する研修等の体制を
整備する

調査救済活動の実施
人権相談や関係機関の取組により把握
した人権侵害の疑いのある事案につい
て、当事者の意向等を踏まえ速やかに
調査救済手続に移行させる

人権侵害による被害者救済活動の実施
学校や児童相談所などの関係機関と連
携を図るなど事案に応じた適切な措置
を講じる

こども・高齢者・障害のある人への虐待や配偶者等
からの暴力、いじめなど、後を絶たない人権侵害事案

インターネット上の人権侵害、新型コロナウイルス
感染症に関連した不当な差別など新たな問題

・社会の価値観が変化していく中にあって、普遍的な人権尊重思想を普及高揚させる。
・新たな人権課題についても適切に対応して、人権の擁護を積極的に行う。

関心・理解の度合いが低い層に対し、
人権問題についての興味・関心を呼び
起こすとともに、理解を深め、高い層
に対しては、人権問題についての理解
を更に深める

人権尊重思想の高まりにより、人権侵害事案の発生が抑制されるとともに、人権侵害の疑いがある事案について相談しやす
くなることで、より早期の被害の救済・予防が図られる

指標①
指標②

指標④

指標⑥

指標③

指標⑤

測定指標（指標①～⑥）は付属表に記載測定
指標
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10 国の利害に関係のある争訟の適正・
迅速な処理 令和７年度

国の利害に関係のある訴訟の適正・迅速な処理や、行政機関が抱える法律問題について法的見地
から助言・協力を行う予防司法支援制度を通じて、国民全体の利益と個人の権利・利益との間の正
しい調和や法的紛争の未然防止を図り、法律による行政の原理の確保に寄与する。

目指すべき姿

１. 訴訟追行能力の向上

２．裁判の迅速化への対応

予防司法支援制度の周知・活用

・予防司法支援制度を行政機関に周知し、活用を促す。
・法務局・地方法務局に対する予防事務調査等の実施による指導・助言

施策群と施策

その他政策評価に当たり把握する事項

3．予防司法支援の充実

〇訟務統計の活用
・新規事件受理件数
・事件終了件数（和解等判決以外も含む）
・未済件数

専門的能力を有する職員の育成

・訟務担当職員に対する研修の実施

訟務事務の効率化・環境整備

・民事裁判手続のデジタル化のための環
境整備

本省と地方の円滑な意思疎通

・会同の開催による情報の共有
・法務局・地方法務局に対する事務調査等

の実施による指導・助言

〇アンケート結果の活用

〇施策の予算額
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・行政機関における法適合性が
向上し、紛争の未然防止や早
期解決が図られる

・訟務組織において、行政機関
が抱える法律問題やその争
点・問題点等を事前に把握で
きることにより、実際に訴訟
が提起された場合、より適
正・迅速に処理することが可
能となる

10 国の利害に関係のある争訟の適正・迅速な処理
国の利害に関係のある訴訟の適正・迅速な処理や、行政機関が抱える法律問題について法的見地から助
言・協力を行う予防司法支援制度を通じて、国民全体の利益と個人の権利・利益との間の正しい調和や法
的紛争の未然防止を図り、法律による行政の原理の確保に寄与する。

国の正当な利益が擁護されるとともに、個人の権利利益と国民全体の利益との間に正しい調和が図られる

成
果
目
標

（
ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

課
題

社会の耳目を集める大型事件の
増加

適正迅速な訴訟対応に加えて、これまでに蓄積された法的な知見やノウハウを活用した行政機関への
助言・協力が求められている。

行政による事前規制から司法に
よる事後救済型社会への転換

・職員に対して充実した内容の
各種研修を行い、専門的能力
を向上させる

・会同等を通じて訴訟追行に必
要なスキルを習得させ、事務
処理能力の向上を図る

活
動

（
何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

裁判の迅速化への対応

訟務事務の効率化・環境整備
・民事裁判手続のデジタル化の
ための環境整備

・業務システムの整備により、
事務の効率化や処理能力を
向上させる

・執務環境を整備し、民事裁判
手続にオンラインで参加する
ことにより、裁判の迅速化
及びデジタル化の要請に適
切に対応する

予防司法支援の充実

予防司法支援制度の周知・活用
・予防司法支援制度を行政機関に
周知し、活用を促す。
・法務局・地方法務局に対する予防
事務調査等の実施による指導・
助言

・行政機関が予防司法支援制度
を認知し、利用する
・行政機関と訟務組織との間で
協力関係が構築される

・より迅速な訴訟対応が可能と
なる

・訴訟の相手方の経済的・精神的
な負担が軽減される

訴訟追行能力の向上

専門的能力を有する職員の育成
・訟務担当職員に対する研修の実施

本省と地方の円滑な意思疎通
・会同の開催による情報の共有
・法務局・地方法務局に対する事務
調査等の実施による指導・助言

指標④

指標③

※ 課題と活動設定のエビデンス

・法と証拠に基づいた適切な
主張立証が行われる

指標①

民事訴訟のデジタル化や裁判の
迅速化の要請

指標⑥

指標②
指標⑤

法律による行政の原理の確保に寄与

目
指
す

社
会
の
姿

指標⑦ 指標⑧

測定指標（指標①～⑧）は付属表に記載測定
指標
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11 法務行政における国際協力の推進 令和６年度

アジア諸国を中心とする開発途上国における法制度の整備を支援することにより、
その持続的発展に寄与するとともに、国際連合を始めとする国際機関と連携・協力し、刑事司法分野の
課題に関する国際研修等を通じて各国の能力強化・人材育成を行い、法の支配の確立と良い統治（グッ
ドガバナンス）の実現に向けた取組を推進することを通じて、国際社会の平和と安全に貢献する。

目指すべき姿

３. 国際研修・セミナー等の実施

①国際研修・国際高官セミナーの実施

②地域別研修の実施

③二国間研修等による技術協力

４．国際連合等の国際機関との連携・協力

①国際連合主催の会議への参加、ワークショップ
の企画・運営

②その他国際機関等主催の国際会議への参加

③国際機関等との協力覚書等の締結

施策群と施策

その他政策評価に当たり把握する事項 ※各年度の実施状況等の把握に当たっては、研修所が発行する出版物のほか、
専用ホームページも活用

１. 法制度整備支援事業の実施

２．法制度整備支援事業の基盤強化

①国内における国際法務人材の育成

②支援効果向上に向けた調査・研究活動等の実施

③関係機関等との連携強化・情報共有、広報活動

相手国の要請等に応じ、次のような支援を実施

・裁判官、検事、弁護士等の専門家の派遣

・各種研修、現地セミナーの実施

・共同調査研究の実施

・国際研修、法制度整備支援に係る予算額

・関係職員定員

・国際関係業務に従事する職員の男女別の割合

・職員の年次休暇取得日数

・職員の育児休暇取得日数、割合
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11 法務行政における国際協力の推進

支援対象国の市場経済化
や犯罪防止対策等が進展
する

アジア諸国を中心とする開発途上国における法制度の整備を支援することにより、その持続的発展に寄
与するとともに、国際連合を始めとする国際機関と連携・協力し、刑事司法分野の課題に関する国際研修
等を通じて各国の能力強化・人材育成を行い、法の支配の確立と良い統治（グッドガバナンス）の実現に
向けた取組を推進することを通じて、国際社会の平和と安全に貢献する。

アジア地域の持続的発展に
寄与する

成
果
目
標（

ど
の
よ
う
な
状
態
に
し
た
い
の
か
）

課
題

アジア等の開発途上国において、法令や制度運用
の不備、法律実務家の人材育成の遅れなどにより、
社会・経済の円滑な発展が阻害されている。

派遣した専門家等により
・法令の整備
・法執行機関の強化を含む
法制度の運用改善
・法律実務家の人材育成
など各国の実情に応じた支
援を行う

活
動（

何
を
す
る
の
か
）

活
動
目
標

（
何
が
生
ま
れ
る
の
か
）

・法制度整備支援や国際
法務に関心のある国際法
務人材を確保、育成する

・多様なニーズに応える
法制度整備支援の基盤を
作る

開発途上国の
法制度整備支援

相手国の要請等に応じた支援

・裁判官、検事、弁護士等の
専門家の派遣

・各種研修、現地セミナーの
実施

・共同調査研究の実施

指標① 指標②

・開発途上国の現状や問題点を把握した上で、適切に法制度整備支援を推進していく必要がある。
・国際連合を始めとした国際機関等と連携して、刑事司法分野の課題に対応する必要がある。

法制度整備支援の
基盤強化

国際法務人材の育成
・人材発掘、育成研修の実施
調査・研究活動の実施
関係機関との連携強化等
・専門家会議の開催
・法制度整備支援に関する
情報の共有、広報

法の支配及びグッドガバナンス
が世界に広がる

国際社会の平和と安全の実現

目
指
す

社
会
の
姿

支援対象国において、
基本法令とそれを運用す
る司法関係機関の制度が
整備されるとともに、
法曹実務家等の人材が増
加する

アジア等の開発途上国において、捜査・裁判・犯罪
者処遇等に係る法令や実務的な運用の不備等により、
犯罪防止対策が不十分となっている。

法制度整備支援を持続的
に行えるようになる

法制度整備支援のノ
ウハウが国内で共有
される（オールジャ
パンの体制構築）。

・国連等の国際機関との協
力覚書の締結等による関係
を構築する

・会議等を通じた最新の国
際的動向の収集、我が国の
知見や経験を他国に発信す
る

国連等との連携・協力

国際連合等との連携・協力

・国連アジア極東犯罪防止
研修所の運営

・国連等主催の会議への
参加、ワークショップ
の企画運営

・国際機関等との関係構築

指標④

我が国の国際社会における
地位が向上する

国際研修の実施

国連アジア極東犯罪防止
研修所を通じた国際研修

各国の捜査・検察・裁判・
矯正・保護の実務家を対象
とした刑事司法分野の研
修・セミナーを実施

各国の実務家を対象に、
国際連合の重要施策や
刑事司法分野における
課題について、国際研
修を実施する

指標③

刑事司法分野における各国の能力強化・人材育成が
され、国際的なネットワークが構築・維持される

研修等に参加した各国の刑事司法実務家の能力向
上に加え、日本との良好な関係が構築される

日本、諸外国、国際機関等の知見・経験が共有さ
れるとともに、国際協力の基盤が醸成される

法制度整備支援に対
する理解・関心が高
まる

指標⑤ 指標⑥

指標⑦

指標⑧

測定指標（指標①～⑧）は付属表に記載
測定
指標
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【令和６年度事後評価実施結果報告書】 

 

事業評価方式 
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令和６年度政策評価書要旨 

評価実施時期： 令和６年９月 

 

担当部局名：法務総合研究所総務企画部企画課 

施 策 名 

 

 

社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と

提言（犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査） 

政策体系上の位置付け 

法務に関する調査研究 

（Ⅰ－３－(1)） 

事 業 の 概 要 内外の社会経済情勢を踏まえた研究題目の選定、国内外の情勢の調査研究の計画的実施と

必要な刑事政策上の提言を行う。 

評 価 方 式 事業評価方式 

政 策 評 価 の 

結 果 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本研究は、犯罪・非行をした者の生活意識及び犯罪・非行に関する意識等を明らかにし、

犯罪・非行をした者に対する有効な指導・支援を検討するための基礎資料を提供すること

を目的として実施したものであるところ、本研究の成果や上記目的の達成度合いを把握す

るため、外部有識者等で構成される研究評価検討委員会による評価を受けた。 

 評価の結果の概要は、以下のとおり、必要性、効率性及び有効性のいずれの観点からも

高く評価することができ、評点の合計点は 70 点中 64 点であったことから、本研究の有効

性は「大いに効果があった」と評価された。 

１ 必要性 

本研究は、「再犯防止に向けた総合対策」に基づき、犯罪者等の特性による価値観や

意識の違いについて分析を行ったものであり、法務省の重要な施策と密接に関連し、実

施する必要性が極めて高かった。また、本研究では、検察・矯正・更生保護にまたがる

広範囲な動向調査や、幅広い年齢層かつ施設内処遇及び社会内処遇を受けている犯罪者

等を対象とした大規模な質問紙調査を実施しており、法務総合研究所以外の研究機関等

で同様の研究を行うことは著しく困難であり、他に代替性のない研究であった。 

２ 効率性 

本研究では、過去の調査との継続性を保つべく、少年鑑別所入所者を調査対象とした

上で、年齢による比較が可能となるよう全年齢層の受刑者を加えたほか、社会内処遇を

受けている保護観察対象者も調査対象とした。かかる対象者の設定により、年齢層別、

犯罪・非行類型別、犯罪・非行進度別といった対象者の特性に応じた調査分析が可能と

なり、そうした特性による価値観や意識の違いを詳細に検討できたことから、調査対象

の設定は適切なものであった。ただし、少年鑑別所入所者については、調査対象者が 184

人と、過去の調査における少年鑑別所入所者の調査対象者数よりも少なかったところ、

この点については、調査期間を延長するなどして人数を増やすことを検討する余地もあ

った。 

本研究は、犯罪者等の処分・処遇に関する実務経験を有する研究官で構成するチーム

が各自の知見を生かして実施に当たった。また、研究で用いるデータは、調査対象者が

質問紙に任意に回答した内容に基づくものであったところ、同データを年齢層別、犯罪

・非行類型別、犯罪・非行進度別に分類し、それぞれの特性が明らかになるよう分析し

ており、適切な実施体制・手法であった。もっとも、分析の手法については、収集した

データを、先行する他の研究と比較したり、他の文献と照らし合わせるなどして、犯罪

類型別の処遇プログラムの改善に活かせるような、もう一歩進んだ提言ができると良か

った。 

本研究に用いるデータの入手方法は、法務省の機関としての利点を生かしたものであ

る上、その分析方法も、研究官が専門的知見を持って既存の設備・備品等を活用して行

うものであって、当初の予算よりも研究費を抑えられたことを踏まえると、研究手法は、

費用対効果の観点からも十分に合理的なものであった。 

３ 有効性 
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本研究の研究成果は、研究部報告 63「犯罪者・非行少年の生活意識と価値観に関する

研究」及び令和４年版犯罪白書「特集～犯罪者・非行少年の生活意識と価値観」として

公刊され、法務省ホームページ上でも閲覧・ダウンロードが可能な形で広く一般に公開

されている。全体にわたり、見やすく工夫した図表を豊富に使用するとともに、研究で

得られた知見及び実務に活用可能な提言を平易な用語で解説しており、実務家にとって

も実務家以外の研究者等にとっても分かりやすいものとなっている。 

また、本研究は、「再犯防止に向けた総合対策」及び「再犯防止推進計画」に沿った

ものであり、矯正・更生保護領域にわたって幅広く調査を実施し、犯罪者等の特性に応

じた意識・価値観の違いを明らかにしたものであった。本研究は、法務省の再犯防止施

策のほか、大学等の研究機関における犯罪者等の研究に必要な基礎資料として大いに利

用されることが見込まれる。 

関 係 す る 施 政 

方針演説等内閣

の重要政策（主な

もの） 

 

 

 

 

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

再犯防止に向けた総合対 平成 24 年７月 20  第３－３－(１) 再犯の実態や対策の有効性 

策 日犯罪対策閣僚会 等に関する総合的な調査研究の実施 

 議決定  

再犯防止推進計画 平成 29 年 12 月 15 第５－１－(２)－②特性に応じた指導等の 

 日閣議決定 充実 

  第５－１－(２)－④再犯の実態把握や指導 

  等の効果検証及び効果的な処遇の在り方等 

  に関する調査研究 
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令和６年度事後評価実施結果報告書 
 
１．施策名等                                                       （法務省） 
施 策 名 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と提言（犯

罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査） 
政 策 体 系 上 
の 位 置 付 け 

法務に関する調査研究 
（Ⅰ－３－(1)） 

施 策 の 概 要 
 

内外の社会経済情勢を踏まえた研究題目の選定、国内外の情勢の調査研

究の計画的実施と必要な刑事政策上の提言を行う。 
施策の予算額･

執 行 額 等 
 
 
 

 

区分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 
予算の

状 況

（ 千

円） 

当初予算(a) 4,783 1,897 － － 
補正予算(b) － － － － 
繰越し等(c) － － －  

 
 

合計(a+b+c) 4,783 1,897 － 

執行額（千円） 2,658 909 － 

政策評価実施時期 令和６年９月 担当部局名 法務総合研究所総務企

画部企画課 
評 価 方 式 事業評価方式 

 
２．事業等の内容  
（１）課題・ニーズ 

「再犯防止に向けた総合対策」（平成 24 年７月犯罪対策閣僚会議決定）では、再犯

の実態や対策の効果等を調査・分析し、更に効果的な対策を検討・実行することが、重

点施策として掲げられている。また、再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法

律第 104 号）11 条１項において、「国は、犯罪をした者等に対する指導及び支援につい

ては、矯正施設内及び社会内を通じ、指導及び支援の内容に応じ、犯罪をした者等の犯

罪又は非行の内容、犯罪及び非行の経歴その他の経歴、性格、年齢、心身の状況、家庭

環境、交友関係、経済的な状況その他の特性を踏まえて行うものとする。」とされてい

る。さらに、「再犯防止推進計画」（平成 29 年 12 月閣議決定）では、犯罪をした者等

の特性に応じた効果的な指導の実施等の取組として、その再犯防止等を図る上で効果的

な処遇の在り方等に関する調査研究を推進することとされている。 
ところで、犯罪・非行をした者の特性に応じた効果的な処遇のためには、その者の特

徴を、客観的な指標だけでなく、本人の価値観や意識を含めて多角的に捉えることが必

要である。特に、本人が、犯罪・非行の要因や自身の受けた処分についてどのように受

け止めているかは、改善更生の意欲と関連し、予後にも影響を与えると考えられる。 
法務総合研究所研究部では、平成２年以降、10 年、17 年及び 23 年に少年鑑別所入所

者及び若年受刑者等を対象とした意識調査を行っているが（各年版犯罪白書に掲載）、

前回調査から一定期間が経過している上、同調査は少年及び若年を対象としたもので、

他の年齢層を含めた犯罪・非行をした者の意識調査はいまだ実施されていない。 
そこで、本研究では、犯罪や非行に関する意識を中心として、少年・若年層に限定せ

ず、犯罪・非行をした者の意識調査を行うこととする。これにより、有効な指導・支援

の内容や方法の検討に資する資料を提供することが可能である。また、本研究は５年な

いし 10 年の周期で定期的に行うことを想定しており、犯罪・非行をした者の意識にお

ける経年変化を捉えることで、時代に即した新たな施策を打ち出すことにもつながり得

る。なお、当部において過去に実施した少年・若年を対象とする意識調査の質問項目を

一部用いることで、各調査結果との比較も可能である。 
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（２）目的・目標 
犯罪・非行をした者の生活意識及び犯罪・非行に関する意識等を明らかにし、犯罪・

非行をした者に対する有効な指導・支援を検討するための基礎資料を提供する。 
（３）具体的内容 

ア 研究期間 
令和２年度から３年度までの２か年 

  イ 研究内容 
（ア）調査対象者 
   調査期間内に刑務所に入所した受刑者、保護観察所で保護観察を開始した者、少

年院に入院した者（又は少年鑑別所に入所した者） 
（イ）調査項目 
   調査内容は、生活意識や、自身が犯罪や非行に至った要因や処分に対する受け止

めを中心とした意識調査とする。なお、過去に当部において行った少年・若年者を

対象とする意識調査においては、家庭関係、交友関係、周囲の人々との関係、学校

生活に対する意識、就労に対する意識、地域社会に対する意識、社会に対する意識、

態度・価値観、対人感情、非行・犯罪に対する意見、非行・犯罪等をする者に対す

る意見、心のブレーキ、これからの生活で大切なこと、自分の生き方に対する満足

度、非行・犯罪要因についての認識、処分の重さに対する意識と処分後の態度、処

分を受けて役に立ったことに関する認識、再非行・再犯に及んだ要因に関する認識、

今後の生活や立ち直りに必要なこと等を質問しており、これらを参考とするほか、

犯罪・非行をした者の特性に関する国内外の研究を参考とする。 
（ウ）調査方法 

調査に係る費用の予算措置が適切になされることを前提に、上記調査項目を記載 

した質問票を用いて任意で回答を求め、別途、調査対象者の非行名・罪名等の基本 

的情報を調査対象者の在所施設からの回答により確認して行う。 
（エ）分析方法 

分析においては、①全体の結果から、犯罪・非行をした者に共通する特徴を見い 

だすこと、②属性別に結果を比較することで、それぞれの特徴を見いだすこと、③ 

過去の意識調査と結果を比較することで、最近の若年受刑者（及び少年鑑別所入所 

者）の特徴を見いだすことなどが考えられる。 
（オ）成果物の取りまとめ 

 調査・分析の結果を取りまとめて、犯罪白書等として発刊する。 
ウ 検証を行う時期 
  本研究を終了した時点から、２年経過後に実施する。 

 
３．事前評価の概要  
  本研究について、平成 31 年４月 24 日に実施された研究評価検討委員会の結果を踏まえ、

評価基準第４の１に掲げる各評価項目について、次のとおり評価を行った。 
（１）必要性 

本研究は、政府の「再犯防止推進計画」等に基づき、犯罪をした者等の特性に応じ、

その再犯防止等を図る上で効果的な処遇の在り方等に関する調査研究となるところ、犯

罪・非行をした者の特性に応じた効果的な処遇のためには、その者の特徴を、客観的な

指標だけでなく、本人の価値観や意識を含めて多角的に捉えることが必要であり、特に、

本人が、犯罪・非行の要因や自身の受けた処分についてどのように受け止めているかは、

改善更生の意欲と関連し、予後にも影響を与えると考えられる。そのような観点から、

再犯防止施策を検討する上での重要な基礎資料となるものであって、法務省の重要な施

策に密接に関連し、実施の必要性が極めて高い。 
    代替性の有無という観点からは、調査期間内に刑務所に入所した受刑者、保護観察所
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で保護観察を開始した者、少年院に入院した者（又は少年鑑別所に入所した者）らを対

象として、調査票を用いた調査を実施し、分析する予定であるため、法務総合研究所以

外の機関で同様の研究を行うことは著しく困難である。したがって、他の研究機関では

代替する研究を実施することは著しく困難である。 
    早期実施が求められるテーマであるかとの観点からは、法務総合研究所研究部では、

平成２年以降、10 年、17 年及び 23 年に少年鑑別所入所者及び若年受刑者等を対象とし

た意識調査を行っているが、前回調査から一定期間が経過している上、同調査は少年及

び若年を対象としたもので、他の年齢層を含めた犯罪・非行をした者の意識調査はいま

だ実施されていないことから、再犯防止施策を進める上でも、実施が急務である。なお、

研究評価検討委員会における必要性を評価する３項目については、30 点中 30 点であっ

た。 
（２）効率性 

調査の対象は、一定期間において、刑務所に入所した受刑者、保護観察所で保護観察

を開始した者、少年院に入院した者（又は少年鑑別所に入所した者）とし、調査内容は、

生活意識や、自身が犯罪や非行に至った要因や処分に対する受け止めを中心とした意識

調査とする。また、十分な対象者数を確保する予定である。したがって、いまだ具体的

でない部分もあるものの、調査対象の設定は、研究の趣旨・目的に照らし適切なものと

なる見込みである。 
    本研究は、検察官、刑務官、法務技官、保護観察官等として、犯罪者等の処分・処遇

に関する実務経験を有する研究官で構成するチームで実施したものであり、その分析も

統計学的に妥当な方法で行い得るから、適切な実施体制、手法であると見込まれる。 
    研究に用いるデータの入手方法は、法務省の機関としての利点を生かしたものである

上、その分析方法も、研究官が専門的知見をもって既存の設備・備品等を活用して行う

ものであることを踏まえると、研究手法は、費用対効果の観点からも合理的と見込まれ

る。研究評価検討委員会における効率性を評価する３項目については、30 点中 27 点で

あった。 
（３）有効性 

本研究は、犯罪・非行をした者の生活意識及び犯罪・非行に関する意識等を明らかに

し、犯罪・非行をした者に対する有効な指導・支援を検討するための基礎資料を提供す

るものとして、法務省の再犯防止施策のみならず、関係省庁や大学等の研究機関におい

ても、多様な検討に必要な基礎資料として大いに利用されることが見込まれる。研究評

価検討委員会における有効性を評価する１項目については、10 点中 10 点であった。 
（４）総合的評価 

したがって、本研究は、必要性、効率性及び有効性のいずれの観点からも高く評価す

ることができ、研究評価検討委員会における評点の合計点は、70 点中 67 点であったこ

とから、評価基準第３の３に基づき、総合評価としては、「大いに効果があることが見

込まれる」と認められる。 
 
４．評価手法等  

本研究に対する事後評価は、研究の成果を把握するための期間を設けるため、研究終了

から一定期間経過後の令和６年度の外部有識者等で構成される研究評価検討委員会（学者

７名、法務省の他部局４名計 11 名により構成）において、評価基準第４の２に掲げる各評

価項目について４段階（ＡからＤ）で評価を行い、各評価に応じた評点を付すものとし、

その評点の合計点に応じて、本研究の効果について判定する。 
 
５．事後評価の内容  
  本研究について、令和６年５月 15 日に実施された研究評価検討委員会の結果を踏まえ、

次のとおり事後評価を行った。 
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（１）研究の成果について 
  本研究においては、犯罪・非行をした者の特性として、年齢、犯罪・非行類型及び犯

罪・非行進度の三つの特性に着目し、公的統計を使用して犯罪者・非行少年に関する動

向を概観するとともに、犯罪者・非行少年を対象とした実態調査を行い、犯罪・非行を

した者の生活意識及び犯罪・非行に関する意識等を多角的に検討するなどして、以下の

知見を得た。 
  ア  犯罪者・非行少年に関する動向 
    （ア）我が国の刑法犯の検挙人員について、その総数は、平成 13 年から増加し続け、平

成 16 年に 38 万 9,027 人を記録した後、その翌年から減少に転じ、平成 25 年から令

和３年に至るまで毎年戦後最少を更新しているところ、犯罪・非行類型別に見ると、

平成 14 年以降、検挙人員が最も多い窃盗事犯類型は、平成 16 年をピークとして、

その後は減少傾向にあり、殺人等の重大事犯類型も同様の傾向にあるが、傷害等の

粗暴犯類型、詐欺事犯類型及び性犯類型は、増減を繰り返して推移している。年齢

層別の人口比を見ると、非行少年は、重大事犯類型、粗暴犯類型及び窃盗事犯類型

において、いずれも顕著に低下しているのに対し、65 歳以上の高齢者では、横ばい

ないし上昇傾向にある。なお、詐欺事犯類型において、年長少年及び 20 歳代の構成

比の顕著な上昇が特徴的である。 
  （イ）起訴・起訴猶予別構成比について、年齢層別に見ると、年長少年から 64 歳までの

各年齢層で大差がないが、年少・中間少年及び高齢者において、起訴猶予の構成比

が高い。また、起訴の構成比について、犯罪類型別に見ると、薬物事犯類型と重大

事犯類型が高く、粗暴犯類型が低いのが目立つ。地方裁判所における有期刑（懲役

・禁錮）の科刑状況に関して、実刑（一部執行猶予を含む。）の構成比を犯罪類型

別に見ると、重大事犯類型及び窃盗事犯類型が 50％を超える一方、交通犯罪類型は

12.0％と低い。 
少年保護事件の終局処理区分について、年齢層別に見ると、いずれの年齢層にお

いても、保護観察処分の構成比が３割程度であり、少年院送致の構成比は１割を下

回る。非行類型別に見ると、保護観察処分の構成比は、薬物事犯類型では６割を超

え、他の非行類型と比べて顕著に高く、また、少年院送致の構成比は、重大事犯類

型では約５割を占める一方、窃盗事犯類型では１割を下回る。他方、少年鑑別所入

所者について、非行類型別構成比の推移（平成 14 年から令和３年まで）を見ると、

中間少年及び年長少年は、詐欺事犯類型の構成比が特に大きく上昇したほか、年少

少年は、性犯類型の構成比が特に大きく上昇した。 
（ウ) 入所受刑者について、年齢層別構成比の推移（平成 14 年から令和３年まで）を見

ると、50 歳以上の各年齢層の構成比が上昇しており、特に高齢者の構成比の上昇が

顕著である。犯罪類型別構成比の推移（平成 14 年から令和３年まで）を見ると、窃

盗事犯類型の構成比が一貫して最も高く、次いで、薬物事犯類型の順であった。 
     出所受刑者について、帰住先別構成比を年齢層別に見ると、年齢層が上がるにつ

れて、「社会福祉施設」及び「更生保護施設等」の構成比が高くなる傾向があり、

少年院出院者について、出院時引受人別構成比を年齢層別に見ると、少年の７割以

上が父母（父又は母のいずれかのみを含む。また、義父・義母を含む。）となって

いる。 
  イ 犯罪者及び非行少年を対象とした実態調査の概要 

本研究においては、令和３年１月１日から同月 29 日までの間に、①全国の拘置

所（一部の拘置支所を含む。）において刑が確定し、新たに刑執行開始時調査を

実施した者（処遇施設を確定するに足りる処遇指標を仮に判定するために必要な

調査を行い、処遇施設へ移送する対象となった者を含む。）のうち、調査協力に

同意した者 595 人、②全国の保護観察所において、新たに保護観察を開始した者
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（１号観察（交通短期保護観察を含む。）、２号観察、３号観察及び４号観察）

のうち、調査協力に同意した者 640 人、③全国の少年鑑別所に観護措置により入

所した少年（観護令状により入所し、同期間に事件が家庭裁判所に受理された者

を含む。）のうち、調査協力に同意した者 184 人を対象として、質問紙調査を実

施した。 
  ウ 調査・分析結果及び考察・提言 

調査・分析の結果、年齢層の違い、犯罪・非行類型の違い及び犯罪・非行の進度に

よって、犯罪や非行の動向のほか生活意識や価値観にも違いがあることが明らかとな

ったことから、これらの特性を踏まえた指導及び支援の必要性、重要性について論じ

た。 
（ア）年齢層別 

年齢層別に見ると、家庭生活及び友人関係に対する満足度では、少年（年少少年、

中間少年及び年長少年をいう。以下同じ。）は、いずれについても７割以上が「満

足」と回答し、満足度が高い傾向が見られたが、年齢層が上がるにつれて、「満足」

の構成比が低くなる傾向にあり、高齢者は、いずれについても５割を下回っている。

悩みを打ち明けられる人については、「誰もいない」の該当率が、年齢層が上がる

につれて高くなっている。就労に対する意識は、30 歳代以下では、「汗水流して働

くより、楽に金を稼げる仕事がしたい」と考える者の構成比が約５割を占め、若年

層の就労に対する安逸的な傾向がうかがえる。犯罪・非行に対する意識では、人々

が犯罪・非行に走る原因、及び自らの再犯・再非行の原因について、少年は、交友

関係を挙げる割合が高い傾向にある。心のブレーキについて、少年は、「父母のこ

と」の構成比が顕著に高く、年齢層が上がるにつれて、「社会からの信用を失うこ

と」の構成比が高くなる傾向にあり、高齢者（19.3％）は、総数（10.4％）を大き

く上回る。 
なお、平成２年の初回の調査から一貫して調査対象としている少年鑑別所入所者

について、今回の調査を含め５回の調査を比較すると、家庭生活に対する満足度は

上昇傾向にある。また、犯罪・非行に対する意識では、心のブレーキについて、「父

母のこと」とする者の構成比が、今回の調査（46.8％）では、平成 10 年調査（21.3

％）の２倍以上になっているという特徴が見られた。 
これを踏まえると、年齢層別では、非行少年や若年層の犯罪者は、家族の存在が

重要な社会資源であり、家族による監督・監護の重要性、必要性が大きくなってお

り、これを補完する支援の必要性も一層高まっていると考えられる。特に若年層の

犯罪者の場合は、できる限り早期に勤労意識を養わせつつ、就労を確保・維持する

ことが必要である。加えて、非行少年や若年層の犯罪者の場合、不良な交友関係の

影響も大きいことから、不良交友からの離脱に向けた指導・支援をより一層充実さ

せることも必要である。一方、高齢者では、身近にサポートしてくれる存在が得ら

れにくいことがうかがえることなどから、社会において孤立させることのないよ

う、福祉との連携や、地域における支援により一層配意することが有用と考えられ

る。 
（イ）犯罪・非行類型別 

犯罪・非行類型別に見ると、重大事犯類型では、家庭生活に対する満足度につい

て「不満」の構成比が最も高く（20.3％）、友人関係に対する満足度について、「満

足」の構成比が他の犯罪類型に比べて低い傾向にある（38.7％）。また、悩みを打

ち明けられる人として、同性・異性の友達を挙げた者の該当率が低く（それぞれ 25.0

％、3.1％）、交友関係において、安定した交流を図りにくいことも考えられる。

自らの再犯・再非行の原因については、自己統制の問題を挙げていた者が５割以上

に及んでいたことに加え、学業や仕事の継続や就労の失敗にあるとする者の該当率
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も 24.2％と他の類型と比べて高いという特徴が見られる。これを踏まえると、重大

犯罪類型については、安定した就労の確保及び維持のために、職場における対人関

係の築き方にも配慮しながら、指導・支援をしていくことが重要と考えられる。 
粗暴犯類型では、家庭生活や友人関係に対する満足度は他の犯罪類型よりも高い

傾向にある。「悪い者をやっつけるためならば、場合によっては腕力に訴えてもよ

い」について、「反対」の構成比が低い（27.7％）など、暴力を許容する態度・価

値観を有している特徴が見受けられる。また、人々が犯罪・非行に走る原因につい

て、「自分自身」以外と捉える者の構成比が 31.1％と他の類型より高く、自らの再

犯・再非行の原因について、「まじめな友達が少なかった・いなかったこと」とす

る該当率が他の類型より高い（24.3％）など、他責的な傾向も見られる。加えて、

憤怒等の動機によって犯行に至る者が多いという特徴も見受けられるため、粗暴犯

類型では、暴力防止プログラム等により、怒りや暴力につながりやすい考え方の変

容や暴力の防止に必要な知識の習得に努めさせることなどが有用と考えられる。 
窃盗事犯類型では、家庭生活や友人関係に対する満足度について、「満足」は、

それぞれ４割程度と他の類型に比べて低い傾向にあり、自らの再犯・再非行の原因

について、「困ったときの相談相手や援助してくれる人が周りにいなかったこと」

を挙げる者の該当率が高い（30.2％）。また、学業や仕事の継続や就労の失敗、被

害者への謝罪等の対応が十分できなかったことの該当率が、いずれも他の類型と比

べて高い傾向にある（それぞれ 22.8％、14.9％）という特徴も見られる。これを踏

まえると、窃盗事犯類型では、就労支援等により安定した就労につなげることが重

要であるとともに、場合によっては、相談・支援機関につなげることも必要である

と考えられる。また、保護観察官や保護司等の適切な指導監督・補導援護の下、社

会復帰後の就労により得た賃金等を原資とする被害弁償等の誠意をもった対応に

取り組ませることも有用と考えられる。 
詐欺事犯類型では、態度・価値観に関しては、自分の欲望のためには、ルールを

破るのも仕方ないとする者の構成比が高い（18.4％）など、自分本位な特徴が見ら

れる。また、自らの再犯・再非行の原因について、問題にぶつかると諦めたりした

ことや処分を軽く考えていたこと等の該当率が高い（いずれも 33.3％）など、安易

な態度・価値観もうかがえる。これを踏まえると、詐欺事犯類型では、不安定な生

活に起因する者には、生活安定に向けた指導・支援が必要であり、若年者の関与が

社会問題となっている特殊詐欺事犯者については、保護観察対象者に対する類型別

処遇等を通じて、自分本位な態度等を改めさせるための処遇を実施することが望ま

れる。 
性犯類型では、家庭生活に対する満足度について、「満足」の構成比は６割以上

と高く、悩みを打ち明けられる人では母親や父親を挙げる者の該当率がそれぞれ５

割程度、３割程度と顕著に高い。一方、友人関係に対する満足度について、「不満」

の構成比が高い（16.2％）ことから、家族など身近な存在とは良好な関係を築きな

がら、特定の他者との関係においては不満を抱きやすい面もうかがえる。また、自

らの再犯・再非行の原因について、原因が分からなかったとする者の該当率が他の

類型に比べて高く（20.0％）、落ち着いて生活できる場所を見いだせないことを挙

げる者の該当率も他の類型に比べて顕著に高い（30.0％）という特徴が見られる。

これを踏まえると、性犯類型では、対人スキルの向上を念頭に置いた処遇を実施す

るとともに、刑事施設における特別改善指導としての性犯罪再犯防止指導、保護観

察中における性犯罪者処遇プログラム等により、性犯罪に結び付くおそれのある認

知の偏り、自己統制力不足等の問題点を認識させるための処遇が有効であると考え

られ、こうした指導・支援のより一層の充実が期待される。 
薬物事犯類型では、自分に対する意識について、「自分は意志が弱い」と回答し

た者の構成比が高く（80.6％）、自らの再犯・再非行の原因について、不良交友関
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係の継続を挙げる者の該当率が他の類型と比べて顕著に高い（38.7％）という特徴

が見られる。これを踏まえると、薬物事犯類型では、刑事施設における薬物依存離

脱指導の重要性や、更生保護の段階において薬物事犯の犯罪的傾向を改善するため

の専門的処遇を受けること等を特別遵守事項として定めることなどの重要性が確

認できる。 
交通事犯類型では、家庭生活、友人関係、社会及び自分の生き方に対する満足度

について、「満足」の構成比が、いずれも他の類型と比べて高く（それぞれ 68.1

％、66.7％、38.3％、41.7％）、社会生活に対して肯定的な回答をしている者の割

合が高い。自らの再犯・再非行の原因については、処分を軽く考えていたことを挙

げる者の該当率が高い（36.1％）という特徴が見られる。これを踏まえると、交通

事犯類型では、刑事施設における交通安全指導等を通じて、運転者の責任と義務を

自覚させ、罪の重さを認識させることなどが必要であり、処分を真摯に受け止める

よう働き掛けることが重要と考えられる。 
（ウ）犯罪・非行進度別 

犯罪・非行進度別に見ると、家庭生活、友人関係及び自分の生き方に対する満足

度について、「満足」の構成比は、いずれも初入者が再入者を上回り、「不満」の

構成比は、いずれも再入者が初入者を上回っている。また、悩みを打ち明けられる

人について、「誰もいない」の該当率は、再入者が初入者を上回っている。自らの

再犯・再非行の原因について、初入者は、「処分を軽く考えていたこと」の該当率

が高く（35.7％）、再入者は、「自分が非行や犯罪をする原因が分かっていたが、

対処できなかったこと」（43.7％）のほか、「困ったときの相談相手や援助してく

れる人が周りにいなかったこと」（24.5％）及び「非行や犯罪をする仲間との関係

が続いたこと」（22.1％）の該当率が高い。心のブレーキについては、初入者は、

再入者と比べて、「父母のこと」、「子のこと」、「兄弟姉妹を含めた家族のこと」

の構成比が高い一方、「社会からの信用を失うこと」の構成比が低い。これからの

生活で大切なものについては、初入者は、再入者と比べて、「被害者のために何か

お詫びをする」の該当率が顕著に高く、「家族と仲良くやっていく」、「知識を身

につけ心を豊かにする」、「保護観察官・保護司とよく相談する」及び「親の言う

ことを聞く」の該当率も高い。 
これを踏まえると、初入者に対しては、他人からの助言・指導に応じようとする

姿勢を支持し、保護観察官・保護司等の監督の下、家庭生活や社会生活を通じて、

犯罪・非行が被害者だけでなく自らに対しても重大な結果をもたらすことを認識さ

せることなどが重要と考えられる。他方、再入者に対しては、支援機関につなげて

不良交友からの離脱支援を含めた環境の調整を行うことに加え、被害者への慰謝の

措置を講じる意識が低いという特徴も見受けられることから、被害者の視点を考慮

した指導・支援を行うことが重要である。 
エ 成果物 

本研究の成果は、令和４年 10 月に研究部報告 63「犯罪者・非行少年の生活意識と

価値観に関する研究」、令和４年 12 月に令和４年版犯罪白書（特集―犯罪者・非行

少年の生活意識と価値観）として公刊され、法務省関係部局や大学研究者等に配布・

送付されたほか、法務省ホームページ上でも閲覧・ダウンロードが可能な形で広く一

般に公開されている。今後、本研究の結果は、法令・施策の立案、事務運用の改善等

の検討等に利用されていく見込みである。 
（２）各評価項目の判定 

評価基準第４の２に掲げる各評価項目について、研究評価検討委員会において評価し

た結果は別添のとおりである。 
（必要性の評価項目） 
 「再犯防止に向けた総合対策」では、犯罪をした者等に対する指導及び支援について、
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犯罪又は非行の内容、犯罪及び非行の経歴その他の経歴、性格、年齢、心身の状況、家

庭環境、交友関係、経済的な状況その他の特性を踏まえて行うこととされている。本研

究は、犯罪者等の特性による価値観や意識の違いについて分析を行ったものであり、法

務省の重要な施策と密接に関連し、実施する必要性が極めて高かった。 
 また、本研究では、検察・矯正・更生保護にまたがる広範囲な動向調査や、幅広い年

齢層かつ施設内処遇及び社会内処遇を受けている犯罪者等を対象とした大規模な質問

紙調査を実施しており、法務総合研究所以外の研究機関等で同様の研究を行うことは著

しく困難であり、他に代替性のない研究であった。 
 このように、本研究の必要性を評価する２項目の評点は、20 点中 20 点であったこと

から、本研究の必要性は、高かったと認められる。 
（効率性の評価項目） 
 特別調査では、過去の調査との継続性を保つべく、少年鑑別所入所者を調査対象とし

た上で、年齢による比較が可能となるよう全年齢層の受刑者を加えたほか、社会内処遇

を受けている保護観察対象者も調査対象とした。かかる対象者の設定により、年齢層別、

犯罪・非行類型別、犯罪・非行進度別といった対象者の特性に応じた調査分析が可能と

なり、そうした特性による価値観や意識の違いを詳細に検討できたことから、調査対象

の設定は適切なものであった。ただし、少年鑑別所入所者については、調査対象者が 184

人と、過去の調査における少年鑑別所入所者の調査対象者数よりも少なかったところ、

この点については、調査期間を延長するなどして人数を増やすことを検討する余地もあ

った。 
 本研究は、犯罪者等の処分・処遇に関する実務経験を有する研究官で構成するチーム

が各自の知見を生かして実施に当たった。また、研究で用いるデータは、調査対象者が

質問紙に任意に回答した内容に基づくものであったところ、同データを年齢層別、犯罪

・非行類型別、犯罪・非行進度別に分類し、それぞれの特性が明らかになるよう分析し

ており、適切な実施体制・手法であった。もっとも、分析の手法については、収集した

データを、先行する他の研究と比較したり、他の文献と照らし合わせるなどして、犯罪

類型別の処遇プログラムの改善に活かせるような、もう一歩進んだ提言ができると良か

った。 
  本研究に用いるデータの入手方法は、法務省の機関としての利点を生かしたものであ

る上、その分析方法も、研究官が専門的知見を持って既存の設備・備品等を活用して行

うものであって、当初の予算よりも研究費を抑えられたことを踏まえると、研究手法は、

費用対効果の観点からも十分に合理的なものであった。 
 このように、本研究の効率性を評価する３項目の評点は、30 点中 24 点であったこと

から、本研究の効率性は、高かったと認められる。 
（有効性の評価項目） 
 本研究の研究成果は、研究部報告 63「犯罪者・非行少年の生活意識と価値観に関する

研究」及び令和４年版犯罪白書「特集～犯罪者・非行少年の生活意識と価値観」として

公刊され、法務省ホームページ上でも閲覧・ダウンロードが可能な形で広く一般に公開

されている。全体にわたり、見やすく工夫した図表を豊富に使用するとともに、研究で

得られた知見及び実務に活用可能な提言を平易な用語で解説しており、実務家にとって

も実務家以外の研究者等にとっても分かりやすいものとなっている。 
 また、本研究は、「再犯防止に向けた総合対策」及び「再犯防止推進計画」に沿った

ものであり、矯正・更生保護領域にわたって幅広く調査を実施し、犯罪者等の特性に応

じた意識・価値観の違いを明らかにしたものであった。本研究は、法務省の再犯防止施

策のほか、大学等の研究機関における犯罪者等の研究に必要な基礎資料として大いに利

用されることが見込まれる。 
 このように、本研究の有効性を評価する２項目の評点は、20 点中 20 点であったこと

から、本研究の有効性は、高かったと認められる。 
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（３）総合評価 
   したがって、総合評価としては、必要性、効率性及び有効性のいずれの観点からも高

く評価することができ、評点の合計点は 70 点中 64 点であったことから、本研究の有効

性は「大いに効果があった」と評価できる。 
 

６．学識経験を有する者の知見の活用  
（１）実施時期 

令和６年７月 30 日～８月 21 日 

（２）実施方法 
持ち回り審議 

（３）意見等の概要 
   別添「令和６年度法務省事後評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見及び 

回答」番号１ないし５のとおり。 
 

７．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 
○ 「再犯防止に向けた総合対策」（平成 24 年７月 20 日犯罪対策閣僚会議決定）*1 

第３ 再犯防止のための重点施策 
 ３－(１) 再犯の実態や対策の有効性等に関する総合的な調査研究の実施 

 ○ 「再犯防止推進計画」（平成 29 年 12 月 15 日閣議決定）*2 
      第５ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組 
        １ 特性に応じた効果的な指導の実施等 
         (２)  具体的施策 
           ② 特性に応じた指導等の充実 
            ④ 再犯の実態把握や指導等の効果検証及び効果的な処遇の在り方等に関する

調査研究 
○ 「第二次再犯防止推進計画」（令和５年３月 17 日閣議決定）*3 
  第４ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組 
      １ 特性に応じた効果的な指導の実施等 
      （２）  具体的施策 
     ② 特性に応じた指導等の充実 

ⅰ 性犯罪者・性非行少年に対する指導等 
      ⅳ 少年・若年者に対する可塑性に着目した指導等 
      ⅶ 各種指導プログラムの充実 
 

８．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報  
○評価の過程で使用したデータや文献等 

 
○評価の過程で使用した公的統計 

 
○評価の過程で使用したアンケート調査等 

 
９．備考  
 ○平成 23 年版犯罪白書「少年・若年犯罪者の実態と再犯防止」 
 ○平成 17 年版犯罪白書「少年非行」 
 ○平成 10 年版犯罪白書「少年非行の動向と非行少年の処遇」 
 ○平成２年版犯罪白書「少年非行と非行少年の処遇」 
 ○研究部報告 46「青少年の生活意識と価値観に関する研究」 
 ○研究部報告 32「最近の非行少年の特質に関する研究 非行少年の生活意識と価値観
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（第３報告）」 
 ○研究部紀要 35「非行少年の生活・価値観に関する研究（第２報告）」 
 ○研究部紀要 34「非行少年の生活・価値観に関する研究（第１報告）」 

 

                                                                                                                                                                       
*1 「再犯防止に向けた総合対策（平成 24 年７月 20 日犯罪対策閣僚会議決定）」 

第３ 再犯防止のための重点施策 

 １ 対象者の特性に応じた指導及び支援を強化する 

  (１) 少年・若年者及び初入者に対する指導及び支援 

少年・若年者及び初入者に対しては、再犯の連鎖に陥ることを早期に食い止める

ために、個々の犯罪・非行歴、家庭環境、交友関係、発達上の課題、生活設計等を

的確に把握し、これらに応じた指導・支援を集中的に実施する。 

 ３ 再犯の実態や対策の効果等を調査・分析し、更に効果的な対策を検討・実施する。 

  (１) 再犯の実態や対策の有効性等に関する総合的な調査研究の実施 

刑務所出所者等が再犯に至った経緯や住居・就労確保に至った状況等、再犯の実

態把握や個別具体的な再犯防止対策の効果検証のため、対象者の罪名・罪種のみな

らず、特性や問題性等、複数の要素に着目した分析や研究等を継続的に実施する。 

 

*2 「再犯防止推進計画（平成 29 年 12 月 15 日閣議決定）」 

第５ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組 

        １ 特性に応じた効果的な指導の実施等 

         (２)  具体的施策 

      ④ 再犯の実態把握や指導等の効果検証及び効果的な処遇の在り方等に関する

調査研究 

        法務省は、検察庁・矯正施設・保護観察所等がそれぞれ保有する情報を機

動的に連携するデータベースを、再犯防止対策の実施状況等を踏まえ、効果

的に運用することにより、指導の一貫性・継続性を確保し、再犯の実態把握

や指導等の効果検証を適切に実施するとともに、警察庁、文部科学省及び厚

生労働省の協力を得て、犯罪をした者等の再犯の防止等を図る上で効果的な

処遇の在り方等に関する調査研究を推進する。 

 

*3  「第二次再犯防止推進計画」（令和５年３月 17 日閣議決定）   

   第４ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組 

        １ 特性に応じた効果的な指導の実施等 

         (２)  具体的施策 

            ② 特性に応じた指導等の充実 

ⅰ 性犯罪者・性非行少年に対する指導等 

ア 性犯罪者等に対する効果的な指導等の実施 

法務省は、厚生労働省の協力を得て、海外における取組などを参考に

しつつ、刑事施設における性犯罪再犯防止指導や少年院における性非行

防止指導、保護観察所における性犯罪再犯防止プログラム等の性犯罪者

等に対する指導等について、指導者育成を進めるなどして、一層の充実

を図るとともに、地域の医療・福祉関係機関等との連携を強化し、性犯

罪者等に対する矯正施設在所中から出所後まで一貫性のある効果的な

指導の実施を図る。 

       ⅳ 少年・若年者に対する可塑性に着目した指導等 
        ア 刑事司法関係機関における指導体制の充実 
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          少年鑑別所において、在所中の少年に対し、その自主性を尊重しつつ、

健全育成に向けた支援等を適切に実施するほか、学校等の関係機関や民

間ボランティアの協力も得て、学習や文化活動等に触れる機会を付与す

るなど、少年の健全育成を考慮した処遇の充実を図る。また、刑事施設

においても、おおむね 26 歳未満の若年受刑者に対し、少年院における

矯正教育の手法やノウハウ、その建物・設備等を活用しながら、少年・

若年者の特性に応じたきめ細かな指導等の充実を図る。 
        エ 保護者との関係を踏まえた指導等の充実 
          法務省は、保護観察対象少年及び少年院在院者に対し、保護者との適

切な関係に関する指導・支援の充実を図るとともに、保護者に対し、対

象者の処遇に対する理解・協力の促進や保護者の監護能力の向上を図る

ための指導・助言、保護者会への参加依頼、保護者自身が福祉的支援等

を要する場合の助言等を行うなど、保護者に対する働き掛けの充実を図

る。 
       ⅶ 各種指導プログラムの充実  
          DV を含む対人暴力の問題を抱える者等に対し、その特性に応じた柔

軟な指導が可能となるよう改善指導プログラムの充実を図る。また、少

年院において、特定少年に対する成年としての自覚・責任を喚起する指

導や社会人として必要な知識の付与に加え、特殊詐欺等近年の犯罪態様

に対応した指導等の充実を図る。 
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別　添

評価 評点 参考

１
法務省の施策に関連して
必要なものか。 Ａ 10点

　「再犯防止に向けた総合対策」では、犯罪をした者
等に対する指導及び支援について、犯罪又は非行の内
容、犯罪及び非行の経歴その他の経歴、性格、年齢、
心身の状況、家庭環境、交友関係、経済的な状況その
他の特性を踏まえて行うこととされている。本研究
は、犯罪者等の特性による価値観や意識の違いについ
て分析を行ったものであり、法務省の重要な施策と密
接に関連し、実施する必要性が極めて高かった。

２
代替性のない研究である
か。 Ａ 10点

　本研究では、検察・矯正・更生保護にまたがる広範
囲な動向調査や、幅広い年齢層かつ施設内処遇及び社
会内処遇を受けている犯罪者等を対象とした大規模な
質問紙調査を実施しており、法務総合研究所以外の研
究機関等で同様の研究を行うことは著しく困難であ
り、他に代替性のない研究であった。

３
研究における調査対象の
設定が適切であるか。 Ｂ ７点

　特別調査では、過去の調査との継続性を保つべく、
少年鑑別所入所者を調査対象とした上で、年齢による
比較が可能となるよう全年齢層の受刑者を加えたほ
か、社会内処遇を受けている保護観察対象者も調査対
象とした。かかる対象者の設定により、年齢層別、犯
罪・非行類型別、犯罪・非行進度別といった対象者の
特性に応じた調査分析が可能となり、そうした特性に
よる価値観や意識の違いを詳細に検討できたことか
ら、調査対象の設定は適切なものであった。ただし、
少年鑑別所入所者については、調査対象者が184人と、
過去の調査における調査対象者よりも少なかったとこ
ろ、調査期間を延長するなどして人数を増やすことを
検討する余地もあった。

４
研究の実施体制・手法が
適切であるか。 Ｂ ７点

　本研究は、犯罪者等の処分・処遇に関する実務経験
を有する研究官で構成するチームが各自の知見を生か
して実施に当たった。また、研究で用いるデータは、
調査対象者が質問紙に任意に回答した内容に基づくも
のであったところ、同データを年齢層別、犯罪・非行
類型別、犯罪・非行進度別に分類し、それぞれの特性
が明らかになるよう分析しており、適切な実施体制・
手法であった。もっとも、分析の手法については、収
集したデータを、先行する他の研究と比較したり、他
の文献と照らし合わせるなどして、犯罪類型別の処遇
プログラムの改善に活かせるような、もう一歩進んだ
提言ができると良かった。

５
研究手法が費用対効果の
観点から合理的である
か。

Ａ 10点

　本研究に用いるデータの入手方法は、法務省の機関
としての利点を生かしたものである上、その分析方法
も、研究官が専門的知見をもって既存の設備・備品等
を活用して行うものであって、当初の予算よりも研究
費を抑えられたことを踏まえると、研究手法は、費用
対効果の観点からも十分に合理的なものであった。

６
研究の成果物は分かりや
すいものであるか。 Ａ 10点

　本研究の研究成果は、研究部報告63「犯罪者・非行
少年の生活意識と価値観に関する研究」及び令和４年
版犯罪白書「特集～犯罪者・非行少年の生活意識と価
値観」として公刊され、法務省ホームページ上でも閲
覧・ダウンロードが可能な形で広く一般に公開されて
いる。全体にわたり、見やすく工夫した図表を豊富に
使用するとともに、研究で得られた知見及び実務に活
用可能な提言を平易な用語で解説しており、実務家に
とっても実務家以外の研究者等にとっても分かりやす
いものとなっている。

７

法令・施策の立案、事務
運用の改善等の検討や、
大学の研究等に利用され
たか。

Ａ 10点

　本研究は、「再犯防止に向けた総合対策」及び「再
犯防止推進計画」に沿ったものであり、矯正・更生保
護領域にわたって幅広く調査を実施し、犯罪者等の特
性に応じた意識・価値観の違いを明らかにしたもので
あった。本研究は、法務省の再犯防止施策のほか、大
学等の研究機関における犯罪者等の研究に必要な基礎
資料として大いに利用されることが見込まれる。

64点 ／70点

事後評価結果表

評点合計：

必
要
性

効
率
性

有
効
性

評価項目

【犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査】
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令和６年度政策評価書要旨 

評価実施時期： 令和６年９月 

 

担当部局名：大臣官房施設課 

施 策 名 

 

 

施設の整備（国際法務総合センター整備事業） 政策体系上の位置付け 

法務行政全般の円滑かつ

効率的な運営 

（Ⅶ－15－(2)）  

事 業 の 概 要 司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏まえ、十分

な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足している施設や、長期間の

使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・減災対策を行う。 

評 価 方 式 事業評価方式 

政 策 評 価 の 

結 果 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 事業の基本情報の変化 

  事業は総額約 662 億円で平成 20 年度から平成 30 年度にかけて実施し、平成 30 年度に

完成した。 

２ 事業の効果の発現状況 

・ 業務を行うために必要な基本機能の評点が 100 点以上（161 点）であり、基本機能を

満たしていることが確認できる。 

・ 収容施設については、地域性、人権、環境保全性、防災性、保安性及び耐用・保全

性について特に充実した取組（各評価Ａ）がなされており、官署施設については、地

域性、環境保全性、防災性、保安性及び耐用・保全性について特に充実した取組（各

評価Ａ）がなされていることから、政策に基づく付加機能を満たしていることが確認

できる。 

３ 総合的評価 

  以上、１及び２より、老朽及び面積不足が解消され、十分な行政機能を果たすことが

できた。また、施設・設備の合理化・効率化、人的資源の有効活用、国有財産の有効活

用及び都市計画と連動した一体的な整備を図ることができたことから、事業の目的を果

たしていると判断できる。 

 

関 係 す る 施 政 

方針演説等内閣

の重要政策（主な

もの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 
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令和６年度事後評価実施結果報告書 
 
１．施策名等                                 （法務省） 
施 策 名 施設の整備（国際法務総合センター整備事業） 
政 策 体 系 上 
の 位 置 付 け 

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 
（Ⅶ－15－(2)） 

施 策 の 概 要 
 
 
 

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等

を踏まえ、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積

が不足している施設や、長期間の使用により老朽化した施設等について

所要の整備、防災・減災対策を行う。 
施策の予算額･

執 行 額 等 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 

区分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 
予 算

の 状

況（千

円） 

当初予算(a) 23,802 213 130,282 598,528 314,265 314,304 
補正予算(b) 0 0 0 0 0 0 
繰越し等(c) 0 1,001,642 0 0 300,971 702,265 
合計(a+b+c) 23,802 1,001,855 130,282 598,523 615,236 1,016,569 

執行額（千円） 23,802 18,897 126,522 522,627 525,078 792,671 
区分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度  

 
 
 
 
 

予 算

の 状

況（千

円） 

当初予算(a) 9,162,045 11,416,347 15,175,533 2,516,355 4,350,355 
補正予算(b) 0 7,391,827 730,632 149,636 0 
繰越し等(c) 0 278,083 2,257,012 7,623,132 3,162,673 
合計(a+b+c) 9,162,045 19,086,257 18,163,177 10,289,123 7,513,028 

執行額（千円） 9,162,045 19,085,210 18,161,199 10,289,117 7,513,006 
政策評価実施時期 令和６年９月 担 当 部 局 名 大臣官房施設課 
評 価 方 式 事業評価方式 

 
２．事業等の内容  
（１）課題・ニーズ 

東京都内等に分散立地する矯正医療施設、研修施設等について、面積不足や老朽化に

より、施設としての機能不足の状態となっていることから、十分な行政機能を果たすこ

とができなくなっている。 
特に、矯正医療施設については、近年、医療措置を必要とする受刑者等が増加してい

るところ、既存施設の老朽・面積不足が著しく対象者を受け入れることが困難な状況に

ある。 
（２）目的・目標 

東京都内等に分散立地する矯正医療施設、研修施設等を集約整備することにより、施

設・設備の合理化・効率化、人的資源の有効活用、国有財産の有効活用及び都市計画と

連動した一体的な整備を図るとともに、国民の安全確保、治安の維持及び円滑な施設運

営に寄与し、矯正医療の水準を維持・向上させることを目的とする。 
特に、医療刑務所及び医療少年院においては、医療機能を統合して規模拡大を図った

上で「矯正医療センター」として整備し、医療諸室、医療関係職員及び医療機器を共有

することによって、施設・設備の合理化と人的資源の有効活用を図っている。 
なお、矯正医療施設の整備に当たっては、医療スタッフの確保及び外部医療機関との

協力体制が不可欠なため、人的資源が確保しやすい都市部に設置する必要がある。 
（３）具体的内容 

事業場所：米軍立川基地跡地 
事業時期：平成 23 年度から（平成 30 年度から供用開始） 
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延べ面積：127,107 ㎡ 
入居庁 ：国連アジア極東犯罪防止研修所 

矯正研修所 
矯正研修所東京支所 
公安調査庁研修所恵比寿寮 
八王子医療刑務所 
関東医療少年院 
神奈川医療少年院 
八王子少年鑑別所（含東京婦人補導院） 
法務総合研究所国際協力部（在大阪） 

３．事前評価の概要  
  平成 23 年 9 月、「法務省大臣官房施設課における事業評価システム」に基づき、次のと

おり評価を行った。 
（１）必要性 

事業計画の必要性に関する評点が 100 点以上であること。 
   事業計画の必要性 ： 106 点 
   ・既存施設は面積が不十分な上、建物の老朽化が著しい。 
（２）効率性 

事業計画の合理性に関する評点が 100 点であること。 
事業計画の合理性 ： 100 点 
・他の案では、事業案と同等の性能を確保できない。 
※「他の案」とは、既存施設の敷地に新営整備を行うものである。 

一つの施設を除く全ての施設が既存敷地にそれぞれ新営整備を行うことができな

いこと、集約整備による施設・設備の合理化・効率化、人的資源の有効活用、国有財

産の有効活用及び都市計画と連動した一体的な整備を図ることができないことから、

他の案では、事業案と同等の性能を確保することができない。 
（３）有効性 

基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事

業計画とする。 
事業計画の効果（Ｂ１）：146 点 

   ・ 現予定地での新営整備は、周辺に道路・鉄道等が整備されアクセスの確保ができ

好立地条件である。 
   事業計画の効果（Ｂ２）：Ａ評価９、Ｂ評価０、Ｃ評価５ 

・ 地域性（２項目）（懇談会等の地域住民との連携、敷地境界部分のセットバック

と緑地の確保、希少動植物への配慮*1）、人権（２項目）(被収容者等に対して外部

からの視線が届きにくいようにするなどの対策）、環境保全性（２項目）（ＬＥＤ

照明、屋上緑化、太陽光発電）、防災性（２項目）（落雷対策、大規模災害時に対

しての電力確保、書庫等の防火性能の確保）、保安性（護送用車両専用車庫、作業

門の二重化、監視カメラ対応）に対して特に充実した取組が計画されている。 
・ ユニバーサルデザイン（２項目）、保安性、耐用・保全性（２項目）に対して、

                                                                                                                                                                       
*1 「希少動植物への配慮」 
  国内希少野生動植物種に指定されている猛禽類（オオタカ）の営巣が確認されたことか

ら、オオタカとの共生を図るため、希少猛禽類保護区域を整備したり、工事前や工事期間

中に営巣への影響がないように配慮している。 
また、ヤナギ科コゴメヤナギ、ガガイモ科コイケマ等の希少植物については、工事の影

響が少ない場所に移植するなど保存に配慮する予定である。 
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一般的な取組が計画されている。 
（４）総合的評価 

以上、（１）、（２）及び（３）から、新規採択事業としての要件を満たしている。 
４．評価手法等  

事後評価については、施設の供用開始から５年経過した後、「法務省大臣官房施設課に

おける事業評価システム」に基づき、「業務を行うための基本機能」（以下「Ｂ１」とい

う。）と、「政策及び重点施策に基づく付加機能」（以下「Ｂ２」という。）の２つの観

点から「事業計画の効果」について評価する。 
具体的には、Ｂ１については、「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」（別紙１）

の各項目について効果の有無を確認する。 
※ 「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」の各項目ごとの該当する係数を全て

掛け合わせ、100 倍した数値を事業計画の効果（Ｂ１）とし、評点が 100 点以上ある

ことを確認する。 
また、Ｂ２については、「事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標」（別紙２）によ

り各分類ごとにその取組状況を評価し、政策及び重点施策に合致しているか確認する。 
 

５．事後評価の内容  
（１）事業の基本情報(費用、施設の利用状況、事業期間等)の変化 

事業は総額約 662 億円で平成 20 年度から平成 30 年度にかけて実施し、平成 30 年度

に完成した。 
（２）事業の効果の発現状況 

「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」（別紙１）、「事業計画の効果（Ｂ２）

に関する評価指標」（別紙２及び３）のとおり、事後評価を行った。主な評価結果につ

いては以下のとおりである。 
・ 業務を行うための基本機能（Ｂ１評価）：161 点（別紙１参照） 
・ 政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２評価）【収容施設】：地域性、人権、 

環境保全性、防災性、保安性及び耐用・保全性（以上評価Ａ）（別紙２及び３参 

照）。 
・ 政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２評価）【官署施設】：地域性、環境 

保全性、防災性、保安性及び耐用・保全性（以上評価Ａ）（別紙２及び３参照）。 
（３）総合的評価 

以上（１）（２）より、老朽及び面積不足が解消され、十分な行政機能を果たすこと

ができた。また、施設・設備の合理化・効率化、人的資源の有効活用、国有財産の有効

活用及び都市計画と連動した一体的な整備を図ることができたことから、事業の目的を

果たしていると判断できる。 
 

６．学識経験を有する者の知見の活用  
（１）実施時期 

令和６年７月 30 日～８月 21 日 

（２）実施方法 
持ち回り審議 

（３）意見等の概要 
   別添「令和６年度法務省事後評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見及び 

回答」番号６及び７のとおり。 
 

７．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 
 

８．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報  
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○評価の過程で使用したデータや文献等 
 

○評価の過程で使用した公的統計 
 

○評価の過程で使用したアンケート調査等 
 

９．備考  
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別紙２

事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標　【収容施設】

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

経済性 耐用・保全性

機能性

ユニバーサルデザイン

防災性

保安性

　　６　事業計画の効果（Ｂ２）

社会性

地域性

人権

環境保全性 環境保全性
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事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標　【官署施設】

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

　　６　事業計画の効果（Ｂ２）

社会性

地域性

人権

環境保全性 環境保全性

機能性

ユニバーサルデザイン

防災性

保安性

経済性 耐用・保全性

- 90 -



事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
２
）
に
関
す
る
評
価
指
標

【
収
容
施
設
】

分
類

評
価
項
目

取
組
内
容

実
例
な
ど

・
地
方
公
共
団
体
、
地
域
の
協
議
会
、
商
店
街
等
と
の
連
携

防
災
協
定

Ａ
：
３
つ
以
上
該
当

・
既
存
建
造
物
（
歴
史
的
建
築
物
）
の
有
効
利
用

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
跡
地
の
有
効
活
用

用
途
廃
止
の
上
担
当
財
務
局
へ
引
継
ぎ

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
地
域
性
の
あ
る
材
料
の
採
用

・
地
域
住
民
と
の
連
携

地
域
イ
ベ
ン
ト
会
場
の
提
供

・
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

開
放
緑
地

・
景
観
性

周
辺
都
市
環
境
へ
の
配
慮
（
周
辺
環
境
と
の
色
彩
質
感
の
調
和
、
周
辺
緑
地

と
の
調
和

・
地
域
住
民
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

内
部
か
ら
の
視
線
制
御

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
、
被
収
容
者
、
保
護
観
察
対
象
者
等
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
護
送
用
車
両
専
用
車
庫
）
、

外
部
か
ら
の
視
線
制
御
（
ガ
ラ
ス
ブ
ロ
ッ
ク
な
ど
）

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
来
庁
者
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

面
会
人
、
外
来
相
談
等
と
一
般
来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
相
談
室
）

Ｃ
：
該
当
な
し

・
特
別
な
省
エ
ネ
機
器
の
導
入

氷
蓄
熱
、
照
明
制
御
（
人
感
セ
ン
サ
ー
、
明
る
さ
セ
ン
サ
ー
）
、
L
E
D
照
明

Ａ
：
４
つ
以
上
該
当

・
緑
化
の
た
め
の
特
別
な
対
策

屋
上
緑
化

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

太
陽
光
発
電

ク
ー
ル
ヒ
ー
ト
・
ト
レ
ン
チ
（
地
中
熱
）

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
水
資
源
の
有
効
活
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

雨
水
利
用
設
備
、
中
水
利
用
設
備
、
ボ
イ
ラ
ー
ブ
ロ
ー
水
利
用

・
断
熱
性
向
上
の
た
め
の
特
別
な
対
策

高
性
能
ガ
ラ
ス
（
複
層
ガ
ラ
ス
）

・
木
材
利
用
促
進

内
装
等
の
木
質
化

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
た
上
で
、
特
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
へ
の

配
慮
を
達
成
し
て
い
る
。

Ａ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。

Ｂ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。
又
は
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
の
適

用
対
象
外
施
設
で
あ
る
。

多
目
的
駐
車
場
、
多
目
的
便
所
、
Ｅ
Ｖ
、
点
字
ブ
ロ
ッ
ク
、
手
す
り

Ｃ
評
価

・
火
災
へ
の
特
別
な
対
策

Ａ
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２
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２
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Ｃ
：
該
当
な
し

・
落
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Ｓ
Ｐ
Ｄ
(過
電
流
保
護
装
置
)）

・
構
造
体
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

自
家
発
電
設
備
、
防
災
セ
ン
タ
ー

・
災
害
時
の
対
策

防
災
倉
庫

・
保
管
室
の
防
火
性
能
の
確
保

防
火
建
具
、
防
火
ダ
ン
パ
ー
(F
D
)、
準
耐
火
間
仕
切

・
保
安
性
の
確
保

護
送
用
車
両
専
用
車
庫
（
シ
ャ
ッ
タ
ー
付
）
、
搬
入
口
の
二
重
化

生
体
認
証
装
置

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
、
被
収
容
者
、
保
護
観
察
対
象
者
等
の
監
視
を
容
易
に
す
る
工
夫

監
視
カ
メ
ラ

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
保
管
室
の
防
犯
性
能
の
確
保

鉄
格
子

Ｃ
：
該
当
な
し

・
将
来
の
模
様
替
え
に
配
慮
し
た
階
高
の
確
保

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
将
来
の
機
器
更
新
に
配
慮
し
た
設
備
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

リ
プ
レ
イ
ス
ゾ
ー
ン

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
可
動
間
仕
切
等
の
活
用

移
動
間
仕
切

Ｃ
：
該
当
な
し

・
清
掃
を
容
易
に
す
る
た
め
の
取
組

・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
容
易
に
す
る
工
夫

共
同
溝

・
増
築
可
能
な
建
物
配
置

Ａ

機
能
性

評
価

経
済
性

耐
用
・
保
全
性

Ａ

社
会
性

地
域
性

環
境
保
全
性

環
境
保
全
性

Ａ

別添３

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

人
権

ＡＣ

防
災
性

ＡＡ

保
安
性
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事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
２
）
に
関
す
る
評
価
指
標

【
官
署
施
設
】

分
類

評
価
項
目

取
組
内
容

実
例
な
ど

・
地
方
公
共
団
体
、
地
域
の
協
議
会
、
商
店
街
等
と
の
連
携

地
域
防
災
へ
貢
献
す
る
取
組

Ａ
：
３
つ
以
上
該
当

・
既
存
建
造
物
（
歴
史
的
建
築
物
）
の
有
効
利
用

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
跡
地
の
有
効
活
用

用
途
廃
止
の
上
担
当
財
務
局
へ
引
継
ぎ

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
地
域
性
の
あ
る
材
料
の
採
用

・
地
域
住
民
と
の
連
携

・
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

開
放
緑
地

・
景
観
性

周
辺
都
市
環
境
へ
の
配
慮
（
周
辺
環
境
と
の
色
彩
質
感
の
調
和
、
周
辺
緑
地

と
の
調
和

・
地
域
住
民
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
，
被
収
容
者
，
保
護
観
察
対
象
者
等
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
来
庁
者
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

Ｃ
：
該
当
な
し

・
特
別
な
省
エ
ネ
機
器
の
導
入

照
明
制
御
（
人
感
セ
ン
サ
ー
、
明
る
さ
セ
ン
サ
ー
）
、
L
E
D
照
明

Ａ
：
４
つ
以
上
該
当

・
緑
化
の
た
め
の
特
別
な
対
策

緑
化
シ
ス
テ
ム

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

太
陽
光
発
電
、
ク
ー
ル
ヒ
ー
ト
・
ト
レ
ン
チ
（
地
中
熱
）

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
水
資
源
の
有
効
活
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
断
熱
性
向
上
の
た
め
の
特
別
な
対
策

高
性
能
ガ
ラ
ス
（
複
層
ガ
ラ
ス
）

・
木
材
利
用
促
進

内
装
等
の
木
質
化

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
た
上
で
、
特
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
へ
の

配
慮
を
達
成
し
て
い
る
。

Ａ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。

Ｂ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。
又
は
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
の
適

用
対
象
外
施
設
で
あ
る
。

多
目
的
駐
車
場
、
多
目
的
便
所
、
Ｅ
Ｖ
、
点
字
ブ
ロ
ッ
ク
、
手
す
り

Ｃ
評
価

・
火
災
へ
の
特
別
な
対
策

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
浸
水
へ
の
特
別
な
対
策

電
気
室
を
２
階
以
上
に
設
置

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
強
風
へ
の
特
別
な
対
策

Ｃ
：
該
当
な
し

・
落
雷
へ
の
特
別
な
対
策

高
度
な
雷
保
護
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
(過
電
流
保
護
装
置
)）

・
構
造
体
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

自
家
発
電
設
備

・
災
害
時
の
対
策

防
災
倉
庫

・
保
管
室
の
防
火
性
能
の
確
保

防
災
倉
庫
、
防
火
建
具

・
保
安
性
の
確
保

監
視
カ
メ
ラ

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
、
被
収
容
者
、
保
護
観
察
対
象
者
等
の
監
視
を
容
易
に
す
る
工
夫

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
保
管
室
の
防
犯
性
能
の
確
保

カ
ー
ド
認
証
装
置

Ｃ
：
該
当
な
し

・
将
来
の
模
様
替
え
に
配
慮
し
た
階
高
の
確
保

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
将
来
の
機
器
更
新
に
配
慮
し
た
設
備
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

リ
プ
レ
イ
ス
ゾ
ー
ン

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
可
動
間
仕
切
等
の
活
用

移
動
間
仕
切

Ｃ
：
該
当
な
し

・
清
掃
を
容
易
に
す
る
た
め
の
取
組

・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
容
易
に
す
る
工
夫

共
同
溝

・
増
築
可
能
な
建
物
配
置

ＡＡ

保
安
性

Ａ

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

人
権

ＡＣ

防
災
性

機
能
性

評
価

経
済
性

耐
用
・
保
全
性

Ａ

社
会
性

地
域
性

C

環
境
保
全
性

環
境
保
全
性
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令和６年度政策評価書要旨 

評価実施時期： 令和６年９月 

 

担当部局名：大臣官房施設課 

施 策 名 

 

 

施設の整備（沖縄少年院・沖縄女子学園新営整備事業） 政策体系上の位置付け 

法務行政全般の円滑かつ

効率的な運営 

（Ⅶ－15－(2)）  

事 業 の 概 要 司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏まえ、十分

な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足している施設や、長期間の

使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・減災対策を行う。 

評 価 方 式 事業評価方式 

政 策 評 価 の 

結 果 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 事業の基本情報の変化 

  事業は総額約 84 億円で平成 24 年度から平成 30 年度にかけて実施し、平成 30 年度に

完成した。 

２ 事業の効果の発現状況 

・ 業務を行うために必要な基本機能の評点が 100 点以上（133 点）であり、基本機能を

満たしていることが確認できる。 

・ 地域性、人権、環境保全性、防災性、保安性及び耐用・保全性について特に充実し

た取組（各評価Ａ）がなされていることから、政策に基づく付加機能を満たしている

ことが確認できる。 

３ 総合的評価 

  以上、１及び２より、施設の老朽、面積不足の解消及び立地条件不良の解消をすると

ともに、事務の合理化及び施設の集約化を図ることができた。また、本事業により少年

矯正を考える有識者会議提言を踏まえた必要諸室の整備や機能改善により、適正な処遇

を実践できる施設とすることができたことから、事業の目的を果たしていると判断でき

る。 

関 係 す る 施 政 

方針演説等内閣

の重要政策（主な

もの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 
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令和６年度事後評価実施結果報告書 
 
１．施策名等                                                       （法務省） 
施 策 名 施設の整備（沖縄少年院・沖縄女子学園新営整備事業） 
政 策 体 系 上 
の 位 置 付 け 

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 
（Ⅶ－15－(2)） 

施 策 の 概 要 
 
 
 

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要

等を踏まえ、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面

積が不足している施設や、長期間の使用により老朽化した施設等につい

て所要の整備、防災・減災対策を行う。 
施策の予算額･

執 行 額 等 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 

区分 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
予算の

状 況

（ 千

円） 
 

当初予算(a)     57,735    122,248    174,720    938,758 
補正予算(b)          0          0          0    844,965 
繰越し等(c)          0      8,792          0    881,280 

 2,665,003 
 2,664,780 

合計(a+b+c)     57,735    131,040    174,720 

執行額（千円）     56,385    131,040    174,719 
区分 28 年度 29 年度 30 年度  

 
 
 
 
 

予算の

状 況

（ 千

円） 
 

当初予算(a)          0  2,739,458  2,625,641 
補正予算(b)          0          0          0 
繰越し等(c)          0          0          0 
合計(a+b+c)          0  2,739,458  2,625,641 

執行額（千円）          0  2,739,423  2,625,641 
政策評価実施時期 令和６年９月 担当部局名 大臣官房施設課 
評 価 方 式 事業評価方式 

 
２．事業等の内容  
（１）課題・ニーズ 

既存施設は昭和 42 年に建設された建物であり、面積不足や経年による老朽化が著し

い。また、敷地内において陥没事故が絶えず、一部庁舎が機能不全に陥るなど施設運営

に支障を来している。加えて、現在地は借地であり早期の返還が望ましい。 
（２）目的・目標 

陥没事故が続いている現在地から別敷地への移転・統合により、現状施設の老朽、面

積不足の解消と同時に、２庁を統合することで事務の合理化及び施設の集約化を図る。

また、少年矯正を考える有識者会議提言*1を踏まえた必要諸室の整備や機能改善により、

適正な処遇を実践できる施設とする。 
（３）具体的内容 

事業場所：沖縄県糸満市字真栄平出口原 1281 他 
事業時期：平成 26 年度から（平成 30 年度から供用開始） 
延べ面積：12,000 ㎡（沖縄少年院）、4,952 ㎡（沖縄女子学園） 
入居庁 ：沖縄少年院、沖縄女子学園 

                                                                                                                                                                       
*1 「少年矯正を考える有識者会議提言」 
  〔http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi06400003.html〕を参照。 
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３．事前評価の概要  
  平成 25 年 8 月、「法務省大臣官房施設課における事業評価システム」に基づき、次のと

おり評価を行った。 
（１）必要性 

事業計画の必要性に関する評点が 100 点以上であること。 
   事業計画の必要性：128 点 

・既存庁舎は面積が不十分な上、現存率が低く耐震強度が不足している。 
・敷地内で陥没事故が発生するなど立地条件が不良であり、一部庁舎が機能不全に陥

るなど施設運営に支障を来している。 
（２）効率性 

事業計画の合理性に関する評点が 100 点であること。 
事業計画の合理性：100 点 
・他の案では、現在地で頻発している敷地内の陥没事故を防止することは事実上難し

いことから、事業案と同等の性能を確保できない。 
※「他の案」とは、２庁それぞれの現在地建替えを想定したものである。 

（３）有効性 
基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事

業計画とする。 
事業計画の効果（Ｂ１）：133 点 
・ 現予定地での新営整備は、現在地で懸念される陥没事故のおそれがなく、自然条

件が災害防止上良好である。 
・ 現予定地での新営整備は、周辺に道路が整備され良好なアクセスが確保されてお

り好条件である。事業計画の効果（Ｂ２）：Ａ評価５、Ｂ評価０、Ｃ評価２ 
・ 地域性（地域性のある材料の採用、地域に開放された施設の設置、景観への配慮）、

人権（地域住民の人権に配慮した建物計画、被収容者の人権に配慮した建物計画、

来庁舎の人権に配慮した建物計画）、環境保全性（省エネ機器・システムの導入、

自然エネルギーの活用、グリーン購入法の全面的な対応）、防災性（非常用飲料水

の確保、停電対策、保管室の防火性能の確保）及び保安性（保安性の確保、被収容

者の監視を容易にする工夫）に対して特に充実した取組が計画されている。 
・ ユニバーサルデザイン及び耐用・保全性に対して一般的な取組が計画されている。 

（４）総合的評価 
以上、（１）、（２）及び（３）から、新規採択事業としての要件を満たしている。 

４．評価手法等  
事後評価については、施設の供用開始から５年経過した後、「法務省大臣官房施設課に

おける事業評価システム」に基づき、「業務を行うための基本機能」（以下「Ｂ１」とい

う。）と、「政策及び重点施策に基づく付加機能」（以下「Ｂ２」という。）の２つの観

点から「事業計画の効果」について評価する。 
具体的には、Ｂ１については、「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」（別紙１）

の各項目について効果の有無を確認する。 
※ 「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」の各項目ごとの該当する係数を全て

掛け合わせ、100 倍した数値を事業計画の効果（Ｂ１）とし、評点が 100 点以上ある

ことを確認する。 
また、Ｂ２については、「事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標」（別紙２）によ

り各分類ごとにその取組状況を評価し、政策及び重点施策に合致しているか確認する。 
５．事後評価の内容  
（１）事業の基本情報(費用、施設の利用状況、事業期間等)の変化 

事業は総額約 84 億円で平成 24 年度から平成 30 年度にかけて実施し、平成 30 年度に

完成した。 
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（２）事業の効果の発現状況 
「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」（別紙１）、「事業計画の効果（Ｂ２）

に関する評価指標」（別紙２及び３）のとおり、事後評価を行った。主な評価結果につ

いては以下のとおりである。 
・ 業務を行うための基本機能（Ｂ１評価）：133 点（別紙１参照） 
・ 政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２評価）：地域性、人権、環境保全性、防

災性、保安性及び耐用・保全性（以上評価Ａ）（別紙２及び３参照）。 
（３）総合的評価 

以上（１）（２）より、施設の老朽、面積不足の解消及び立地条件不良の解消をする

とともに、事務の合理化及び施設の集約化を図ることができた。また、本事業により少

年矯正を考える有識者会議提言を踏まえた必要諸室の整備や機能改善により、適正な処

遇を実践できる施設とすることができたことから、事業の目的を果たしていると判断で

きる。 
 

６．学識経験を有する者の知見の活用  
（１）実施時期 

令和６年７月 30 日～８月 21 日 

（２）実施方法 
持ち回り審議 

（３）意見等の概要 
   別添「令和６年度法務省事後評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見及び 

回答」番号８とおり。 
 

７．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 
 

８．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報  
○評価の過程で使用したデータや文献等 

 
○評価の過程で使用した公的統計 

 
○評価の過程で使用したアンケート調査等 

 
９．備考   
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事
業
計
画
の
効
果
（
B
1
)に
関
す
る
評
価
指
標
（
沖
縄
少
年
院
・
沖
縄
女
子
学
園
)

分
　
類

1
.1

1
0
.9

0
.8

0
.7

0
.5

位
　
置

用
地
取
得
の
見
込

取
得
済
み

国
有
地
の
所
管
替
予
定
、
公
有
地
等

の
借
用
予
定
、
建
設
ま
で
に
用
地
取

得
の
計
画
あ
り
、
又
は
民
有
地
を
長

期
間
借
用
可
能
な
も
の

建
設
ま
で
の
用
地
取
得
計
画
が
不

明
確

敷
地
未
定

災
害
防
止
・
環
境
保
全

自
然
条
件
が
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
良
好

自
然
条
件
の
不
備
を
技
術
的
に
解

消
で
き
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
や
や
支
障
が
あ
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
、
環
境
保
全

上
著
し
い
支
障
が
あ
る

ア
ク
セ
ス
の
確
保

周
辺
に
道
路
・
鉄
道
等
が
整
備
済
み
整
備
の
見
込
あ
り

整
備
の
見
込
な
し

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
等
と
の
整
合
性

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
シ
ビ
ッ

ク
コ
ア
地
区
整
備
計
画
等
に
積
極
的

に
貢
献

都
市
計
画
等
と
整
合

条
件
整
備
に
よ
り
都
市
計
画
等
と
の

整
合
が
可
能

都
市
計
画
等
と
整
合
し
な
い

敷
地
形
状

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

あ
り
、
安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る

構
造
の
道
路
等
に
接
し
て
い
る

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

は
な
い

安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る
構
造

の
道
路
等
に
接
し
て
い
な
い

規
　
模

建
築
物
の
規
模

業
務
内
容
等
に
応
じ
、
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
、
敷
地
の
高
度
利
用
に

つ
い
て
配
慮
し
て
い
る

業
務
内
容
等
に
応
じ
、
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
て
い
る

規
模
と
業
務
内
容
等
と
の
関
連
が
不

明
確

規
模
未
定

敷
地
の
規
模

駐
車
場
、
緑
地
等
に
必
要
な
面
積
が

確
保
さ
れ
て
い
る

建
築
物
の
規
模
に
応
じ
適
切
な
規
模

と
な
っ
て
い
る

駐
車
場
等
の
確
保
に
支
障
が
あ
る

構
　
造

単
独
庁
舎
、

単
独
庁
舎
の
場
合

単
独
庁
舎
と
し
て
の
整
備
が
適
当

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と

の
調
整
が
必
要

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と
し

て
の
整
備
が
必
要

総
合
庁
舎

と
し
て
の

総
合
庁
舎
の
場
合

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
る

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
な
い

整
備
条
件

機
能
性
等

適
切
な
構
造
、
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
る

標
準
的
な
構
造
と
し
て
計
画
さ
れ
て

い
る
。
又
は
、
特
殊
な
施
設
で
必
要

な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
る
計
画
で
あ

る

適
切
な
構
造
、
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
な
い

標
準
的
な
構
造
が
確
保
で
き
な
い
お

そ
れ
が
あ
る
。
又
は
、
特
殊
な
施
設

で
必
要
な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
な
い

お
そ
れ
が
あ
る

評
点
（
各
係
数
の
積
×
1
0
0
倍
）

1
3
31
.
0

項
　
目

　
　
係
　
数

評
点

1
.
1

別紙１

　　５　事業計画の効果（Ｂ１）

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
1

1
.
1

1
.
0
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別紙２

事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標　

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

　　６　事業計画の効果（Ｂ２）

社会性

地域性

人権

環境保全性 環境保全性

経済性 耐用・保全性

機能性

ユニバーサルデザイン

防災性

保安性
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事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
２
）
に
関
す
る
評
価
指
標
（
沖
縄
少
年
院
・
沖
縄
女
子
学
園
）

分
類

評
価
項
目

取
組
内
容

実
例
な
ど

・
地
方
公
共
団
体
、
地
域
の
協
議
会
、
商
店
街
等
と
の
連
携

避
難
場
所
の
提
供

Ａ
：
３
つ
以
上
該
当

・
既
存
建
造
物
（
歴
史
的
建
築
物
）
の
有
効
利
用

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
跡
地
の
有
効
活
用

用
途
廃
止
の
上
担
当
財
務
局
へ
引
継
ぎ

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
地
域
性
の
あ
る
材
料
の
採
用

赤
瓦
、
花
ブ
ロ
ッ
ク

・
地
域
住
民
と
の
連
携

・
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

・
景
観
性

歴
史
・
文
化
及
び
風
土
へ
の
配
慮
及
び
周
辺
都
市
環
境
へ
の
配
慮
（
周
辺
環

境
と
の
色
彩
質
感
の
調
和
、
周
辺
緑
地
と
の
調
和
）

・
地
域
住
民
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
、
被
収
容
者
、
保
護
観
察
対
象
者
等
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

来
庁
者
と
の
動
線
分
離

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
来
庁
者
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

来
庁
者
同
士
の
動
線
分
離

Ｃ
：
該
当
な
し

・
特
別
な
省
エ
ネ
機
器
の
導
入

照
明
制
御
（
人
感
セ
ン
サ
ー
、
明
る
さ
セ
ン
サ
ー
）
、
L
E
D
照
明

Ａ
：
４
つ
以
上
該
当

・
緑
化
の
た
め
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

太
陽
光
発
電

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
水
資
源
の
有
効
活
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

中
水
利
用
設
備

・
断
熱
性
向
上
の
た
め
の
特
別
な
対
策

屋
根
高
断
熱
（
断
熱
ブ
ロ
ッ
ク
、
瓦
）

・
木
材
利
用
促
進

内
装
等
の
木
質
化

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
た
上
で
、
特
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
へ
の

配
慮
を
達
成
し
て
い
る
。

Ａ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。

Ｂ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。
又
は
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
の
適

用
対
象
外
施
設
で
あ
る
。

多
目
的
駐
車
場
、
多
目
的
便
所
、
Ｅ
Ｖ
、
点
字
ブ
ロ
ッ
ク

Ｃ
評
価

・
火
災
へ
の
特
別
な
対
策

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
浸
水
へ
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
強
風
へ
の
特
別
な
対
策

台
風
対
策
（
花
ブ
ロ
ッ
ク
、
庇
（
ア
マ
ハ
ジ
）
）

Ｃ
：
該
当
な
し

・
落
雷
へ
の
特
別
な
対
策

高
度
な
雷
保
護
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
(過
電
流
保
護
装
置
)）

・
構
造
体
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

自
家
発
電
設
備

・
災
害
時
の
対
策

防
災
倉
庫

・
保
管
室
の
防
火
性
能
の
確
保

防
火
建
具
、
防
火
ダ
ン
パ
ー
(F
D
)、
準
耐
火
間
仕
切

・
保
安
性
の
確
保

生
体
認
証
装
置

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
、
被
収
容
者
、
保
護
観
察
対
象
者
等
の
監
視
を
容
易
に
す
る
工
夫

監
視
カ
メ
ラ

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
保
管
室
の
防
犯
性
能
の
確
保

鉄
格
子

Ｃ
：
該
当
な
し

・
将
来
の
模
様
替
え
に
配
慮
し
た
階
高
の
確
保

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
将
来
の
機
器
更
新
に
配
慮
し
た
設
備
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

リ
プ
レ
イ
ス
ゾ
ー
ン

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
可
動
間
仕
切
等
の
活
用

移
動
間
仕
切

Ｃ
：
該
当
な
し

・
清
掃
を
容
易
に
す
る
た
め
の
取
組

倉
庫
の
カ
ビ
対
策
（
空
調
設
備
設
置
、
壁
面
調
湿
仕
上
）

・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
容
易
に
す
る
工
夫

・
増
築
可
能
な
建
物
配
置

別添３

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

人
権

ＡＣ

評
価

経
済
性

耐
用
・
保
全
性

Ａ

社
会
性

Ａ

保
安
性

環
境
保
全
性

A
地
域
性

環
境
保
全
性

防
災
性

ＡＡ

機
能
性
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令和６年度政策評価書要旨 

評価実施時期： 令和６年９月 

 

担当部局名：大臣官房施設課 

施 策 名 

 

 

施設の整備（名寄法務総合庁舎新営整備事業） 政策体系上の位置付け 

法務行政全般の円滑かつ

効率的な運営 

（Ⅶ－15－(2)）  

事 業 の 概 要 司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏まえ、十分

な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面積が不足している施設や、長期間の

使用により老朽化した施設等について所要の整備、防災・減災対策を行う。 

評 価 方 式 事業評価方式 

政 策 評 価 の 

結 果 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 事業の基本情報の変化 

  事業は総額約 20 億円で平成 24 年度から平成 30 年度にかけて実施し、平成 30 年度に

完成した。 

２ 事業の効果の発現状況 

・ 業務を行うために必要な基本機能の評点が 100 点以上（121 点）であり、基本機能を

満たしていることが確認できる。 

・ 地域性、人権、防災性及び保安性について特に充実した取組（各評価Ａ）、環境保

全性、耐用・保全性について充実した取組（各評価Ｂ）がなされていることから、政

策に基づく付加機能を満たしていることが確認できる。 

３ 総合的評価 

  以上、１及び２より、老朽及び面積不足の解消をするとともに、業務効率の改善及び

合理化並びに利用者へのサービスの向上を図ることができたことから、事業の目的を果

たしていると判断できる。 

関 係 す る 施 政 

方針演説等内閣

の重要政策（主な

もの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 
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令和６年度事後評価実施結果報告書 
 
１．施策名等                                                       （法務省） 
施 策 名 施設の整備（名寄法務総合庁舎新営整備事業） 
政 策 体 系 上 
の 位 置 付 け 

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 
（Ⅶ－15－(2)） 

施 策 の 概 要 
 
 
 

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要

等を踏まえ、十分な行政機能を果たすことができるよう、執務室等の面

積が不足している施設や、長期間の使用により老朽化した施設等につい

て所要の整備、防災・減災対策を行う。 
施策の予算額･

執 行 額 等 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 

区分 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 
    65,070 
         0 
         0 
    65,070 
    44,408 

予算の

状 況

（ 千

円） 
 

当初予算(a)          0          0     21,690 
補正予算(b)          0          0          0 
繰越し等(c)          0      4,032          0 
合計(a+b+c)          0      4,032     21,690 

執行額（千円）          0      2,625     17,955 
区分 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 1,605,761 
         0 
         0 
 1,605,761 
 1,605,761 

予算の

状 況

（ 千

円） 
 

当初予算(a)          0          0          0 
補正予算(b)          0    339,190          0 
繰越し等(c)          0     56,700    159,290 
合計(a+b+c)          0    395,890    159,290 

執行額（千円）          0    198,213    159,290 
政策評価実施時期 令和６年９月 担当部局名 大臣官房施設課 
評 価 方 式 事業評価方式 

 
２．事業等の内容  
（１）課題・ニーズ 

旭川地方検察庁名寄支部と旭川刑務所名寄拘置支所は、それぞれ昭和 48 年、46 年に

建設された建物であり、経年による劣化に加えて、寒冷地という過酷な環境による建物

各部の傷みが顕著な状況になっている。 
また、必要な諸室を整備するには面積不足であるうえに、機能不備により来庁者への

対応や行政事務の円滑な遂行に支障を来している状態にあり、その解消が求められてい

るところ、これに加えて、国有財産（国有地）の効率的活用のため、これらの官署を１

か所に集約整備することも求められている。 
（２）目的・目標 

旭川刑務所名寄拘置支所敷地に、２つの施設を併せて法務総合庁舎として整備し、業

務効率の改善及び合理化を図るとともに、機能不備を解消することで利用者へのサービ

ス向上を図る。 
（３）具体的内容 

事業場所：北海道名寄市西４条南９丁目 
事業時期：平成 27 年度から（平成 30 年度から供用開始） 
延べ面積：3,672 ㎡ 
入居庁 ：旭川地方検察庁名寄支部・名寄区検察庁、旭川刑務所名寄拘置支所 

３．事前評価の概要  
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  平成 26 年 8 月、「法務省大臣官房施設課における事業評価システム」に基づき、次のと

おり評価を行った。 
（１）必要性 

 事業計画の必要性に関する評点が 100 点以上であること。 
   事業計画の必要性：133 点 

・既存庁舎は面積が不十分な上、耐震基準を満たしていない。 
・２つの官署が別地にあるため、国有財産（国有地）の効率的活用ができていない。 

（２）効率性 
事業計画の合理性に関する評点が 100 点であること。 
事業計画の合理性：100 点 
・同等の性能が確保できる他の案との経済比較（コスト比較）を行った際に、事業案

の方が経済的である。 
事業案の総費用：約 24 億円 
他の案の総費用：約 25 億円 

※「他の案」とは、名寄拘置支所の敷地に、既存庁舎に不足している面積分及び旭川

地方検察庁名寄支部の必要面積分を増築し、既存庁舎を耐震改修して維持修繕しな

がら使い続ける案であり、既存庁舎の耐震改修費用、維持修繕費用、増築費用及び

光熱水費等のコストを積み上げたものである。 
（３）有効性 

基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事

業計画とする。 
事業計画の効果（Ｂ１）：109 点 
・ 現予定地での新営整備は、周辺に道路及び鉄道等が整備され良好なアクセスが確

保されており好条件である。 
事業計画の効果（Ｂ２）：Ａ評価４、Ｂ評価０、Ｃ評価３ 
・ 人権（地域住民の人権に配慮した建物計画、被疑者・被収容者等の人権に配慮し

た建物計画、来庁者の人権に配慮した建物計画）、環境保全性（省エネ機器・シス

テムの導入、自然エネルギーの活用、グリーン購入法の全面的な対応）、防災性（非

常用飲料水の確保、停電対策、保管室の防火性能の確保）及び保安性（保安性の確

保、被疑者・被収容者等の監視を容易にする工夫）に対して特に充実した取組が計

画されている。 
・ 地域性、ユニバーサルデザイン及び耐用・保全性に対して一般的な取組が計画さ

れている。 
（４）総合的評価 

以上、（１）、（２）及び（３）から、新規採択事業としての要件を満たしている。 
４．評価手法等  

事後評価については、施設の供用開始から５年経過した後、「法務省大臣官房施設課に

おける事業評価システム」に基づき、「業務を行うための基本機能」（以下「Ｂ１」とい

う。）と、「政策及び重点施策に基づく付加機能」（以下「Ｂ２」という。）の２つの観

点から「事業計画の効果」について評価する。 
具体的には、Ｂ１については、「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」（別紙１）

の各項目について効果の有無を確認する。 
※「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」の各項目ごとの該当する係数を全て掛

け合わせ、100 倍した数値を事業計画の効果（Ｂ１）とし、評点が 100 点以上あるこ

とを確認する。 
また、Ｂ２については、「事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標」（別紙２）によ

り各分類ごとにその取組状況を評価し、政策及び重点施策に合致しているか確認する。 
５．事後評価の内容  
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（１）事業の基本情報(費用、施設の利用状況、事業期間等)の変化 
事業は総額約 20 億円で平成 24 年度から平成 30 年度にかけて実施し、平成 30 年度に

完成した。 
（２）事業の効果の発現状況 

「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」（別紙１）、「事業計画の効果（Ｂ２）

に関する評価指標」（別紙２及び３）のとおり、事後評価を行った。主な評価結果につ

いては以下のとおりである。 
・ 業務を行うための基本機能（Ｂ１評価）：121 点（別紙１参照） 
・ 政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２評価）：地域性、人権、防災性及び保安

性（以上評価Ａ）、環境保全性、耐用・保全性（以上評価Ｂ）（別紙２及び３参照）。 
（３）総合的評価 

以上（１）（２）より、老朽及び面積不足の解消をするとともに、業務効率の改善及

び合理化並びに利用者へのサービスの向上を図ることができたことから、事業の目的を

果たしていると判断できる。 
 

６．学識経験を有する者の知見の活用  
（１）実施時期 

令和６年７月 30 日～８月 21 日 

（２）実施方法 
持ち回り審議 

（３）意見等の概要 
   別添「令和６年度法務省事後評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見及び 

回答」番号９及び１０のとおり。 
 

７．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの） 
 

８．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報  
○評価の過程で使用したデータや文献等 

 
○評価の過程で使用した公的統計 

 
○評価の過程で使用したアンケート調査等 

 
９．備考  
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事
業
計
画
の
効
果
（
B
1
)に
関
す
る
評
価
指
標
（
名
寄
法
務
総
合
庁
舎
)

分
　
類

1
.1

1
0
.9

0
.8

0
.7

0
.5

位
　
置

用
地
取
得
の
見
込

取
得
済
み

国
有
地
の
所
管
替
予
定
、
公
有
地
等

の
借
用
予
定
、
建
設
ま
で
に
用
地
取

得
の
計
画
あ
り
、
又
は
民
有
地
を
長

期
間
借
用
可
能
な
も
の

建
設
ま
で
の
用
地
取
得
計
画
が
不

明
確

敷
地
未
定

災
害
防
止
・
環
境
保
全

自
然
条
件
が
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
良
好

自
然
条
件
の
不
備
を
技
術
的
に
解

消
で
き
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
や
や
支
障
が
あ
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
、
環
境
保
全

上
著
し
い
支
障
が
あ
る

ア
ク
セ
ス
の
確
保

周
辺
に
道
路
・
鉄
道
等
が
整
備
済
み
整
備
の
見
込
あ
り

整
備
の
見
込
な
し

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
等
と
の
整
合
性

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
シ
ビ
ッ

ク
コ
ア
地
区
整
備
計
画
等
に
積
極
的

に
貢
献

都
市
計
画
等
と
整
合

条
件
整
備
に
よ
り
都
市
計
画
等
と
の

整
合
が
可
能

都
市
計
画
等
と
整
合
し
な
い

敷
地
形
状

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

あ
り
、
安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る

構
造
の
道
路
等
に
接
し
て
い
る

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

は
な
い

安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る
構
造

の
道
路
等
に
接
し
て
い
な
い

規
　
模

建
築
物
の
規
模

業
務
内
容
等
に
応
じ
、
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
、
敷
地
の
高
度
利
用
に

つ
い
て
配
慮
し
て
い
る

業
務
内
容
等
に
応
じ
、
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
て
い
る

規
模
と
業
務
内
容
等
と
の
関
連
が
不

明
確

規
模
未
定

敷
地
の
規
模

駐
車
場
、
緑
地
等
に
必
要
な
面
積
が

確
保
さ
れ
て
い
る

建
築
物
の
規
模
に
応
じ
適
切
な
規
模

と
な
っ
て
い
る

駐
車
場
等
の
確
保
に
支
障
が
あ
る

構
　
造

単
独
庁
舎
、

単
独
庁
舎
の
場
合

単
独
庁
舎
と
し
て
の
整
備
が
適
当

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と

の
調
整
が
必
要

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と
し

て
の
整
備
が
必
要

総
合
庁
舎

と
し
て
の

総
合
庁
舎
の
場
合

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
る

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
な
い

整
備
条
件

機
能
性
等

適
切
な
構
造
、
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
る

標
準
的
な
構
造
と
し
て
計
画
さ
れ
て

い
る
。
又
は
、
特
殊
な
施
設
で
必
要

な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
る
計
画
で
あ

る

適
切
な
構
造
、
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
な
い

標
準
的
な
構
造
が
確
保
で
き
な
い
お

そ
れ
が
あ
る
。
又
は
、
特
殊
な
施
設

で
必
要
な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
な
い

お
そ
れ
が
あ
る

評
点
（
各
係
数
の
積
×
1
0
0
倍
）

1
2
1

項
　
目

　
　
係
　
数

評
点

1
.
1

別紙１

　　５　事業計画の効果（Ｂ１）

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
1

1
.
0

1
.
0
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別紙２

事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標　

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

Ａ 特に充実した取組がされている

Ｂ 充実した取組がされている

Ｃ 一般的な取組がされている

経済性 耐用・保全性

機能性

ユニバーサルデザイン

防災性

保安性

　　６　事業計画の効果（Ｂ２）

社会性

地域性

人権

環境保全性 環境保全性
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事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
２
）
に
関
す
る
評
価
指
標
【
名
寄
法
務
総
合
庁
舎
】

分
類

評
価
項
目

取
組
内
容

実
例
な
ど

・
地
方
公
共
団
体
、
地
域
の
協
議
会
、
商
店
街
等
と
の
連
携

Ａ
：
３
つ
以
上
該
当

・
既
存
建
造
物
（
歴
史
的
建
築
物
）
の
有
効
利
用

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
跡
地
の
有
効
活
用

用
途
廃
止
の
上
担
当
財
務
局
へ
引
継
ぎ

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
地
域
性
の
あ
る
材
料
の
採
用

・
地
域
住
民
と
の
連
携

・
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

近
隣
住
民
と
の
共
用
の
堆
雪
場
の
設
置

・
景
観
性

周
辺
都
市
環
境
へ
の
配
慮
、
地
域
に
調
和
し
た
都
市
型
収
容
施
設

・
地
域
住
民
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

北
側
道
路
か
ら
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
し
た
位
置
に
配
置

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
、
被
収
容
者
、
保
護
観
察
対
象
者
等
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
護
送
用
車
両
専
用
車
庫
）

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
来
庁
者
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

犯
罪
被
害
者
、
面
会
人
等
と
一
般
来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
個
別
相
談
室
）

Ｃ
：
該
当
な
し

・
特
別
な
省
エ
ネ
機
器
の
導
入

照
明
制
御
（
人
感
セ
ン
サ
ー
、
明
る
さ
セ
ン
サ
ー
）
、
L
E
D
照
明

Ａ
：
４
つ
以
上
該
当

・
緑
化
の
た
め
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
水
資
源
の
有
効
活
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
断
熱
性
向
上
の
た
め
の
特
別
な
対
策

外
断
熱
、
高
性
能
ガ
ラ
ス
（
Ｌ
ｏ
ｗ
－
Ｅ
ガ
ラ
ス
、
ペ
ア
ガ
ラ
ス
）

・
木
材
利
用
促
進

木
造
化
、
内
装
等
の
木
質
化

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
た
上
で
、
特
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
へ
の

配
慮
を
達
成
し
て
い
る
。

Ａ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。

Ｂ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。
又
は
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
の
適

用
対
象
外
施
設
で
あ
る
。

多
目
的
駐
車
場
、
多
目
的
便
所
、
点
字
ブ
ロ
ッ
ク

Ｃ
評
価

・
火
災
へ
の
特
別
な
対
策

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
浸
水
へ
の
特
別
な
対
策

受
変
電
室
及
び
自
家
発
電
気
室
を
塔
屋
に
設
置

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
強
風
へ
の
特
別
な
対
策

Ｃ
：
該
当
な
し

・
落
雷
へ
の
特
別
な
対
策

高
度
な
雷
保
護
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
(過
電
流
保
護
装
置
)）

・
構
造
体
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

自
家
発
電
設
備

・
災
害
時
の
対
策

・
保
管
室
の
防
火
性
能
の
確
保

・
保
安
性
の
確
保

護
送
用
車
両
専
用
車
庫
（
シ
ャ
ッ
タ
ー
付
）
、
生
体
認
証
装
置

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
、
被
収
容
者
、
保
護
観
察
対
象
者
等
の
監
視
を
容
易
に
す
る
工
夫

監
視
カ
メ
ラ

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
保
管
室
の
防
犯
性
能
の
確
保

無
窓

Ｃ
：
該
当
な
し

・
将
来
の
模
様
替
え
に
配
慮
し
た
階
高
の
確
保

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
将
来
の
機
器
更
新
に
配
慮
し
た
設
備
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
可
動
間
仕
切
等
の
活
用

移
動
間
仕
切

Ｃ
：
該
当
な
し

・
清
掃
を
容
易
に
す
る
た
め
の
取
組

・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
容
易
に
す
る
工
夫

・
増
築
可
能
な
建
物
配
置

防
災
性

Ｂ
環
境
保
全
性

ＡＡ
地
域
性

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

人
権

ＡC

別添３

Ａ

環
境
保
全
性

保
安
性

機
能
性

評
価

経
済
性

耐
用
・
保
全
性

Ｂ

社
会
性
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（参考１） 

 

法務省大臣官房施設課に 

おける事業評価システム 
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法務省大臣官房施設課に
おける事業評価システム

平成２８年１２月改定

法務省大臣官房施設課
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１

２

３

４

５

６

１２

１２
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１ 政策評価とは

評価の枠組み

④第三者の活用

③評価の実施主体

②政策評価の目的

①政策評価とは

政策評価とは，「国の行政機関が主体となり，政策の効果等を測定または分析し，客観的な判断を行うことによ
り，的確な政策の企画立案やその実施に資する情報を提供すること」です。

政策評価は，「企画立案（plan）」，「実施（do）」，「評価（see）」という政策の大きなマネジメントサイクルの中に
組み込まれ，実施されます。

政策評価は，大きく以下の３項目を達成するために実施します。

①国民に対する行政の説明責任（アカウンタビリティ）の徹底。

②国民本位の効率的で質の高い行政の実現。

③国民的視点に立った成果重視への転換。

・各府省は，政策を企画立案し遂行する立場からその政策について自ら評価を実施します。

・総務省は，評価専担組織の立場から各府省の政策について評価を実施します。

・各府省が評価を行うに当たって，必要に応じ学識経験者，民間等の第三者等を活用することとします。

・総務省には，民間有識者により構成される「政策評価審議会」が置かれ，総務省の政策評価の中立性及び公平
性を確保するために，総務省が行う政策評価の計画，実施状況，主要な勧告等の調査審議を行っています。

国

民

各 府 省

政策を企画立案する立場から自らの政策について自ら実施

実 施 企画立案

評 価

政策の大きな
マネジメントサイクル

評価結果を適時的確
に企画立案へ反映

学識経験者等の第三者

公
表

意
見
等

内閣総理大臣

総務省（行政評価局）

・政策評価に関する基本的事項の企画立案，各府省の事務の総活
・評価専担組織の立場から各府省の政策について評価

公
表

意
見
等

政策評価
審議会

勧告・意見 報 告

意見具申

（do） （plan）

（see）

（check）

１
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総務省のガイドラインを踏まえた法務省の政策評価
の枠組みとして定めるもので，法務省の政策の特質
等に応じた適切な政策評価活動が行われるように，
基本とすべき計画を明確にするものです。

２ 法務省における政策評価（ ）法務省政策評価に関する基本計画

②評価の対象

①法務省政策評価に関する基本計画とは

政策評価の対象としての「政策」は，多くの場合，
「政策（狭義）」，「施策」及び「事務事業」という区分に
おいて捉えられ，相互に目的と手段の関係を保ちな
がら，全体として一つの体系を形成します。

③評価の観点

政策評価の実施に当たっては，主として必要性，効
率性又は有効性の観点から行うほか，評価の対象と
する政策の特性に応じ，公平性，優先性その他適切
と認める観点を加味して行います。

④評価の方式及び実施の考え方

政策評価の方式は，事業評価方式，実績評価方式
及び総合評価方式の３方式を用いるものとします。

又，政策評価は，政策の性質等に応じ，対象となる
政策ごとに適切な評価の方式を採用して実施します。

⑤評価結果の政策への反映

政策評価の結果は，政策の企画立案作業等におけ
る重要な情報として適時的確に活用される仕組みを
構築しています。

⑥評価結果等の公表

政策評価に関する情報の公表は，インターネットの
ホームページ（http://www.moj.go.jp）を通じて行うほ

か，必要に応じて，政策評価企画室において随時行
います。

３つの評価方式 評価の主要な観点

政
策
（狭
義
）

「総合評価」
特定の課題を設定した上で，多角的

な視点から総合的に評価し，政策の効
果を明らかにするとともに，問題点の
解決に資する多様な情報を提供するこ
とを主眼として実施するものです。

「実績評価」
行政の幅広い分野を対象として，政

策の達成度合いについての情報を提
供することを主眼として実施するもので
す。

「事業評価」
行政活動の採否，選択等に資する情

報を提供することを主眼として実施す
るものです。

施

策

個
別

事
務
事
業

「必要性」
当該政策の目的が，国民や社会のニーズ又は
より上位の行政目的に照らして妥当かなど

「効率性」
投入される費用等に見合った効果が得られる
見込みがあるかなど

「有効性」
当該政策に基づく活動により，期待される効果
が実際に得られる見込みがあるか

「公平性」
当該政策の目的に照らして，効果の受益や費
用の負担が公平に分配されているか

「優先性」
上記観点からの評価を踏まえ，他の政策より
も優先的に実施すべきかなど

政策の体系（政策評価の対象）

評価結果などの公表

国民へのフィードバック

評価結果の政策への反映

法務省へのフィードバック

２
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３

３ 法務省大臣官房施設課における政策評価（事業評価）

法務省大臣官房施設課事業評価の概要

法務省大臣官房施設課では，法務省政策評価に関する基本計画を受け，政策評価のうち，事業評価を実施することと
します。

○施設の特性に応じた２つの評価手法の構築

大臣官房施設課の所管する施設の特性を考慮し，「官署施設」と「収容施設」の２種類の事業評価を構築しています。
（「官署施設」とは，検察庁，法務局，地方更生保護委員会，入国管理局，公安調査局等のことをいいます。）
（「収容施設」とは，刑務所，拘置所，少年院，鑑別所等のことをいいます。）

○法務省主幹部局の重点施策と連動した評価手法

大臣官房施設課では，施設運営を統括する主幹部局の重点施策等と連動した事業評価を確立しています。

・法務省政策評価に関する基本計画

法 務 省

主 幹 部 局 大 臣 官 房 施 設 課

事業評価（事前・再・事後評価）手法

・民事局の重点施策

・刑事局の重点施策

等

矯正局の重点施策

官

署

施

設

収

容

施

設

現状施設の状況から，
事業計画の必要性を判断(※)

事業計画
の必要性

官
署
施
設
の
事
業
評
価

収
容
施
設
の
事
業
評
価

事業計画
の合理性

事業計画
の効果

事業計画
の必要性

新たな計画内容を評価し，
事業計画の合理性を判断(※)

政策及び重点施策が適切に
反映されていることを確認

現状施設の状況から，
事業計画の必要性を判断(※)

新たな計画内容を評価し，
事業計画の合理性を判断(※)

事業計画
の合理性

政策及び重点施策が適切に
反映されていることを確認

事業計画
の効果

連 動

連 動

（※） 事業計画の実施の可否に関する評価であることから，原則として事後評価では実施しない。
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４ 事業評価システムの流れ

事前・再・事後評価の実施

大臣官房施設課では，以下の時点で事業評価を実施します。

事前評価
・事業費要求時（調査費と同年度に設計費を要求する事案については
翌年度）に実施します。

再評価 ・事業の進捗状況又は社会経済情勢の変化を考慮し，実施します。

施設整備に関する業務の流れと評価の位置づけ

評 価 の 種 類 事 業 の 流 れ

事

業

企

画

事前評価

施設整
備の企
画

整備計
画

事業費要求

予算化

設 計

建 設

完 成

建物の
維持・運営

事後評価
（５年経過後）

施

設

建

設

供
用
開
始

事後評価 ・施設供用開始から５年経過後実施します。

４
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５ 法務省大臣官房施設課における評価体制

目的

大臣官房施設課における政策評価（事業評価）を迅速かつ適正に実施していくことを目的として，以下のような評価
体制を定めています。

国

民

大臣官房施設課の政策評価（事業評価）体制図

政 策 評 価 委 員 会

大臣官房施設課の政策評価に関する意思決定機関

１．政策評価実施対象施設の選定
２．対象施設の政策評価
３．その他政策評価に関すること

審議事項

政策評価懇談会

政策評価幹事会

委員会の審議事項案
の策定機関

政策評価事務局

委員会・幹事会の
庶務事務

審議事項案の検討・策定

施設課担当部門

指 示

報 告

指 示

指

示ホームペー
ジ等による

公表
報

告

報 告

報 告

５

意 見
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６ 事業評価（事前・再・事後評価）システム

（１） 事前評価システム

官署施設及び収容施設の事前評価は，「事業計画の必要性」，「事業計画の合理性」，「事業計画の効果」
の３つの評価指標から評価を実施します。

３つの評価指標の概要

事業計画の必要性

事業計画の合理性

事業計画の効果

「事業計画の必要性に関する評価指標」により，「事業計画の必
要性に関する評点」を算出し，事業計画の必要性を判断します。

「事業計画の合理性に関する評価指標」により， 「事業計画の
合理性に関する評点」を算出し，事業計画の合理性を判断します。

「事業計画の効果に関する評価指標（B1・B2）」により，政策及
び重点施策が適切に反映されていること（効果）を確認します。

６
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ア 事業計画の必要性

○評価手法

事業計画が，「建替等の場合」か「新規施設の場合」かにより，「事業計画の必要性に関する評価指標」の計
画理由を基に，①～③に示す手順により事業計画の評点を算出します。
①計画理由に該当する内容を抽出します（同一理由で２つ以上評点がある場合は，評点の高い方を採用
する。）。

②計画理由が２以上の場合は，主要素と従要素に区分し，主要素についての評点に従要素それぞれにつ
いての評点の１０％を加えた点数を事業計画の必要性の評点とします。

③法務総合庁舎計画，特々計画又はシビックコア計画（一団地の官公庁施設計画を含む）に基づくものに
は，②で算出した評点にそれぞれ１０点を加算します。

事業計画の必要性に関する評点が基準レベル（１００点）以上のものを必要性のある事業計画とします。

保安度 ： 木造施設の経年による構造，設備等の劣化の度合いや立地条件に関する
指標です。
建設時点を約９０００とします。

現存率 ： 非木造施設の建物全体としての新築時に対する現存価値を表す指標です。
建設時点を１００とします。

面積率 ： 現状施設の延床面積（㎡）／新営施設の延床面積（㎡）

［事業計画の必要性に関する評価指標の用語の説明］

７
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８

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。
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イ 事業計画の合理性

○評価手法

事業計画が，「事業計画の合理性に関する評価指標」のどの場合に該当するかを判断し，評点を算出しま
す。
①事業計画と同等の性能を確保できる代替案（改修・増築・民借）の有無を確認します。
②想定される代替案と事業計画との経済性及びリスク等を比較します。

事業計画の合理性に関する評点が基準レベル（１００点）のものを合理性のある事業計画とします。

評 点 評 価

１００点 下記のいずれかに当てはまる。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，事業案の方が経済
的であると評価される場合。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，リスク等の総合判
断により事業案の方が合理的であると評価される場合。

・他の案では，事業案と同等の性能を確保できないと評価される場合。

０点 上記のいずれにも当てはまらない。

事業計画の合理性に関する評価指標

ウ 事業計画の効果

○評価手法

「業務を行うための基本機能（Ｂ１）」と「政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２）」の２つの視点からそれ
ぞれの評価指標により効果の有無を確認します。原則として，基本機能（Ｂ１）は基準レベル（１００点）以上と
します。
①「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」の各項目ごとの該当する係数を全て掛け合せ，１００倍した
数値を事業計画の効果（Ｂ１）の評点とします。

② 「事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標」により，各分類ごとにその取組状況を評価し，政策及び重点
施策に合致しているか確認します。

基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事業計画とします。

９
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１０

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。
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１１

- 120 -



（２） 再評価システム

事業費要求後５年間未着手等，事業の進捗が望めない場合又は社会経済情勢に特段の変化があり，
再度の評価が必要と考えられる場合に実施します。

官署施設及び収容施設の再評価は，事前評価時に実施した「事業計画の必要性」，「事業計画の合
理性」，「事業計画の効果」の３つについてそれぞれの評価の見直しを実施します。

（３） 事後評価システム

事後評価は，施設の供用開始から，５年経過後に実施します。
なお，事前評価で実施した 「事業計画の必要性」及び「事業計画の合理性」は，事業計画の実施の可否

に関する評価であることから，原則として事後評価では実施しないこととします。

評価指標の概要

事業計画の効果
事前評価で実施した 「事業計画の効果に関する評価指標（B1・
B2）」に関する実績やデータを示して，政策及び重点施策が適切
に反映されていること（効果）を確認します。

事業計画の効果

○評価手法

「業務を行うための基本機能（Ｂ１）」と「政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２）」について実績を示すとと
もに関連するデータを示して，それぞれの効果の有無を確認します。
①「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」の各項目ごとの該当する係数を全て掛け合せ，１００倍した
数値を事業計画の効果（Ｂ１）の評点とし，評点が１００点以上あることを確認します。

② 「事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標」により，各分類ごとにその取組状況を評価し，政策及び重点
施策に合致しているか確認します。

それぞれの付加機能が適切に反映されているものを効果のある事業計画とします。

１２
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１３

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。
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１４
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法務省大臣官房施設課
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令和６年度法務省事後評価実

施結果報告書（案）に対する
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No. 施策名 質問者 該当箇所

1 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査
研究の計画的実施と提言
（犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査）

朝日委員 P82:有効性の記載について
本研究は、法務省の再犯防止施策の
ほか、大学等の研究機関における犯
罪者等の研究に必要な基礎資料とし
て大いに利用されることが見込まれ
る。

2 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査
研究の計画的実施と提言
（犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査）

石谷委員 P82：有効性の記載について
「６ 研究の成果物は分かりやすいも
のであるか。」

3 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査
研究の計画的実施と提言
（犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査）

井上委員 P82

4 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査
研究の計画的実施と提言
（犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査）

小川委員 全体

5 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査
研究の計画的実施と提言
（犯罪者（犯罪・非行をした者）の意識調査）

横田委員 ①P74：イ 犯罪者及び非行少年を対象
とした実態調査の概要
②P82：有効性について
③P71：執行率

6 施設の整備
（国際法務総合センター整備事業）

井上委員 P90

7 施設の整備
（国際法務総合センター整備事業）

小川委員 全体

8 施設の整備
（沖縄少年院・沖縄女子学園新営工事）

小川委員 全体

9 施設の整備
（名寄法務総合庁舎新営工事）

小川委員 全体

10 施設の整備
（名寄法務総合庁舎新営工事）

小川委員 全体

いただいた御意見を踏まえ、評価項目について検討して参ります。

事後評価結果表においてBのものについては、今後の改善につな
げていただきたい。

御指摘いただいたとおり、評価がＢであったものについては、今後の
調査研究の際に留意し、改善につなげて参ります。

成果物の内容は分かりやすいものだが、法務省ホームページに
PDFで公開されているだけでは不十分ではないか。導線まで含めて
評価する必要があると思える。

本研究の研究成果をまとめた研究部報告及び犯罪白書について
は、各発刊後、それぞれ関係各部署に配布しているほか、「法律の
ひろば」、「研修」、「罪と罰」等の雑誌において、その研究成果の概
要を紹介する記事を掲載させていただいております。また、犯罪白書
については、ＹｏｕＴｕｂｅやＸ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）等を利用してインターネット
上でもその研究成果の概要を紹介しております。そして、これらの研
究成果の概要紹介の機会に、研究成果の詳細な内容については、
法務省ホームページにおいて公開している旨告知するなどの広報も
行っております。実施した研究の成果については、今後も引き続き、
実務家、研究者、大学等の研究機関等により広く、かつ、より一層利
用していただくためにも、その公表に当たっては、より積極的に広報
等を行い、周知して参りたいと思います。

老朽化等による施設更新につき、集約することによりコストを削減
し、アクセスのよい場所に設置することにより人員の確保等が実現
されることが期待されるので、事業目的を達成していると認められる
と思います。なお、収容者には国籍や文化の異なる者も多数含まれ
ているところ、ユニバーサルデザインの評価項目が高齢者や障が
い者の移動等についてのみになっている点が気になりました。

いただいた御意見を踏まえ、評価項目について検討して参ります。

質問・意見

研究の成果のうち、施策や事業における政策形成や見直しに用い
られた具体的な事例はありますでしょうか。
「基礎資料として大いに利用されることが見込まれる」との記載自体
には異論はありませんが、P73の評価手法に記載されているとお
り、事業終了から研究成果を確認する期間を2年間おいてからの事
後評価であるため、何らかの施策のロジックモデルの根拠として用
いられる等、活用の場面や実績を例示することは、評価の説明とし
て可能かつ望ましいかと思います。

官署施設の人権評価がCとなっているので、今後の改善につなげて
いただきたい。

①各類型の調査同意割合は同程度でしょうか。類型により差がある
場合、調査への影響有無は考慮しているのでしょうか。
②研究結果は、非常に興味深いものであり、調査の成果はHP掲載
や白書反映に加え、有効に活用されているのかが極めて重要だと
考えます。他部署への連携を通じ、例えば保護司向けの案内資料
への活用、新たな施策検討の基礎資料となるなど、活用されること
が有効性に資すると考えます。調査終了後間もない状況ですが、過
去調査事例でも構いませんのでその後の活用という観点での成果
把握状況を御教示ください。
③執行率が2か年ともかなり低い状況ですが、理由があれば御教示
ください。

調査の質問がどのようなものであったのか知りたい。
法務省が有するリソースを活用した効率的な調査であり、幅広い犯
罪者層にアプローチでき、刑事政策のため極めて有用な調査であ
り、高く評価したい。
なお、あえて申し上げると、家族生活や友人関係に対する満足度、
態度・価値観、自分に対する意識などに関する質問の回答につい
ては、犯罪・非行をした者とそうでない者の回答との間で有意な差
異があるかどうかが分からない点が多少気になった。犯罪履歴のな
い人のあらゆる層の調査は、相当のコストがかかるであろうことは
予想されるが、この点に関しては、内閣府など他の省庁の公開され
た調査結果を参照するとか、予め質問の表現をそれらの公的アン
ケートと合わせることにより、統計的に誤りの少ない方法で、低コス
トで比較することができるのではないかとも考えた。

令和６年度法務省事後評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見及び回答

広い北海道で拘置支所は僅か２か所であり、他都府県と比較しても
絶望的に少なく、その条件下で、被告人の裁判準備のための収容
施設という目的を達成できるのかという観点で評価しなければなら
ないと考えています。旭川から名寄まで70キロ余り、稚内から名寄
まで170キロであり、公共交通機関の不便さもあいまって、時間的に
弁護人との接見という公判準備に最も重要な被告人の権利が相当
程度制約されている現状にあります。とはいえ、拘置支所の増設も
予算的に困難が予想されますので、低額の予算で実施できるオン
ライン接見可能な設備設置を是非検討いただきたいと思います。

老朽化等による施設更新につき、集約することによりコストを削減
し、アクセスのよい場所に設置することにより人員の確保等が実現
されることが期待されるので、事業目的を達成していると認められる
と思います。なお、収容者には国籍や文化の異なる者も多数含まれ
ているところ、ユニバーサルデザインの評価項目が高齢者や障が
い者の移動等についてのみになっている点が気になりました。

いただいた御意見を踏まえ、評価項目について検討して参ります。

いただいた御意見を踏まえ、施設整備を進めて参ります。

回答

本研究の内容を引用・利用する場合に報告等を求めていないことか
ら、利用状況につきまして全体的な把握はできておりません。
もっとも、本研究を利用した一例として、次の論文における引用がご
ざいます。
永井智、廣井いずみ(2023）．
「少年院入所男性における出院後の法務教官への援助要請意図」
教育心理学研究，71-4，305-318．
また、実務における活用の一例として、神戸市東灘区保護司会で
は、本研究に基づく以下の考察が発表されております。
和田道夫（2022）．
「非行少年の心に迫る」
https://hogoshikai.site/?p=8852（2024年8月8日）

いただいた御意見を踏まえ、施設整備の参考とさせていただきます。

①大変申し訳ございませんが、各類型の調査同意割合については
把握できておりません。
なお、今回の特別調査の調査対象者は、刑事施設入所者（R3.1.1～
R3.1.29までの間に、全国の拘置所で刑が確定して新たに刑執行開
始時調査を実施した者857人のうち調査協力に同意した者）595人
（回収率69.4％）、保護観察対象者（R3.1.1～R3.1.29までの間に、全
国の保護観察所において新たに保護観察を開始した者1,437人のう
ち調査協力に同意した者）640人（回収率44.5％）、及び少年鑑別所
入所者（R3.1.1～R3.1.29までの間に、全国の少年鑑別所に観護措置
により入所した少年219人のうち調査協力に同意した者)184人（回収
率84.0％）となっております。
②本研究の活用の一例として、以下の論文における引用がございま
す。
永井智、廣井いずみ(2023）．「少年院入所男性における出院後の法
務教官への援助要請意図」教育心理学研究，71-4，305-318．
また、実務における活用の一例として、神戸市東灘区保護司会で
は、本研究に基づく以下の考察が発表されております。
和田道夫（2022）．「非行少年の心に迫る」
https://hogoshikai.site/?p=8852（2024年8月8日）
③本件調査研究に係る作業の一部について競争入札方式により選
定した外部業者に委託したところ、入札金額が想定契約価格を下
回ったことや、当初、全国の矯正施設等に往訪して実地調査を行う
予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の時期であっ
たため往訪を差し控えざるを得なくなり、出張旅費等の費用を支出し
なかったなどの事情等から、予算額に比して執行額が抑えられること
となりました。

調査票の内容につきましては、別添のとおりでございます（同様のも
のを研究部報告63「犯罪者・非行少年の意識調査と価値観に関する
研究」209～235ページにも掲載しており、インターネット上で御覧頂く
ことも可能です。）。
また、これまでの研究において、他省庁の調査結果との比較等を
行った例もございますところ、今回の「犯罪者（犯罪・非行をした者）
の意識調査」は、平成２年以降合計４回に渡り実施した先行調査の
結果に引き続いて行われたものであるため、質問の内容を先行調査
と合わせた結果、他の一般調査との比較は困難となりました。

老朽化等による施設更新につき、集約することによりコストを削減
し、アクセスのよい場所に設置することにより人員の確保等が実現
されることが期待されるので、事業目的を達成していると認められる
と思います。なお、収容者には国籍や文化の異なる者も多数含まれ
ているところ、ユニバーサルデザインの評価項目が高齢者や障が
い者の移動等についてのみになっている点が気になりました。
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　【政策番号１】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：司法法制部】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1 定性

1 定量 6回 10回

実施回数 3,532回 5,319回

参加人数 209,927人 235,987人

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定性

5 定量 35,006回

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 定性

実施回数 3,532回 5,319回

参加人数 209,927人 235,987人

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定量 35,006回

実施回数 3,532回 5,319回

参加人数 209,927人 235,987人

6 定性

指標の名称 指標の定義

2 定量 （再掲）出前授業の実施状況
出前授業の実施回数及び

出前授業に参加した人数

出前授業の実施状況1
出前授業の実施回数及び

出前授業に参加した人数

成果目標（アウトカム） 学校現場におけるより効果的な法教育の実践

教員向け法教育セミナー等の実施

状況
教員向け法教育セミナーの実施状況

法教育教材及び法教育関連情報

の提供状況

指標の名称 指標の定義

成果目標（アウトカム） 法に関する国民の興味・関心の向上

政策名 自由かつ公正な社会の実現に向けた取組

目指すべき姿
法の支配が貫徹された自由かつ公正な社会の実現に向け、「法的なものの考え方」が広く国民に浸透するとともに、国民の多様なニーズに応える

法曹人材が多数輩出される環境を整備する。

施策群１ 学校現場等への支援

活動目標（アウトプット）
法教育に関する教員の負担の軽減

法教育に関する教員の知識・スキルの向上

法教育推進協議会等の活動状況
法教育推進協議会及び部会の開催回

数

定量

（再掲）法教育関連コンテンツへ

のアクセス

法務省で管理しているホームページや

SNSにおいて公表している法教育関連コ

ンテンツへのアクセス件数

6 定量

法教育実践状況調査結果

各学校現場における法教育の実践状況

に関する調査中、法に対する興味関心

の向上に関する調査結果

（再掲）出前授業の実施状況
出前授業の実施回数及び

出前授業に参加した人数

指標の名称 指標の定義

法教育実践状況調査結果
各学校現場における法教育の実践状況

に関する調査結果

法教育教材及び法教育関連情報の提

供状況や提供に際しての工夫

法教育関連コンテンツへの

アクセス

法務省で管理しているホームページや

SNSにおいて公表している法教育関連コ

ンテンツへのアクセス件数

施策群２ 法教育に関する情報発信等

活動目標（アウトプット） 国民が法教育に触れる機会の増加

指標の名称 指標の定義
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

3 定性

3 定性

開催件数 3回 2回

参加機関数 11機関 13機関

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

志願者数 10,564人 12,174人

入学者数 1,968人 1,971人

7 定量

法曹等を志望する学生の割

合：14％

選択肢の1つとして考えてい

る学生の割合：約20％

法曹等を志望する学生の

割合：16％

選択肢の1つとして考えてい

る学生の割合：約19％

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

8 定性

8 定量

企業内弁護士数

:2,965人

任期付公務員数

:246人

企業内弁護士数

:3,184人

任期付公務員数

:243人

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

施策群３・４ 有為な法曹人材の確保に向けた取組／活動領域の拡大に向けた環境整備

活動目標（アウトプット）
法曹という職業の魅力や活動領域に関する国民の理解の深まり

法曹の活動領域の拡大

7 定量 法科大学院志願者数等
法科大学院志願者数及び

入学者数

法曹人口の在り方に関するデータ

の集積及び分析結果

法曹人口の在り方に関して、集積及び

分析したデータ

成果目標①（アウトカム） 法曹志望者の増加

指標の名称 指標の定義

4 定量
法曹養成制度改革連絡協議会の

実施状況

法曹養成制度改革連絡協

議会の開催件数及び参加

機関数

法曹養成制度改革連絡協議会の

実施状況

法曹養成制度改革連絡協議会の議

題、意見交換等の概要

各活動領域における法曹有資格

者の推移等

各活動領域における法曹有資格者の推

移及びその増減

指標の名称 指標の定義

法曹のキャリアパスや活動領域に関

する情報発信の内容

法曹のキャリアパスや活動領域に関して、

ホームページや会議体等で発信した情

報の内容

法学部生の法曹志望に関するアン

ケート調査結果

法学部生の法曹志望に関するアンケート

調査結果の内容

成果目標②（アウトカム） 法曹の活動領域の更なる拡大

指標の名称 指標の定義

その他総合評価実施時に参考とする事項 法教育、法曹養成に係る予算額

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕

組み
（把握する方法がある場合、その内容を記載）

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等

の対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組

み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題
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　【政策番号2】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：司法法制部】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
周知広報件
数 15 24
周知広報先
数 62,900 134,586

定性 内容 研修会等への参加、パンフレッ
ト配布、インターネット広告等

フォーラム開催、研修会
等への参加、インターネッ
ト広告等

2 定性
海外調査研究を実施し、結
果の公表等に向けて準備を進
めた。

評価書のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定量 16 10

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定性
海外調査研究を実施し、結
果の公表等に向けて準備を進
めた。

評価書のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

7 定量 110 (806)
※R4に集計したR3実績

244 (809)
※R5に集計したR4実

績

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

受理件数 4 2

処理件数 6 2

3 定量 101日 73日

実施件数 15 24

広報先数 62,900 134,586

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

8 定量 ADR:31.3%
ODR:18.3%

評価書のとおり

ＯＤＲを実施、新規参入する認証事業者が増加する

指標の名称 指標の定義

実証実験・調査研究の結果、明らかに
なった課題・条件

指標の名称 指標の定義

ＯＤＲの社会実装に必要な条件

指標の名称

最先端技術の活用、手続の整備等により、ＯＤＲの利便性が向上する

指標の名称 指標の定義

ADR(ODR)の認知度
国民に対するアンケートやインタビュー等で
ADR(ODR)を「知っている」と回答した人
の割合

政策名 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化

目指すべき姿 裁判外紛争解決手続（ADR）の適切な制度運用、デジタル化を通じた利便性の向上など新たなニーズに対応することで、 ADRがより国民
に身近で、魅力的な紛争解決の選択肢となり、ひいては紛争当事者がふさわしい解決手続を容易に選択できる社会を目指す。

施策群１ ODRの推進

データ連携やＡＩ、最先端技術を活用したODRの導入に係る課題等を調査し、整理する
事業者がODRに参入しやすい環境（情報基盤、手続、認知度）を整備する

指標の定義

成果目標③（アウトカム）

ＡＤＲ認証申請の迅速な処理

ＯＤＲにより解決される紛争が増加する

認証ADR制度の適正運用

ODR実施、新規参入事業者数 ODRを実施・新規参入した事業者の数

成果目標②（アウトカム）

活動目標（アウトプット）

指標の名称 指標の定義

成果目標①（アウトカム）

施策群２

最先端技術を活用したＯＤＲの社会実装に必要な条件等が明らかになる

成果目標①（アウトカム）
認証事業者の質が担保され、ＡＤＲによる紛争解決に的確に対応する　　
ＡＤＲの認知度が向上する

4

認証事業者に対する監督の実施活動目標（アウトプット）

認証申請の受理から処分までの処
理期間

ADRの認証申請を受理してから行政処
分を行うまでの平均処理期間

定量 相談機関・国民向け広報活動の
実施状況

相談機関や国民に向けた広
報活動の実施件数や広報
先の数

1

3 定量 認証申請の受理・処理件数 ADRの認証申請の受理及
び処理の件数

ODRについて国民や相談機
関等に周知・広報した件数
や周知・広報先の数（及び
その内容）

ODRの周知・広報の実施状況

定量

ODRの利用件数
ODRの利用件数（※）
※（）内には不応諾を除いた全既済件
数を参考記載

国民向け広報活動の実施
指標の名称 指標の定義

実証実験の実施状況、海外調査
研究結果

ODRの環境整備をはじめとする実証実
験や海外調査研究の現況や結果

認知度が向上する
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

9 定量 168 170

9 定量 897
※R4に集計したR3実績

1,225
※R5に集計したR4

実績

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

その他総合評価実施時に参考とする事項 ODRの推進、ADR認証制度運用に係る予算額

認証事業者数 認証事業者数

認証紛争解決事業者が受理した
件数 認証紛争解決事業者が受理した件数

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕組
み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等の
対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）ＯＤＲ推進会議

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和5年6月9日閣議決定）

経済財政運営と改革の基本方針2023（骨太の方針2023）（令和5年6月16日閣議決定）

指標の名称 指標の定義

認証事業者や受理件数が増加する成果目標②（アウトカム）
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　【政策番号３】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：国際課】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1 定量 評価書のとおり 7

1 定量 評価書のとおり 442

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

3 定性 評価書のとおり

3 定量 評価書のとおり ※確認中

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 定量 評価書のとおり 8

2 定量 評価書のとおり 532

2 定量 評価書のとおり 4

2 定量 評価書のとおり 303

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

4 定性 評価書のとおり

4 定性 評価書のとおり

ASEAN地域を含む海外の企業等
を対象とした海外向けイベントの実
施・参加回数

ASEAN地域を含む海外企業等を対象
とした国際仲裁に関する海外向けイベン
トの実施・参加回数

セミナー・シンポジウムの参加者に
対するアンケートの結果

セミナー・シンポジウム参加者に対して実
施したアンケート結果

企業等に対するアンケートの結果 企業等に対して実施した国際仲裁に関
するアンケート結果

指標の名称 指標の定義

国内の企業等を対象としたセミ
ナー・シンポジウムの実施回数

国内企業等を対象とした国際仲裁に関
するセミナーの実施回数

国内の企業等を対象としたセミ
ナー・シンポジウムの参加者数（オ
ンライン視聴者を含む。）

国内企業等を対象とした国際仲裁に関
するセミナーの参加人数

ASEAN地域を含む海外の企業等
を対象とした海外向けイベントの参
加者数（オンライン視聴者を含
む。）

ASEAN地域を含む海外企業等を対象
とした国際仲裁に関する海外向けイベン
トの参加人数

成果目標（アウトカム）
国内企業等における国際仲裁の意義・有用性等に関する理解が進む
第三国仲裁の我が国での実施が活性化する

施策群２ 国内外の企業・法律実務家等に対する広報・意識啓発

活動目標（アウトプット） 国内外の企業・法律実務家等に対し、効果的な広報・意識啓発施策を実施する

指標の名称 指標の定義

指標の名称 指標の定義

人材育成研修の受講者に対する
アンケートの結果

人材育成研修の受講者に対して実施し
たアンケート結果

国際仲裁資格認定者の数 英国仲裁人協会（CIArb）の資格認
定コース（初級・中級）の合格者数

人材育成研修の参加者数（オン
ライン視聴者を含む。）

国際仲裁に関する人材育成研修の参
加人数

成果目標（アウトカム） 国際仲裁に精通した人材の育成

活動目標（アウトプット） 国際舞台で活躍する仲裁人・仲裁代理人を含めた法務人材の育成を実施する

指標の名称 指標の定義

人材育成研修の実施回数 国際仲裁に関する人材育成研修の実
施回数

政策名 国際仲裁の活性化に向けた基盤整備

目指すべき姿 国際商取引をめぐる紛争解決手続のグローバル・スタンダードである国際仲裁を活性化させることにより、法の支配を促進し、司法
分野における我が国の国際的プレゼンスを向上させると共に、我が国の経済成長に貢献する。

施策群１ 仲裁人・仲裁代理人等になり得る者の人材育成
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定性 評価書のとおり

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

その他総合評価実施時に参考とする事項 国際仲裁活性化の整備に係る予算額

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕
組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等の
対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

指標の名称 指標の定義

国際仲裁活性化推進事業を通じ
て明らかになった課題・成果

国際仲裁活性化推進事業を通じて明ら
かになった日本における国際仲裁の活性
化のための課題・成果

成果目標（長期アウトカム）
日本における国際仲裁取扱件数が増加する
民商事分野における国際的な法の支配の促進、法務・司法分野における我が国の国際的なプレゼンスの向上
日本企業の海外進出及び対日投資を呼び込むための基盤整備に貢献
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【政策番号４】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：刑事局】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施回数 4 4

参加人数 87 105

1 定量 71
(100点満点) 81

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

4 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施回数 1 1

参加人数 65 65

2 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

3 定量 745 1057

3 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

­ ­ ­ ­ ­ ­ ­

2
被害者支援担当者中央研
修を実施した回数及び参加
人数

指標の名称 指標の定義

研修員に対する確認テストの結果
基礎的なデジタルフォレンジック研修を受
講した研修員に対して実施した確認テス
トの平均点

指標の名称 指標の定義

検察活動の意義や役割を理解する人が増え、捜査・公判過程において、犯罪被害者等や事件関係者から必要な協力を得やすく
なる

­ ­

検察広報活動の実施件数 出前教室や移動教室等による広報活
動の件数

検察広報用パンフレット等の作成
状況 パンフレットの作成状況

成果目標（アウトカム）

指標の名称 指標の定義

成果目標（アウトカム）

指標の名称 指標の定義

捜査・公判過程において、犯罪被害者等の心情や置かれた状況に配慮した柔軟な対応がなされる

出前教室や移動教室等による検察庁の業務説明や法教育に関する広報を行う

施策群３ 広報活動の実施

活動目標（アウトプット）

被害者支援担当者中央研修に参
加した研修員の声

被害者支援担当者中央研修に参加し
た研修員等からの犯罪被害者等支援に
関するアンケート調査等

犯罪被害者等向けパンフレットの
作成状況 パンフレットの作成状況

先端犯罪に対処するための捜査・公判能力が向上する
迅速、適正な捜査処理が行われる

成果目標（アウトカム）

犯罪被害者等の保護・支援等に関する知識や心情等に配慮した対応を習得する
犯罪被害者等の保護・支援に関する制度等をまとめたパンフレット等を作成、配布する

施策群２ 犯罪被害者等の保護・支援

活動目標（アウトプット）

指標の名称 指標の定義

デジタルフォレンジック研修に参加し
た研修員の声

デジタルフォレンジック研修に参加した研
修員等からの先端犯罪の捜査手法に関
するアンケート調査等

被害者支援担当者中央研修の実
施状況

定量

政策名 検察権行使を支える事務の適正な運営

目指すべき姿 検察権行使を支える事務を適正に運営することにより、検察活動が社会情勢の変化に即応して有効適切に行われ、ひいては、国
民の安全・安心な社会を実現する。

施策群１ 捜査・公判能力の向上

社会情勢に応じて複雑化・多様化する犯罪形態に的確に対応するための知識や技能を習得する活動目標（アウトプット）

指標の名称 指標の定義

デジタルフォレンジック研修の実施
状況

定量1 デジタルフォレンジック研修を
実施した回数及び参加人数
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（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

その他総合評価実施時に参考とする事項

・施策の予算額
・検察組織の定員（検事・事務官）
・新規採用者数と性別割合（検事・事務官）
・職員の平均年次休暇取得日数
・職員の育児休業取得率

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕
組み 毎年、各種会同等において、現下の情勢を踏まえた検察の課題、考慮すべき事情などを把握し、共有している。

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等
の対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組
み

最高検察庁において、先端の専門的知識を組織的に集積・活用するため、分野別専門委員会（金融証券、法科学・特殊過失、国際及び組
織マネジメント、供述証拠、刑事政策など）を設置しており、各専門委員会では、外部有識者である参与等との意見交換が行われている。

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題
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【政策番号５】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：矯正局】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

男 12,906(年次) 12,599(年次)

女 1,554(年次) 1,486(年次)

14.0% 14.3%

2,435(年次) 2,877(年次)

2 定量

福祉専門官 70

社会福祉士 121

精神保健福祉士 10

福祉専門官 81

社会福祉士 125

精神保健福祉士10

2 定量 34,514 33,734

政策名 矯正処遇の適正な実施

目指す姿
被収容者の収容を確保し、その人権を尊重しつつ、法的地位に応じた適切な処遇を実施することにより、刑事・少年司法手続の円滑な

運用に寄与するとともに、犯罪・非行をした者の再犯・再非行を防止し、新たな犯罪被害者を生じさせない。

施策群１・２ 改善更生・円滑な社会復帰に向けた矯正処遇の実施/多機関連携による社会復帰支援の実施

活動目標（アウトプット）

指標の名称 指標の定義

受刑者等一人一人の特性を把握し、専門的な知見・分析等に基づく処遇等の計画を作成し、組織内で共有する。

専門的な知見や効果検証等を踏まえた処遇等を実施する。

処遇計画等に基づき、職員が外部専門職等とも連携しながら、改善更生や円滑な社会復帰に向けた生活指導、教育・訓練を行う。

円滑な社会復帰に必要な支援（就労・住居・福祉等）に応じて、　関係機関・団体等との調整を行い、必要な支援体制を構築す

る。

新受刑者の男女別人数

2 定量

新受刑者等の特性（性別・罪名

別人数、高齢化率、精神障害者

数）

新受刑者の罪名別人数

刑務作業における一日平均就業

人員
刑務作業における一日平均就業人員

専門職（福祉専門官、社会福祉

士、精神保健福祉士）の職員数

専門職（福祉専門官、社会福祉士、

精神保健福祉士）の職員数

別紙のとおり

【刑法犯】

公務執行妨害　58

犯人蔵匿・証拠隠蔽　8

放火　86

住居侵入　215

通貨偽造　2

文書偽造等　38

偽証・虚偽告訴　1

わいせつ・わいせつ文書頒布等

42

強制わいせつ・同致死傷　238

不同意性交等・同致死傷　319

賭博・富くじ　7

殺人　148

傷害　454

傷害致死　69

暴行　81

危険運転致死傷　56

過失運転致死傷　186

脅迫　67

略取・誘拐及び人身売買　20

窃盗　5,430

強盗　143

強盗致死傷　128

強盗・不同意性交等及び同致

死　13

詐欺　1,376

恐喝　62

横領・背任　163

盗品等関係　14

爆発物取締罰則　1

暴行行為等処罰に関する法律

96

その他　186

【特別法犯】

軽犯罪法　2

銃砲等剣類所持等取締法　34

売春防止法  1

児童福祉法  14

麻薬及び向精神薬取締法

121

覚醒剤取締法  2,641

道路交通法  744

出国管理及び難民認定法  56

その他  765

新受刑者の精神障害者数

新受刑者の高齢化率（新受刑者に対

する高齢受刑者の割合）※高齢とは、

65歳以上の者をいう。以下、同じ。
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受講者数

（年次）

職業訓練 3,137

職業指導 1,354

職業訓練 2,833

職業指導 1,319

受講率

（年次）

職業訓練 18.3%

（職業指導 99.3%）
職業訓練 17.5%

資格等取得

者数

（年次）

職業訓練 2,017

職業指導　2,780

職業訓練 1,800

職業指導 2,816

薬物依存離

脱
7,418 6,869

暴力団離脱 374 408

性犯罪再犯

防止
553 526

被害者の視

点
530 481

交通安全 1,621 1,607

就労支援 2,868 2,791

被害者視点 41 45

薬物非行防

止
303 334

性非行防止 122 132

暴力防止 254 305

家族関係 279 264

交友関係 610 684

成年社会参

画
470 868

2 定量 1,083 1,028

2 定量

2 定量

3 定量 3,848(年次) 3,957(年次)

3 定量 26,341(年次) 31,182(年次)

3 定量 2,986 3,232

 4,460 (年次) 4,886(年次)

459(年次) 521(年次)

3 定量 6,159(年次) 5,927(年次)

受験者数 743 727

全科目

合格者数
321 291

合格率 43.2% 40.0%

定量

拘禁刑を見据えた集団編成のモデ

ル庁の数

拘禁刑を見据えた集団編成のモデル庁

の数

就労支援専門官又は就労支援スタッフ

による講話や面接指導等を受けた人数

（延べ人数）

定量 特定生活指導の受講修了人員

特定生活指導の受講を修

了した在院者の人数（指導

内容別）

チーム処遇対象者の数

出所者（出院者）に占める

職業訓練及び職業指導の

受講者数、受講率（職業

訓練のみ）、資格等取得者

数（主な科目別）

2

2 定量

成果目標①（アウトカム）
関係機関や地域等の理解や協力も得ながら、専門性に裏付けられた知見に基づき、受刑者等が再犯・再非行防止に向けた教育や社

会復帰のための支援を受ける。

就労支援対象者の数

定量

2

新入院者のうち、精神障害のある者の数

定量3

福祉サービス等の利用に向けた調整を

行った受刑者等の数

3

コレワークの活動実績（相談受付

件数）
事業者からの相談件数

新受刑者のうち、高齢者や精神障害の

ある者の数
高齢、障害のある者の数

教科指導の受講開始受刑者の人

数

教科指導（補習教科指導、特別教科

指導別）の受講を新たに開始した受刑

者の人数

就労支援対象者の数

就労支援スタッフ等による面接等

受講人数

チーム処遇対象者の数

職業訓練等の実施状況（受講者

数、受講率、資格等取得者数）

特別改善指導の受講開始人員

特別改善指導の受講を新た

に開始した受刑者の人数

（指導内容別）

福祉サービス等の利用に向けた調

整を行った人数

高等学校卒業程度認定試

験の受験者数、全科目合

格者数及び合格率

高等学校卒業程度認定試験の受

験者数、合格者数及び合格率
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

定性

定量

7 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

8 定量 1,187(年次) 1,471(年次)

8 定量 752 796

決定人数 40（年次） 46（年次）

割合 22.6%（年次） 26.7%（年次）

8 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

41,540(年次) 40,178(年次)

48.5(年次) 47.3(年次)

1 定量 87% 89%

1 定量 100% 100%

1 定量

1 定性

回数 7 7

参加人数 342 362

1 定量
定員 328

現員 295

定員　328

現員　285

年末収容人員・収容率

刑事施設の年末における収容人員

常勤医師の充足率（定員・現員）

期間中に効果検証センターにおいて実施

した効果検証及び調査研究の概要・結

果

保安警備に関する訓練の回

数及び参加人数

期間中、総合警備システム等の更

新整備が計画に基づき完了した庁

数の割合

期間中、総合警備システム等の更新整

備が計画に基づき完了した庁数の割合

出院時に復学・進学決定した者の

数とその割合

出院時に復学・進学決定し

た者の数及びその割合

再犯防止等に向けた教育・社会復

帰支援の実施に係る関係者・団体

（当事者含む）の声

就労支援対象者について、ハローワーク

等の関係機関の支援により、刑事施設

在所・少年院在院中に就職が内定した

者の数

7

8 定量

期間中実施した効果検証、調査

研究の概要・結果

収容施設の耐震化率

所管収容施設の総延べ面積に対する現

行の耐震基準に合致している建物の総

延べ面積の割合

指標の名称

令和２年から令和６年の各年における

刑事施設出所者について、刑事施設に

おいて特別改善指導、教科指導を受講

した者の２年未満再犯率（刑事情報

連携データベースシステム（SCRP）の

簡易画面による算出数値）

指標の定義

収容を確保し、安全で、改善更生に向けた処遇に必要な機能を備え、規律偏重に陥らない風通しの良い職場環境を整備する。

上記収容人員のその収容定員に対する

割合

人権意識、矯正処遇に必要な専門性を身に付けた職員を育成し、配置する。

不適正な処遇の早期発見、処遇の適正化等を図るための取組を進める。

活動目標（アウトプット）

社会一般と同程度の医療水準を確保する。

定量

成果目標②（アウトカム）

在所（院）中に福祉サービス等の

支援につながった者の数

在所（院）中に福祉サービス等の支援

につながった者の数

施策群３ 適正な矯正処遇のための基盤・環境の整備

（再掲）再犯防止等に向けた教

育・社会復帰支援の実施に係る関

係者・団体（当事者含む）の声

就労支援等に関連する各種会同等での

各庁意見等

個々の受刑者等の状況に応じて、出所（院）後を見据えた社会における就労・住居等の生活環境が整えられる。

指標の名称 指標の定義

1

・教育・支援等に関連する各種会同等

での各庁意見、課題等の概要

・職員や関係団体、元受刑者などへのイ

ンタビュー、フォーカス・グループの結果

・釈放時アンケート結果（受刑者からの

フィードバック）

1 定量
保安警備に関する訓練実施状況

（回数・人数）

統計データの分析結果に基づく指

導・監督の徹底、リスクマネジメント

の研究

通信型ウェアラブルカメラの整備状

況

刑事施設における通信型ウェアラブルカメ

ラの整備庁数

統計データの分析結果を踏まえた施設へ

の指導状況

在所（院）中に就職が内定した

者の数

指標の名称 指標の定義

矯正施設における常勤医師の全国の充

足率（定員・現員）（各年4.1現在）
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1 定量

看護師 486

薬剤師 94

診療放射線技師 22

栄養士 20

臨床・衛生検査技師 17

理学療法士 4

臨床工学技士 4

作業療法士 12

看護師 505

薬剤師 94

診療放射線技師 22

栄養士 20

臨床・衛生検査技師 17

理学療法士 4

臨床工学技士 4

作業療法士 13

1 定性

1 定性

法務省矯正局における各種相

談窓口の相談員及び相談方法

について周知しているほか、相談

内容に応じ、外部機関等への相

談を促すなどしている。

令和６年度の研究研修課程研

究科において、キャリアパスを題材

として実施する方針を固め、具体

的に検討していくこととした。

1 定量

1
定性

定量

1 定量

1 定量

1 定量

1 定性

９月開催の被収容者処遇対策

協議会において、

懲罰の運用改善をテーマに議論

を実施。

1
定量

定性

12,752件／

24,587件

(51.9％)

1 定量 1,744人

1 定量

　　  3,011人
※在院者に対する幹部職員に

よる面接に係る人数は、R6から

集計予定

1 定性 別紙のとおり

1 定量 266
（22,037名受講）

開催数 16 16

付議件数 359 274

意見数 13

意見の概要
信書の一部抹消、保護室収

容、有形力の行使等について

提言数 0 1

提言の概要 該当なし 保護室の収容期間が不当

定量
休養 923

非休養 28,943

休養 851

非休養 28,257

定性
循環器系疾患

精神及び行動の障害

神経系の疾患

循環器系疾患

精神及び行動の障害

神経系の疾患

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定量

施設内における配置転換の実施数

人間科学の知見がある者の登用

状況
人間科学の知見がある者の登用状況

医療スタッフ（看護師等）の数

矯正施設における常勤の医療スタッフ

（看護師、薬剤師、診療放射線技師、

栄養士、臨床・衛生検査技師、理学療

法士、臨床工学技士、作業療法士）の

定員

メンタルヘルス相談員配置状況 メンタルヘルス相談員配置庁数

他施設への異動の実施数及び他組織へ

の出向の実施数

刑務官のキャリアパスの提示　女性

職員の割合

大学生に向けた魅力的なキャリアパスの

検討・策定状況、女性職員確保のため

の方策の検討・策定状況

大学等への採用広報内容の再検討結

果を踏まえた活動件数

1
定性

定量

患者数と主な疾病

指標の定義

デジタル技術を用いた申立ての導

入

法務省外部の窓口を含めた各種相談

窓口の周知状況

人権研修の実施状況

初等科研修・任用研修等における人権

研修の実施状況、元被収容者との意見

交換等の実施状況

他施設への異動の実施状況

志願者数、女性職員の割合
刑務官のキャリアパスの提示　女性職

員の割合

デジタル技術を用いた申立ての導入に向

けた取組の内容

①刑事施設の被収容者の

不服審査に関する調査検討

会開催数

②同検討会への付議件数

③同検討会からの意見数

（上記③があった場合）意

見の概要

④提言数

（上記④があった場合）提

言の概要

刑事施設の被収容者の不服審査

に関する調査検討会の意見等の

更なる活用

矯正施設における全国の患者数（休

養・非休養）

1

指標の名称

上記の主な疾病（休養・非休養を含め

た患者数の多い疾病分類のうち上位３

分類）

成果目標（アウトカム）

施設運営状況調査の実施状況

（回収率等）

不服申立制度の理解の促進 刑事施設における研修の実施回数

懲罰の運用の見直しに係る議論状

況

各種会同等での各庁意見等及びそれら

を踏まえた懲罰の運用の改善状況

矯正施設に収容されている者の被収容者処遇が適切に行われ、安定的に施設が運営される。

実地監査における被収容者面接
実地監査において被収容者面接を実施

した人数

管理職等による面接 管理職等により面接を実施した人数

定量

定性
1

施設運営状況調査

施設内における配置転換の実施

状況

管理職に対する多面観察の導入

状況

管理職に対する多面観察の導入の検討

状況及び実施状況（試行庁の意見

等）

各種相談窓口の周知の状況
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6 定量
24.2%

(H30~R02)

6 定量 25,241件

6 定量

自殺 13件

同衆傷害 4件

職員傷害 1件

(年次)

自殺 3件

同衆傷害 1件

(年次)

6 定性

https://www.moj.go.

jp/content/0013989

88.pdf

6 定量

6 定量

　　　　　　　57
※在院者に対する幹部職員に

よる面接に係る件数は、R6から

集計予定

6 定性

関係職員への伝達、研

修や職務研究会等の実

施など

6 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

4 定量 106(年次) 118(年次)

4 定量 99 100

定量 延べ人員 141 2,241

定性 活動内容 災害復旧等 災害復旧等

4 定量 14,013 15,210(速報値)

4 定量 11,368 61,938

開催回数 854

視察回数 378

面接回数（被収

容者等） 1,243

面談等回数（職

員） 291

是正率 68%

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

9 定性

9 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

15.1% 14.1%

9.0% 7.7%

災害復旧その他救援活動派遣実

績

災害復旧その他救援活動に

派遣した延べ人員及びその

活動内容

刑事施設の被収容者の不服審査

に関する調査検討会の意見等の

更なる活用

調査検討会からの意見等への対応状況

（施設運営への反映状況の把握）

各種面接等により認知した不適正

な処遇等に対する対応

各種面接等により認知した不適正な処

遇等に対する対応件数

採用３年未満の刑務官の離職率 採用３年未満の刑務官の離職率

職場環境に関する職員の声 職場環境に関する職員アンケート結果

懲罰の件数 懲罰の件数

保安事故の内容別件数

実地監査を通じた施設運営改善

矯正施設の参観人数 全国の矯正施設の参観に訪れた人数

視察委員会制度に対する理解促

進

視察委員会の活動状況に関する職員ア

ンケート結果

保安事故件数

実地監査の結果を受け、施設において

改善措置を講じた事項数

指標の名称 指標の定義

矯正施設に対する地域住民等の

声
施設参観参加者へのアンケート結果

調査検討会による評価
不服申立制度の運用改善に向けた取

組に係る評価

法務少年支援センターによる地域

援助実施件数

法務少年支援センターによる地域援助

実施件数

矯正施設所在自治体会議会員自治体

数（各年度当初時点）

施策群４ 開かれた矯正に向けた取組の推進

災害協定等を締結している矯正施設の

数

視察委員会等を通じて、矯正施設の運営に第三者の視点や意見を取り入れる。

ニーズ等に対応した取組を矯正施設と地域が連携して進める。

地域のニーズ、課題を把握する。

自治体との連携状況

活動目標（アウトプット）

指標の名称 指標の定義

災害協定等を締結している矯正施

設の数

4

関係機関や国民が、施設の実情・取組等を知る機会が増加する。
成果目標（アウトカム）

施設運営の透明性が確保され、改善が図られる。

5 定量

視察委員会の活動状況（開催・

視察回数、被収容者等・職員との

面接の回数、意見のうち施設が是

正措置を講じた率）

開催・視察回数、被収容者

等・職員との面接の回数、

意見のうち施設が是正措置

を講じた率

指標の名称

定量10

指標の定義

令和２年から令和６年の各年における

出所受刑者の２年以内再入率

令和２年から令和６年の各年における

少年院出院者の２年以内再入院率

刑務所出所者等の出所後２年以

内再入率

成果目標（長期アウトカム）
受刑者等が円滑に社会復帰でき、再犯・再非行することなく社会生活を送ることができるようになる。

幅広い国民から、矯正施設を含む刑事司法制度や再犯防止・更生支援に対する理解・協力を得られるようになる。
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（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕組

み

・矯正官署幹部職員等を対象とした各種協議会の実施

・職場環境に関する職員アンケート（施設運営状況調査）の実施

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等の

対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組み

・刑事施設における釈放時アンケートの実施

・少年院における出院時アンケートの実施

・各種プログラムの策定・改訂に係る検討会等の実施

その他総合評価実施時に参考とする事項

・矯正予算の金額

・矯正官署の数・職員定員（刑・少・鑑）

・新規採用者数とこれに占める女性の割合（刑・少・鑑）

・矯正職員を志望した者の数

・職員の年次休暇取得日数

・職員の育児休業取得日数、割合

・不適正処遇による懲戒処分の件数

・不服申立件数
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別紙 

【デジタル技術を用いた申立ての導入に向けた取組の内容】 

 

法務大臣に対する不服申立ては書面により行うこととされており、被収容者によ

っては、不服申立てに必要な書面を作成すること自体が障壁となる場合もあると考

えられることから、このような被収容者への手当として、デジタル技術を用いて被

収容者が口述した内容を文章化し、出力したものを不服申立書として取り扱うこと

を検討している。 

令和５年度においては、口述した内容を文章化するアプリケーションを用いて、

その精度の確認などを行った。 
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　【政策番号６】　政策パッケージ・フォローアップ表（付属表） 【所管局部課等：保護局】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1 定量
30,735人

(別紙1参照)
30,831人

1 定量 752件 796件

1 定量
15,170人

(別紙1参照)
14,686人

1 定量
62.1%

(別紙1参照)
63.0%

1 定量 6,565人 6,371人

1 定量 1,868人 1,775人

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定量
2,678人

(別紙1参照)
2,591人

6 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

性犯罪再犯

防止

792人

(別紙1参照)
846人

薬物再乱用

防止

3,132人

(別紙1参照)
2,661人

暴力防止
259人

(別紙1参照)
317人

飲酒運転防

止

201人

(別紙1参照)
196人

2 定量 別紙1・2参照 別紙１参照

2 定量 473件 345件
（令和５年11月まで）

3 定量 36件
（令和5年12月のみ）

2 定量 345人 445人

2 定量 - 4件
（令和5年12月のみ）

2 定量 - 361件
（令和5年12月のみ）

特別調整の実施件数 特別調整の実施件数

適当な帰住先のない満期釈放者が減少し、地域の理解と協力を得ながら、専門的な知見に基づく指導や支援を受ける者が増加する

指標の名称 指標の定義

対象者の特性等を踏まえた保護観察等の実施

更生緊急保護の重点実施等の実

施件数

施設職員等関係者を対象にしたアン

ケート又は各協議会の結果

更生保護施設や自立準備ホーム

の運営に関する施設職員等の声

更生緊急保護の重点実施等の実施件

数

活動目標（アウトプット） 保護観察対象者等が早期に適切な就労先を得るとともに、職場定着が促進される

満期釈放者等に対して、個々の状況に応じた効果的な支援を行う

指標の名称

成果目標（アウトカム）
社会資源の拡大と官民協働体制の深化により、犯罪をした者等を受け入れる体制が更に拡充される

施策群２

2 定量 専門的処遇プログラムの開始人員

自立準備ホームの受入れ人員

指標の定義

専門的処遇プログラムの受

講を開始した人数（暦年）

生活環境の調整を開始した人員
矯正施設に収容中の者について生活環

境の調整を開始した人数（暦年）

自立準備ホームで収容保護した実人員

訪問支援事業の実施状況

保護観察対象者の特性等を踏まえた効果的な指導監督・補導援護を行う

政策名 更生保護活動の適切な実施

目指す姿
犯罪や他害行為をした人の再犯・再他害を防止し、その改善更生・社会復帰を支援するとともに、人が人を支える地域のネット

ワークを更に広げ、安全・安心な地域社会、そして、「誰一人取り残さない」共生社会をつくる。

施策群１ 矯正施設収容中の生活環境の調整等

仮釈放等の審理が円滑に行われる

更生保護施設の受入れ人員 更生保護施設で収容保護した実人員

適当な帰住先のない満期釈放者

の数

適当な帰住先のない状況で満期釈放と

なった者の数（暦年）

活動目標（アウトプット）
受刑者等の状況を的確に把握し、釈放後の住居や就労先、必要な支援等に関する調整を行う

指標の名称 指標の定義

仮釈放等審理の開始人員
仮釈放又は仮退院審理を開始した人

数（暦年）

仮釈放率
刑事施設出所者に占める仮釈放者の

割合（暦年）

刑執行終了者等への援助の実施

状況

地域援助の実施件数（暦年）地域援助の実施状況

訪問支援の実施を委託した人員

刑執行終了者等への援助の実施件数

（暦年）

勾留中の被疑者に対する生活環

境の調整等の実施件数

勾留中の被疑者に対する生活環境の

調整等の実施件数（暦年）

入口段階・出口段階それぞれの更

生緊急保護の申出件数、措置の

内容

入口段階・出口段階それぞれの更生緊

急保護の申出件数、措置別の件数

（暦年）
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

7 定量 879人

7 定量
24.6%

(別紙1参照)
25.1%

7 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

3 定量 310件 305件

3 定量 170件 154件

3 定量 1,563件 1,488件

3 定量 10,723件 11,063件

3 定量
373件

(別紙1参照)
1,502件

3 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

アカウント数 17,446 20,083

アクセス数
（月間平均）

2,170 3,180

人数 46,956人 46,584人

平均年齢 65.6歳 65.6歳

定員充足率 89.4% 88.7%

127,307人 120,742人

4,404人 4,487人

数 25,202社 24,969社

業種 別紙3参照 別紙２参照

数 1,024社 912社

業種 別紙3参照 別紙２参照

4 定量 別紙4参照 別紙３参照

4 定量 572 815

指標の名称 指標の定義

犯罪被害者等から意見等を聴取

した件数

犯罪被害者等から意見等を聴取した件

数（暦年）

更生保護官署における犯罪被害

者等支援制度に対する制度利用

者の声

活動目標（アウトプット）

地域における更生保護に関する広報・啓発活動が活発に行われる

更生保護サポートセンターの目的別利

用件数

指標の名称 指標の定義

施策群３ 犯罪被害者等の支援等

成果目標（アウトカム）
社会資源の拡大と官民協働体制の深化により、犯罪をした者等を受け入れる体制が更に拡充される

適当な帰住先のない満期釈放者が減少し、地域の理解と協力を得ながら、専門的な知見に基づく指導や支援を受ける者が増加する

活動目標（アウトプット）

犯罪被害者等への相談・支援件

数

地方公共団体等の地域の関係機関から更生保護に対する幅広い支援が拡充される

指標の名称 指標の定義

保護司を始めとする更生保護の民間協力者が増加する

保護観察終了者に占める無職者の割

合（暦年）

犯罪被害者等の心情等を聴取・伝達し

た件数（暦年）

犯罪被害者等への相談・支援件数

（暦年）

加害者処遇状況等の通知件数（暦

年）

犯罪被害者等の思いに応える更生保護活動を行う

関係機関等による支援等につな

がった人員

薬物事犯保護観察対象者のうち、保健

医療機関・民間支援団体等による治

療・支援を受けた人数

保護観察終了者に占める無職者

の割合

地方公共団体との連携の状況
地方再犯防止推進計画策定自治体

数

保護司専用ホームページ「H＠」の

保護司アカウント数、保護司による

アクセス数

定量4

保護司専用ホームページ「H

＠」の保護司アカウント数、

保護司によるアクセス数

4 定量
保護司の人数、平均年齢、定員

充足率

保護司の人数、平均年齢、

定員充足率

（再掲）更生保護施設や自立

準備ホームの運営に関する施設職

員等の声

施設職員等関係者を対象にしたアン

ケート又は各協議会の結果

保護観察対象者に対するしょく罪指導プ

ログラムの実施が終了した件数（暦

年）

犯罪被害者等の心情等を聴取・

伝達した件数

更生保護サポートセンターの運営

状況

加害者処遇状況等の通知件数

しょく罪指導プログラムの実施件数

更生保護官署における犯罪被害者等

支援制度の利用者へのアンケートにより

収集した声

施策群４ 地域における理解・協力の確保

4 定量
更生保護女性会、BBS会の会員

数
BBS会の会員数

4
定量

定性

協力雇用主の数、業種、実際に

保護観察対象者等を雇用してい

る協力雇用主の数、業種 実際に保護観察対象者等

を雇用している協力雇用主

の数、業種

協力雇用主の数、業種

更生保護女性会の会員数
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ネットワーク数 5 12

参加団体数 63 204

4 定量 - 361件
（令和5年12月のみ）

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

8 定性

8 定性

指標の種類 令和４年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

9 定量 14.10% 12.96%

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定量 227人 232人

5 定量 405回 382回

5 定量 470 345

5 定量 2,764回 3,113回

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

10 定量 0.3% 0%

10 定量 92.5% 93.7%

10 定性

関係団体から出された要望・提言の内

容又はインタビュー調査の結果

社会復帰調整官の声

指標の名称

障害福祉サービス事業所等との連

携促進状況

過去に対象者の受入実績のない障害

福祉サービス事業者に対して、保護観

察所が制度説明等を行った回数

障害福祉サービス事業所等との連

携状況

各種協議会等により把握した、成果目

標に関連した事項に係る社会復帰調整

官の意見

更生保護活動に係る国民の理解

度

犯罪予防活動に参加した者へのアンケー

ト調査の結果

指標の名称 指標の定義

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕

組み

毎年、更生保護官署の職員が参加する会同、協議会及び研修会等を開催し、各施策に係る課題やその解決策等に係る意見を把握し、共

有している。

ケア会議の開催回数 ケア会議の開催回数（暦年）

活動目標（アウトプット）

精神保健観察への円滑な移行、継続的な通院が確保される

精神保健観察を開始した人員
新たに精神保健観察を開始した者の数

（暦年）

施策群5 医療観察対象者の社会復帰支援

更生保護活動に携わる民間協力

者等の声

精神保健観察対象者の受入れ又は援

助に協力した障害福祉サービス事業者

等の数

ケア会議等により情報共有、処遇方針の統一がなされ、関係機関が連携した援助が実施される

障害福祉サービス事業者等の医療観察対象者の受入れに関する不安が解消・軽減され、事業者等の協力が得られる

地域に根ざした更生保護活動が継続・発展的に進められる

指標の名称 指標の定義

(再掲)地域援助の実施状況 地域援助の実施件数（暦年）

成果目標（アウトカム）

指定通院医療機関や障害福祉サービス事業者等による手厚く専門的な医療・援助を受けることが可能となる

医療観察対象者の社会復帰が促進される

成果目標（長期アウトカム） 犯罪をした者等が、円滑に社会復帰でき、再犯することなく社会生活を送ることができるようになる

指標の名称 指標の定義

刑務所出所者等の出所後２年

以内再入率

モニタリングを実施する年の前年に刑事

施設から満期釈放又は仮釈放された者

のうち、モニタリング実施年までに当該釈

放後の犯罪により刑事施設に再度収容

された者の割合

更生保護の意義、活動等への社会の理解が深まる

精神保健観察を終了した者の数

に占める保護観察所長の申立て

による処遇終了決定（医療観察

法第56条第1項第2号による決

定に限る。）を受けた者及び期間

満了により精神保健観察を終了し

た者の数の割合

精神保健観察事件終結（移送による

終結を除く。）件数に占める保護観察

所長の申立てによる処遇終了決定（医

療観察法第56条第1項第2号による決

定に限る。）を受けた者及び期間満了

により精神保健観察を終了した者の数

の割合（暦年）

4 定量
更生保護地域連携拠点事業の

活動状況

構築された地域支援ネット

ワーク数及びネットワーク参

加団体数

指標の定義

精神保健観察事件年間取扱件

数に占める再他害行為により処分

を受けた者の数の割合

精神保健観察事件年間取扱件数に占

める再他害行為により処分を受けた者の

数の割合（暦年）

成果目標（アウトカム）
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（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

その他総合評価実施時に参考とする事項

保護観察等の概要を示すデータ

①保護観察開始人員の推移

②罪名別・年齢層別構成比

③出所受刑者人員の推移

組織運営に関するデータ

①更生保護官署職員の定員の推移

②更生保護関連予算の推移

更生保護に関連する制度・事業の導入、改正等の概要

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等

の対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組

み

毎年、保護司等の関係者や関係団体が参加する協議会及び研修会を開催し、各施策に係る課題やその解決策等に係る意見を把握し、共

有している。
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○   協力雇用主の業種

製造業 8.5%

建設業 57.0%

サービス業 15.8%

卸小売業 3.9%

運送業 4.1%

電気・ガス・水道工事 3.4%

農林漁業 1.8%

鉱業 0.1%

その他 5.4%

○   実際に保護観察対象者等を雇用している協力雇用主の業種

製造業 4.1%

建設業 60.7%

サービス業 19.6%

卸小売業 1.2%

運送業 5.6%

電気・ガス・水道工事 2.1%

農林漁業 1.4%

鉱業 0.2%

その他 5.1%

【施策群４＿協力雇用主の業種及び実際に保護観察対象者等を雇用している協力雇用主の業種】

別紙２
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21,245 382 1,103 1,623 591 62,459 10,304 10,417 41,738 9,162

関係機関
との協議会
開催回数実施

回数
実施
人数

実施
回数

(自動計
算）

実施回数（内訳）

処遇協議
保護司から
の相談
への対応

自主研修
等各種情
報交換

【施策群４＿更生保護サポートセンターの運営状況】

面接実施
回数

インターンシップ

広報誌
発刊回数

新任保護
司研修
実施回数

処遇協議や保護司からの相談、
自主研修、各種情報交換等

別紙３
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　【政策番号７】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：公安調査庁】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施件数 評価書のとおり 37

実施施設数 評価書のとおり 41

動員数 評価書のとおり 608
提供先の地
方公共団体
数

評価書のとおり 23

提供件数 評価書のとおり 49

実施件数 評価書のとおり 29

参加人数 評価書のとおり 677

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

3 定性 評価書のとおり 別紙のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

定性 評価書のとおり
刊行物等を公
表し、情報発
信を行った。

定量 評価書のとおり 5,478,141

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

テロ・サイバー攻撃の動向等に関す
る情報発信状況

その他総合評価実施時に参考とする事項

・団体規制及び情報貢献に係る予算額
・公安調査庁の業務に従事する職員の性別ごとの割合
・職員の年次休暇取得日数
・職員の育児休暇取得日数、割合

安全の確保に向けた行動を国民や企業等に促す
成果目標（アウトカム）

関係機関において政策の立案・推進や法執行に活用され、被害発生の防止に資する

指標の名称 指標の定義

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕
組み -

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等
の対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組
み

-

定量 いわゆるオウム真理教に関する調
査結果の提供状況

いわゆるオウム真理教に関す
る調査結果の提供先の地
方公共団体数、提供件数

政策名 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等

目指すべき姿
（実施庁の評価：達成すべき目標）

破壊的団体等の規制に関する調査の過程で収集した情報を分析し、その成果を関係機関及び国民に提供することにより、政府
の重要施策の立案・推進等に貢献する。また、いわゆるオウム真理教に対する観察処分を実施することにより、当該団体の組織
及び活動状況を明らかにし、その危険性の増大を抑止するとともに、国民の恐怖感及び不安感の解消・緩和を図る。これらの活
動により、公共の安全の確保を図る。

施策群１・２・３ 国内外の諸動向に関する情報の収集・分析／破壊活動防止法及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律
に基づく団体規制／我が国の公共の安全に影響を及ぼし得る情報の関係機関及び国民への提供

成果目標（アウトカム）

指標の名称 指標の定義

調査、処分請求等の関係法令に基づく手続を適切に実施する
いわゆるオウム真理教に対する観察処分を適正・厳格に行う

指標の名称 指標の定義

先端技術等を標的とした懸念動向、サイバー攻撃の予兆、国際テロに関する不穏動向等を早期に把握・共有する

活動目標（アウトプット）

地域住民との意見交換会等で寄
せられた声

いわゆるオウム真理教に関する地域住民
との意見交換会等において寄せられた声

いわゆるオウム真理教に対する立
入検査の実施状況

定量2
団体規制法に基づいて実施
した立入検査の実施件数、
実施施設数、動員数

2

公安調査庁HPの総アクセス件数

1

いわゆるオウム真理教に関する地
域住民との意見交換会の実施状
況

2
いわゆるオウム真理教に関す
る地域住民との意見交換会
の実施件数、参加人数

定量

いわゆるオウム真理教などの破壊的団体等の活動状況を明らかにし、その危険性の増大を抑止する

公表した刊行物
「内外情勢の回顧と展望」
「国際テロリズム要覧」

施策群１・３ 国内外の諸動向に関する情報の収集・分析／我が国の公共の安全に影響を及ぼし得る情報の関係機関及び国民への提供

活動目標（アウトプット）
テロやサイバー攻撃等、公共の安全を脅かす動向への注意を喚起する
技術・データ・製品等の保護に必要な情報を企業等に発信し、保護に向けた取組を促進する

指標の名称 指標の定義
テロ等の暴力主義的破壊活動に対する国民の恐怖感や不安感が解消、緩和される
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別紙

令和５年度 意見交換会等で寄せられた声
○今後も公安調査庁、警察、市、県及び地域住民が一体となって活発な議論と情報共有をお願いしたい。

○公安調査庁には頻繁に情報交換をしていただき、緊密に連携できているため、今後も我々との意見交換会
を続けてほしい。
○教団が建物の中で何をやっているか全く分からないため、恐怖感・不安感が消えることはない。我々地域
住民のためにも、教団施設に対する監視を強化してほしい。
○近隣住民として一番の不安は、団体が秘密裏に、サリン製造などの危険な活動をしているのか否かであ
る。団体の情報を知るためにも、これからも意見交換会を定期的に開催してほしい。
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　【政策番号８】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：民事局】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

9,746,221 9,759,243

1,617,728 1,691,607

184,118,266 187,745,305 

39,633,764 39,772,126

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 定量 100,792 110,417

2 定量 13,185 20,598

2 定量 1906

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

20 20

3 3

2.5 2.3

3 定量 2,076 1,925

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

4 定量 130,279 142,337

4 定量 55,937 61,655

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

9 定量

設立登記手続の利便性の向上
会社・法人の本人確認のデジタルによる完結

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

10 定性 別紙１のとおり

政策名 民事行政の適正円滑な実施

目指すべき姿 登記・戸籍・国籍・供託など民事行政に関する各制度を整備し、その手続を適正・円滑に処理することで、取引の安全と円滑を確保す
るとともに、国民の財産上及び身分上の権利を保護する。

施策群１ 登記事務の適正円滑な実施

活動目標①（アウトプット） 登記事務の適正円滑な実施

指標の名称 指標の定義

1 定量 登記の申請状況

不動産登記申請件数

商業・法人登記申請件数

指標の名称 指標の定義

長期相続登記等未了土地解消
事業の実施状況

長期相続登記等未了土地解消事業を
終結した件数（累計）

表題部所有者不明土地解消事
業の実施状況

表題部所有者不明土地（変則的な登
記がされている土地）の解消事業を終
結した件数（累計）

相続土地国庫帰属制度の利用状
況 相続土地国庫帰属制度の申請筆数

1 定量 登記事項証明書の請求状況

不動産登記事項証明書等の請求件数

商業・法人登記事項証明書等の請求
件数

活動目標②（アウトプット） 所有者不明土地等対策の着実な実施

指標の名称 指標の定義

筆界特定制度の利用状況 筆界特定申請件数（年計）

設立登記の円滑な処理
商業登記電子証明書の普及

活動目標③（アウトプット） 筆界の明確化に係る施策の着実な実施

指標の名称 指標の定義

3 定量 法務局地図作成事業における作
業実施面積

従来型登記所備付地図作成作業が完
了した面積（平方キロメートル）

大都市型登記所備付地図作成作業が
完了した面積（平方キロメートル）

震災復興型登記所備付地図作成作業
が完了した面積（平方キロメートル）

所有者不明土地の発生抑制

指標の名称 指標の定義

設立に関する登記の申請状況 設立に関する登記申請件数

商業登記電子証明書の申請件数 商業登記電子証明書の申請件数（年
計）

成果目標①（アウトカム）
土地取引の円滑化

成果目標②（アウトカム）

指標の名称 指標の定義

会同で寄せられた現場の声 会同を通じて参加者から出された意見等
の内容

相続登記の状況 相続登記の申請件数（年単位）

活動目標④（アウトプット）
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定量 1,484 1,316

5 定量 1,550 1,494

5 定量 82% 79%

5 定量 485 410

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定量 9,023 9,836

6 定量 許可 7059
不許可 686

許可8,800
不許可813

6 定量 861 891

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

11 定量 763 768

11 定性 別紙２のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

12 定性 別紙３のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

7 定量 75.48 76.45

7 定量 63.35 63.64

7 定量 84.35 85.21

7 定量 48.87 50.16

7 定量 30.99 33.95

7 定性

登記事項証明書
の添付省略を推進
するための取組を
行った（詳細は別
紙４を参照）。

7 定性 別紙５のとおり

施策群２ 戸籍・国籍事務の適正円滑な実施

市区町村に対する現地指導の実
施回数

法務局・地方法務局の戸籍事務担当
職員が市区町村役場へ赴き実施した事
務指導の回数

市区町村に対する現地指導の実
施割合

法務局・地方法務局による現地指導を
行った市区町村数を総市区町村数で除
した値

無戸籍者の解消数 無戸籍状態が解消された者の数

活動目標①（アウトプット）
市区町村の戸籍事務に従事する職員の知識習得
無戸籍者の情報の把握及び戸籍への記載

指標の名称 指標の定義

戸籍事務に係る市区町村からの受
理又は不受理の照会件数

戸籍事務に係る市区町村からの受理又
は不受理の照会件数

帰化許可者数及び不許可者数
帰化許可申請をした者のうち、帰化が許
可された者及び不許可となった者の数
（年計）

国籍取得者数 届出により日本国籍を取得した者の数
（年計）

成果目標①（アウトカム）
戸籍事務の法令適合性及び全国統一性の確保
無戸籍者の解消

活動目標②（アウトプット） 帰化許可・不許可の処分及び国籍取得届の受理・不受理の実施

指標の名称 指標の定義

帰化許可申請者数 帰化許可の申請者数（年計）

会同又は協議会を通じて寄せられ
た声

会同又は協議会を通じて参加者から出
された意見等の内容

成果目標②（アウトカム） 日本国民としての法的地位の確立

指標の名称 指標の定義

指標の名称 指標の定義

未解消の無戸籍者の数 把握している無戸籍者のうち未解消者の
数

指標の名称 指標の定義

登記申請のオンライン利用状況

不動産登記申請のオンライン利用率
（％）

商業・法人登記申請のオンライン利用率
（％）

登記事項証明書請求のオンライン
利用状況

不動産登記事項証明書等のオンライン
請求率（％）

商業・法人登記事項証明書等のオンラ
イン請求率（％）

会同等で寄せられた現場の声 会同等を通じて参加者から出された意見
等の内容

施策群３ 社会情勢への対応

活動目標①（アウトプット）
登記・供託手続のオンライン利用促進
登記・戸籍情報の行政機関間連携の実現

供託手続のオンライン利用状況 供託手続のオンライン利用率（％）

登記情報の行政間連携 登記情報の行政間連携の実施状況

マイナンバー制度に基づく戸籍情報
の連携

マイナンバー制度に基づく戸籍情報の連
携状況
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

8 定量 3,448 4,996

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

13 定性 別紙のとおり 別紙６のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

14 定性 別紙７のとおり

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

遺言書情報証明書の交付請求、遺言
書の閲覧請求及び遺言書保管事実証
明書の交付請求件数の合計件数

活動目標②（アウトプット） 相続手続の円滑化施策の着実な実施

指標の名称 指標の定義

その他総合評価実施時に参考とする事項
・民事行政に係る予算額
・法務局の職員定員
・法務局の職員における男女別の割合

遺言書保管制度の利用状況

成果目標②（アウトカム）

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕組
み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等の
対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

遺言書保管制度利用者の声 遺言書保管制度の利用者に対するアン
ケート結果

登記オンライン申請システムに関す
る国民の声

登記オンライン申請システムの利用者へ
のアンケート結果

相続手続の円滑化

指標の名称 指標の定義

成果目標①（アウトカム） 法務局の各種手続のアクセス性や利便性の向上

指標の名称 指標の定義
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 会同を通じて参加者から寄せられた声

 

 〇会同等の名称：令和５年度法務局・地方法務局首席登記官会同

 〇開 催 日：令和５年９月２５日（月）

 〇出 席 者：法務局・地方法務局首席登記官

 

　　上記会同等において、法務局ホームページの改善による利用者の利便性向

　上などについて意見交換を実施し、その意見を踏まえ、改善を図った。

 別紙１

「８　民事行政の適正円滑な実施」中、指標１０の別紙
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 会同又は協議会を通じて寄せられた声

 

 ○会同等の名称：第１３回無戸籍者ゼロタスクフォース

 ○開催日：令和６年３月３日（金）

 ○出席省庁：総務省、文部科学省、子ども家庭庁

 ○オブザーバー：日本弁護士連合会、最高裁判所

 

 １　当省側から説明した事項

①情報の集約、②無戸籍の状態の解消のための丁寧な対応、③関係機関等

 の連携を柱として無戸籍問題の解消に取り組んでいることを説明した。

また、無戸籍問題の背景となってきた嫡出推定制度を見直した民法等の一

 部を改正する法律（令和４年法律第１０２号）についての説明も行った。

 

 ２　関係省庁からの説明

無戸籍者であっても各種行政サービスが受けられるよう制度面を整えてい

 るとの説明があった。

 

 ３　課題としてあげられた内容

無戸籍者解消に必要な費用負担が課題となっていることから、公費で対応

できないかという指摘があった。

 　別紙２
 「８　民事行政の適正円滑な実施」中、指標１１の別紙
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 会同又は協議会を通じて寄せられた声

 

 ○会同等の名称：令和５年度法務局・地方法務局戸籍・国籍課長会同

 ○開催日：令和５年９月７日（木）

 ○出席者：法務局・地方法務局担当課長

 

上記会同において、帰化許可申請事件の調査、事実認定及び許否意見を付

 すに当たっての留意点について協議した。

 

 　別紙３
 「８　民事行政の適正円滑な実施」中、指標１２の別紙
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 登記情報システムに係るプロジェクトの

推進について 

（登記事項証明書添付省略に関する実施計画） 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月 29 日改定 

デジタル庁 

法務省 

別紙４
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第一章 登記事項証明書の添付省略に関する取組の経緯 

   我が国においては、かねてより、行政機関等への各種手続の添付書類と

して商業・法人及び不動産の登記事項証明書を求めているものが数多くあ

り、これらの登記事項証明書の入手に係る費用・時間等が利用者の負担と

なってきた。 

この問題に対処するため、法務省は、各種手続において登記事項証明書

の添付省略を図るための取組として、「登記・法人設立等関係手続の簡素

化・迅速化に向けたアクションプラン」（平成28年10月31日CIO連絡会議

決定）及び「デジタル・ガバメント実行計画」（平成30年７月20日デジタ

ル・ガバメント閣僚会議決定。令和２年12月25日改定）に基づき、商業・

法人及び不動産の登記情報について、2020年（令和２年）10月に、国の行

政機関との間の登記情報連携1の運用を開始した。 

2021 年（令和３年）９月のデジタル庁発足後、同年 12 月に、デジタル・

ガバメント実行計画に代わり、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（同

月 24 日閣議決定）が策定された。この重点計画において、登記事項証明書

の添付省略は、法務省とデジタル庁が共同で進める登記情報システムに係

るプロジェクトとして取り組むものとされ、具体的には、デジタル庁及び法

務省は、利用者において行政機関等への各手続のための登記事項証明書の

入手に係る費用・時間等が負担となっているという課題に対し、行政機関間

の情報連携システムの活用により、利用者の各手続に係る負担を低減すべ

く、連携先である各行政機関のニーズを踏まえ、必要に応じて登記情報シス

テムを改修するなどして利便性の向上を図ることとされている。 

こうした中、地方公共団体の手続についても、地方分権改革に関する提案

募集において、複数の地方公共団体から登記事項証明書の添付省略に関す

る要望が寄せられたことなどから、デジタル庁は、法務省の協力を得て、地

方公共団体を含めた行政機関間の登記情報連携の仕組みの在り方について

検討するため、2021 年度（令和３年度）に、地方公共団体において登記事

項証明書の提出を求めている各種手続の実態等に関する調査（以下「令和３

年度実態調査」という。）を行った。 

デジタル庁及び法務省は、令和３年度実態調査の結果を踏まえ、地方公共

団体を含めた行政機関間の登記情報連携の仕組みの在り方について検討し、

 
1 法令に基づき申請等に添付することが規定されている登記事項証明書について、その

添付を省略することを目的に、行政機関等が登記情報連携システムを利用して、商業・

法人又は不動産の登記情報を取得すること。なお、本文中では、登記情報連携システム

を利用して登記情報を取得する仕組みそのものを指して登記情報連携と記載している

場合がある。 

- 160 -



2 

 

その結果として、2022 年（令和４年）３月に、登記情報連携に係る課題及

び今後取り組むべき内容を「登記事項証明書添付省略に関する実施計画」

（以下「実施計画」という。）として取りまとめ、2022 年度（令和４年度）

以降、実施計画に基づき、登記事項証明書の添付省略を推進するための取組

を行っている。 

2023 年度（令和５年度）の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（2023

年（令和５年）６月９日閣議決定）においては、添付書類の省略の実現に至

っていない国の行政手続については、引き続き、法務省は、デジタル庁と連

携し、各府省庁に対する登記情報連携の利用の促進に係る働きかけを継続

することとされ、他方、地方公共団体については、2023 年（令和５年）２

月から開始された一部の地方公共団体を対象とした登記情報連携の先行運

用を概念実証として活用するとともに、地方公共団体における登記情報連

携の全国的な利用拡大に向け、拡大に伴う効果、影響等に関する調査・分析

を 2023 年度（令和５年度）中に実施し、その結果に基づき、必要な措置に

ついて検討することとされている。 

 

第二章 国の行政機関における添付省略の取組 

1. 実施計画に基づくこれまでの取組 
2020 年（令和２年）３月 31 日時点では、登記事項証明書の添付を求める

こととなっている法令に基づく国の行政手続のうち、登記事項証明書（商

業・法人）について約 1,700 種類、登記事項証明書（不動産）について約 240

種類の手続において、添付書類の省略を実施予定又は実施可能とされてい

たところ、2020 年（令和２年）10 月に国の行政機関との間の登記情報連携

の運用が開始された後、実際に登記情報連携の利用が開始されたのは、2021

年（令和３年）10 月末時点で、登記事項証明書（商業・法人）では 824 種

類、登記事項証明書（不動産）では 53 種類の手続となっており、添付省略

の実現に至っていない手続が多数存在していた。 

このような状況を踏まえ、法務省は、2022 年（令和４年）３月以降、デ

ジタル庁と連携し、実施計画に基づき、登記事項証明書の添付を求めている

手続のうち、申請件数が多い手続を所管する省庁を対象に登記事項証明書

の添付省略に係る検討状況の確認を行い、更に添付省略の実施時期が未定

の省庁については、手続の実態等に係るヒアリングを実施するなど、登記情

報連携の利用促進のための働きかけを継続的に実施してきた。 
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その結果、2023 年（令和５年）時点2で、登記事項証明書の添付を求める

こととなっている法令に基づく国の行政手続のうち、登記事項証明書の添

付省略又は不要化3を実施している手続の割合（申請件数ベース）は、登記

事項証明書（商業・法人）で約７６％、登記事項証明書（不動産）で約９５％

となった。 

 
 

 

 
2 行政手続等の棚卸結果（令和３年度調査）及び 2023 年（令和５年）６月にデジタル庁

が関係省庁に対して実施した登記事項証明書の添付省略の実施状況に関する調査の結

果を踏まえ、集計を行ったもの。 
3 不要化とは、例外的な条件により、書類を求める場合が併存しているものの、添付書

類の必要性の精査や業務の見直しによって、特段の代替措置を講ずることなく、添付が

不要となっている場合を指す。 

添付省略・不要化
76%

未実施
24%

【図１】登記事項証明書の添付省略・不要化の割合
（商業・法人）

添付省略・不要化 未実施

添付省略・不要化
95%

未実施
5%

【図２】登記事項証明書の添付省略・不要化の割合
（不動産）

添付省略・不要化 未実施
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2. 今後の取組 

2024 年（令和６年）10 月には、自動車の変更登録に係る手続において登

記情報連携の利用が開始される予定であり、また、2025 年度（令和７年度）

中には、自動車特定整備事業者の氏名等の変更届出及び自動車特定整備事

業の譲渡の届出に係る手続において登記情報連携の利用が開始される予定

である。 

法務省は、引き続き、デジタル庁と連携し、添付省略の実現に至っていな

い国の行政手続について、登記情報連携の利用促進のための働きかけを行

い、登記事項証明書の添付省略を推進する。 

 

第三章 地方公共団体における添付省略の取組 

1. 登記情報連携の先行的な実施に関する取組 
（1） これまでの取組 

令和３年度実態調査において、地方分権改革に関する提案募集におい

て登記事項証明書の添付省略に関する提案4（追加共同提案を含む。）を行

った 22 の地方公共団体5を対象に、登記事項証明書の添付を求めている各

種手続の実態等についての標本調査（アンケート形式）を実施したところ、

登記事項証明書の添付を求めている手続に係る年間の申請件数は、登記

事項証明書（商業・法人）の場合、都道府県で平均 30,318 件、市で平均

6,298 件であり、登記事項証明書（不動産）の場合、都道府県で平均 6,250

件、市で平均 2,356 件であった。 

 
4 【令和元年の地方分権改革に関する提案募集の管理番号 157】 

提案事項：許認可事務における法人登記簿謄本（登記事項証明書）の省略 

具体的な内容：法律や施行規則で法人登記簿謄本（登記事項証明書）の添付が求めら

れているものについては、申請を受ける自治体側が内容を確認できれば、法人登記簿謄

本（登記事項証明書）の添付を不要とし、内容確認の手段として自治体が登記情報提供

サービスを利用する際には、登記手数料及び協会手数料の支払いに係る義務付けの廃止

を求める。 

 【令和３年の地方分権改革に関する提案募集の管理番号 21】 

提案事項：指定給水装置工事事業者の指定に関する手続の見直し 

具体的な内容：指定給水装置工事事業者の指定に関する手続に当たり、登記事項証明

書又は住民票の写しの書面提出によらずに、例えばマイナンバー制度における情報連携

等により電子上での内容確認が可能となるよう、必要な措置を講じること。 
5 北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、滋賀県、大阪府、兵庫県、和

歌山県、鳥取県、島根県、徳島県、福岡県の 14 都道府県、旭川市、ひたちなか市、桐

生市、川崎市、新潟市、堺市、神戸市、広島市の８市 
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このように、上記の 22 の地方公共団体において、法令で登記事項証明

書の添付を求めている手続が多く存在することが確認された結果、全国

規模では、登記事項証明書の添付を求めている手続が相当数に上り、登記

事項証明書の添付に伴う利用者の負担が生じていることが明らかになっ

た。 

そこで、デジタル庁及び法務省は、2022 年（令和４年）３月の実施計

画において、2022 年度（令和４年度）から、まずは複数の地方公共団体

において、商業・法人及び不動産の登記情報について登記情報連携を先行

的に実施することを定めた。 

デジタル庁及び法務省は、実施計画に基づき、上記の 22 の地方公共団

体の中から、区分（都道府県、政令指定都市、特別区、市町村（政令指定

都市を除く。））や人口規模等を考慮し、広島市、東京都、和歌山県、ひた

ちなか市、川崎市（以下、併せて「先行５団体」という。）を選定し、2023

年（令和５年）２月以降、順次、登記情報連携の利用を先行的に開始した

ところ、利用開始後の先行５団体へのヒアリング等を通じ、現在までに、

先行５団体における登記情報連携の利用に関しては、以下の課題が明ら

かになっている。 

【課題】 

  登記情報連携の利用開始により登記事項証明書の添付を省略する

ことが可能となった手続において、依然として、登記事項証明書が添

付されてしまう例がある。 

  登記事項証明書の添付を求めている手続のうち、登記情報連携の利

用が開始されていない手続が依然として多数存在する。 

（2） 今後の取組 

先行５団体における課題を踏まえ、今後、登記事項証明書の添付省略を

更に推進するため、以下の対応を行うこととする。 

ア. 登記事項証明書の添付を省略可能となった手続において登記事項証

明書が添付されてしまうことへの対応 

地方公共団体は、①登記情報連携の利用開始前に、利用者への十分な

周知期間を確保するとともに、利用開始後も、登記事項証明書を添付し

た利用者に登記事項証明書の添付が不要であることを個別に案内する

ほか、研修による周知等の多様な周知方法を検討する。また、②各手続

の実情に応じて、定期的に、対象手続における添付省略の実施状況を確

認し、当該結果を基に、登記事項証明書が添付されてしまう原因を分析

し、解決策を実施する。 
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なお、デジタル庁及び法務省は、必要に応じ、地方公共団体に対し、

登記情報連携の利用状況等を確認し、①課題の解決に向けた支援（個々

の課題解決への助言、課題解決の好事例の紹介等）を行うほか、②関係

省庁と協力し、手続所管省庁による登記情報連携の利用促進のための

働きかけや国の行政機関の窓口での添付省略の案内などの支援策を検

討する。 

イ. 登記事項証明書の添付を求めている手続において、登記情報連携の利

用が開始されないことへの対応 

 地方公共団体は、デジタル施策の担当部署において、登記情報連携の

利用を開始していない手続について、①当該手続の所管部署（原課）に

対し、各手続の実情に応じて、定期的に、登記情報連携の利用に向けた

周知及び働きかけ（導入事例の紹介等）を行うとともに、②定期的に、

原課の利用検討状況を確認し、登記情報連携を利用しない原因を分析

し、解決策を実施する。 

なお、デジタル庁及び法務省は、必要に応じ、地方公共団体に対し、

登記情報連携の検討状況、（利用を開始した場合には）利用開始を決め

た理由、（利用していない場合には）利用しない理由とその解決策の検

討状況等を確認し、前記アと同様に、①課題の解決に向けた支援を行う

ほか、②関係省庁と協力して支援策を検討する。 

2. 全国的な利用拡大に向けた取組 
（1） これまでの取組 

 令和３年度実態調査の結果、１つの地方公共団体においても数万単位

の利用が想定されるなど、将来的に登記情報連携システムが利用され得

る件数は相当数に上ることが確認され、全ての地方公共団体で登記情報

連携を利用した場合には、現行の登記情報連携システムにおいて想定し

ていた処理件数を上回り、その結果としてリソースが不足する可能性が

あることが明らかとなった。他方、令和３年度実態調査は、22 というご

く一部の地方公共団体における標本調査であり、その結果のみでは全国

における将来的な利用件数の規模など、登記情報連携システムにおける

精緻な性能設計に必要な情報が把握できない状況にあった。 

そのため、デジタル庁及び法務省は、2022 年（令和４年）３月の実施

計画において、2023 年度（令和５年度）までには全国的な利用拡大に当

たって必要となるリソースに関する調査・分析を行うことを定め、2023 年

（令和５年）６月から 10 月にかけて、①地方公共団体の区分や人口規模
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を考慮して選定した約 200 の地方公共団体6を対象に、登記事項証明書の

確認が必要な手続に関するアンケート調査、②①の団体のうち約 20 の団

体を対象に、登記事項証明書の添付省略に関する要望、課題等に関するヒ

アリング調査を実施した。 

ア. アンケート調査の結果 

アンケート調査では、組織別・月別・時間帯別等毎に、登記事項証明書

の添付を求めている手続の申請件数・ピーク値を調査したところ、多数の

団体から一定の回答が得られた一方で、地方公共団体側で申請件数等を

把握していないなどの理由により、実態について回答が得られなかった

手続も相当数存在した。このため、アンケート調査の結果は、そのままで

は全国的な利用拡大に向けたシステム性能の設計に用いるのに必ずしも

十分な粒度及び精度に達しておらず、デジタル庁及び法務省においては、

今後、この調査結果を活用しつつ、更に、利用件数の規模についてより精

緻な推計を行っていく必要がある。 

イ. ヒアリング調査の結果 

ヒアリング調査では、主として、以下のような実情、要望等が明らかと

なった。 

  複数の地方公共団体において、住民や事業者といった利用者から、

手続に際して「登記事項証明書を含む書類の準備が大変」などの相談

を受けていることが明らかとなり、利用者からも添付書類の簡素化を

求める声があることが確認された。 

  他方で、登記情報連携を利用して登記情報の検索、確認等を行うこ

とにより、職員の業務負荷が増加するのではないかといった不安の声

が複数寄せられた。また、公用請求による登記事項証明書の取得（職

員による登記情報取得）が必要な手続における登記情報連携の利用

（添付省略とは異なる目的での登記情報連携の利用）に係る要望が多

数寄せられた。 

（2） 今後の取組 

ア. 基本的な方針 

現在、地方公共団体では、先行５団体のみに限定して登記情報連携が

利用されているにとどまるのに対し、2022 年（令和４年）３月の実施

計画策定の前後を通じ、地方分権改革に関する提案や個別の要望とし

て、複数の地方公共団体からデジタル庁に対して登記事項証明書の添

 
6 具体的には、区分と人口規模を考慮し、47 の都道府県、20 の政令指定都市、23 の特

別区、118 の市町村（人口規模 10 万人以上：50、５万人～10 万人：47、１万人～５万

人：11、１万人未満：10）を選定し、標本調査を実施した。 

- 166 -



8 

 

付省略に関する要望が寄せられ、その団体の数は、現在までに、先行５

団体を含めて合計で 30 を超えている。 

 こういった経過に鑑み、2024 年度（令和６年度）以降、登記情報連

携の利用対象団体を更に拡大することとする。 

イ. 具体的な取組内容 

そこで、デジタル庁及び法務省においては、これまでの調査で把握し

た登記事項証明書の添付省略に関する課題、懸念及び要望を踏まえ、全

国的な利用拡大に向けて、①2023 年（令和５年）の前記アンケート調査

で把握した情報及び利用団体へのヒアリング調査から得られた情報を活

用し、システムの性能設計を行うために必要な情報の更なる精緻化を行

うとともに、②前記ヒアリング調査で複数の地方公共団体から寄せられ

た職員の業務負荷に係る不安を払拭するための方策について引き続き検

討を行い、また、多数の要望が寄せられた公用請求による登記事項証明

書の取得が必要な手続への対応について速やかに検討を進めることとす

る。 

 これらの検討を行いつつ、デジタル庁及び法務省は、③2024 年度（令

和６年度）も引き続き、現行の登記情報連携システムで対応可能な範囲

内で、登記情報連携の利用対象団体の拡大を行うこととする。なお、こ

の利用拡大は、先行５団体で出た課題や上記ヒアリング調査で把握した

要望、懸念等を踏まえ、以下のとおり行うこととする。 

(ア) 対象手続 
従来同様、法令により、登記事項証明書の添付を求めている手続を

対象とする。 

(イ) 利用開始までの手順 
① 候補団体の選定 

デジタル庁及び法務省は、地方分権改革に関する提案等におい

て、過去にデジタル庁に対して登記事項証明書の添付省略に関す

る要望を出した地方公共団体を対象に、登記情報連携の利用希望

調査を実施し、当該調査を基に、登記情報連携の利用見込み件数等

を勘案し、候補団体を選定する。 

② 説明会の実施、対象団体の決定等 

デジタル庁及び法務省は、候補団体に対して、個別に説明会を実

施し、資料を用いて利用開始手順の詳細や先行事例等を説明する。

その上で、候補団体に対し、利用意思があること及び以下の対応が

可能であることを確認した上で、対象団体を決定する。 
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 2024 年度（令和６年度）中に登記情報連携の利用を開始するこ

と。 

 登記情報連携の利用申請を行う全ての手続において登記情報連

携の利用を開始すること。 

 利用を開始した手続について、定期的に、手続ごとの利用件数及

び登記事項証明書が添付された件数等を把握し、登記事項証明

書の添付が続く場合は解決策を講じること。 

 必要に応じて、デジタル庁及び法務省のヒアリングや調査に応

じること。 

③ 作業計画の策定 

対象団体は、作業計画（利用する手続、利用見込み件数、利用開

始スケジュール並びに利用者への周知期間・内容等）を策定する。 

④ 利用開始に向けた準備 

対象団体は、作業計画に基づき、利用開始に向けて必要な準備を

行った上で、法務省に登記情報連携の利用申請を行う。また、登記

情報連携を利用予定の手続において登記事項証明書の添付が不要

となることを利用者に周知する。 

(ウ) 利用開始後の対応 
利用開始後、対象団体は、各手続の実情に応じて、定期的に、対象

手続における添付省略の状況を確認し、登記情報連携の利用を開始

した手続においてなお登記事項証明書が添付されてしまう事例があ

る場合には、その原因を分析して解決策を実施する。 

なお、デジタル庁及び法務省は、①必要に応じて、対象団体に利用

状況等を確認し、各種の支援（個々の課題解決の助言、他の団体の好

事例の紹介等）を実施するほか、②関係省庁と協力し、手続所管省庁

による登記情報連携の利用促進のための働きかけや国の行政機関の

窓口での添付省略の案内などの支援策を検討する。 

（3） 新たな情報連携機能を活用した取組 

デジタル庁は、法務省と連携し、登記情報を公的基礎情報データベース

（ベース・レジストリ）として整備するとともに、当該公的基礎情報デー

タベースの利用を促進するための改善を行うこととし、そのための検討

を進めている。 

こうした検討の中、2023 年（令和５年）11 月 22 日開催のデジタル関係

制度改革検討会（第 1 回）において、新たな情報連携機能を構築し、2025
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年度（令和７年度）以降、新たな情報連携機能を活用した申請・届出時に

おける登記事項証明書の添付省略を順次拡大する方針を示した7。 

2025 年度（令和７年度）以降、デジタル庁は、法務省と連携し、現行

の登記情報連携とは異なる新たな情報連携機能の仕組みの中で、当該公

的基礎情報データベースを整備・改善していくことを通じて登記事項証

明書の添付省略を推進していくことを予定している。 

 
7 デジタル庁 web サイト デジタル関係制度改革検討会（第１回） 資料３「ベー

ス・レジストリの整備及びその利用を促進するための改善について」 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources

/4502f325-1144-466d-847c-72ec3890645e/1ff4d613/20240221_meeting_digital-

system-reform_outline_01.pdf 

ここにテキストを入力
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 マイナンバー制度に基づく戸籍情報の連携状況

 

 １　 事務の概要

　 　 マイナンバー制度に基づき戸籍関係情報を連携することにより、あらかじめ利

用を認められた行政手続において戸籍証明書等の添付省略を実現するものであ

 る。

 ２　 連携の状況について

令和５年度においては、情報連携を円滑に開始するための準備作業として、情

報連携対象の行政手続を所管する主務省庁と調整の上、情報連携を予定してい

る情報照会者である行政機関との間で、令和５年７月から同年１２月までの間に情

 報連携試験を実施した。

　 この情報連携試験を適切に実施し、関係行政機関とのシステムを介した情報連

携が可能であることを確認した上で、令和６年３月から実際の運用における負荷を

 想定した試行運用としての情報連携を開始したところである（※）。

 

　 ※令和６年７月末までは試行運用期間であり、同年８月から本格運用を開始す

 る。

 

 　別紙５
 「８　民事行政の適正円滑な実施」中、指標７の別紙
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 オンライン登記申請等に関するアンケート調査結果について

 

 ○実施期間：令和５年１１月１日～令和５年１１月３０日

 ○アンケート対象者：登記申請や登記事項証明書の請求を行ったことがある者

 ○回答数：１，６０８件

 

 １　オンライン申請用総合ソフトの操作のしやすさに対する満足度

 満足・・・・・・・・１８．９６％　

 やや満足・・・・・・４４．７０％

 どちらともいえない・２１．４９％

 やや不満足・・・・・　８．３６％

 不満足・・・・・・・　６．４９％

 

 ２　オンライン申請を行ったことで負担が軽減された点（特に多かった意見）

 ①移動時間の削減

 ②作業時間の削減

 ③費用の削減

 

 ３　オンライン申請を行ったことで負担が増加した点（特に多かった意見）

 ①操作が分かりにくい

 ②入力作業等、作業時間の増加

 ③ 添付作業が手間PDF

 

 

 　別紙６
 「８　民事行政の適正円滑な実施」中、指標１３の別紙
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 別紙７ 
「８ 民事行政の適正円滑な実施」中、指標１４の別紙 

遺言書保管制度の利用者に対するアンケート調査結果について  

 

○実施期間：令和５年４月３日～令和６年３月２９日  

○アンケート対象者：遺言書保管申請者  

○回答数：１６，２３５件  

 

１ 遺言書保管制度のメリット（複数回答可）  

遺言書の検認が不要となるから・・・・・・・・・４６％  

遺言書紛失や改ざん防止のため・・・・・・・・・３４％  

死亡後に遺言があることの通知制度があるから・・３３％  

 

２ 遺言書保管制度を利用しようと思ったきっかけ  

遺産分割で争いになるのを避けたい・・・・・・・４４％  

- 172 -



　【政策番号９】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：人権擁護局】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

中学校等の数 評価書のとおり 6,494

総応募者数 評価書のとおり 761,947

実施回数 評価書のとおり 15,954

総参加者数 評価書のとおり 986,672

実施回数 評価書のとおり 1

総参加者数 評価書のとおり 704

実施回数 評価書のとおり 2

総参加者数 評価書のとおり 1,253

1 定量 評価書のとおり －

1 定量 評価書のとおり 3,953,110

インプレッ
ション数 評価書のとおり 641,069,533

クリック数 評価書のとおり 1,268,579

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定性 評価書のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 定量 評価書のとおり 51.4

3 定量 評価書のとおり 7,511

指標の種類 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

3 定量 評価書のとおり 176,053

3 定量 評価書のとおり 19,251

3 定量 評価書のとおり 15,142

3 定量 評価書のとおり 16,124

3 定量 評価書のとおり 11,166

3 定量 評価書のとおり 12,281

活動目標（アウトプット）

指標の名称 指標の定義

国民の人権に関する関心や理解の度合いに応じ、効果的・効率的に人権啓発を実施する

法務省ホームページの人権啓発等
に関するページのアクセス件数

法務省ホームページの人権啓発等に関
するページのアクセス件数

1 定量 人権作文応募校数・総応募者数
全国中学生人権作文コンテ
ストに応募した中学校等の
数及び総応募者数

1 定量 人権教室実施回数・総参加者数 人権教室の実施回数及び
総参加者数

政策名 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防

目指すべき姿 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防を図るなど、国民の人権の擁護を積極的に行うことで、全て
の人々の人権が尊重される社会の実現に寄与する。

施策群１ 人権啓発

「こどもの人権110番」による相談
件数

法務省の人権擁護機関が取り扱った「こ
どもの人権110番」による相談件数

「女性の人権ホットライン」による相
談件数

法務省の人権擁護機関が取り扱った
「女性の人権ホットライン」による相談件
数

インターネットによる相談件数 法務省の人権擁護機関が取り扱ったイ
ンターネットによる相談件数

SNSによる相談件数 法務省の人権擁護機関が取り扱った
SNSによる相談件数

特設人権相談所等における相談
件数

法務省の人権擁護機関が取り扱った特
設人権相談所等における相談件数

成果目標（アウトカム） 関心・理解の度合いが低い層に対し、人権問題についての興味・関心を呼び起こすとともに、理解を深め、高い層に対しては、人権問
題についての理解を更に深める

指標の名称 指標の定義

1 定量 バナー広告インプレッション数・クリッ
ク数

法務省ホームページの人権
啓発等に関するページへリン
クするバナー広告のインプレッ
ション数・クリック数

人権擁護に関する世論調査の結
果 人権擁護に関する世論調査の結果

施策群２・３ 人権相談／人権侵犯事件の調査救済

活動目標①（アウトプット）
児童虐待、DVなど身近な者にも助けを求めがたい被害者を含む全ての人にとってアクセスしやすい相談体制を構築する
人権擁護委員による地域に根ざした活動を通じて、地域住民から寄せられる相談に対応する

指標の名称 指標の定義

モニター調査による人権相談窓口
の認知度

モニター調査による人権相談窓口の認
知度

法務省の人権擁護機関が取り
扱った相談件数

法務省の人権擁護機関が取り扱った相
談の件数

指標の名称 指標の定義

「こどもの人権SOSミニレター」によ
る相談件数

法務省の人権擁護機関が取り扱った「こ
どもの人権SOSミニレター」による相談件
数

人権啓発動画の再生回数 動画共有サイト上で提供している人権
啓発動画の再生回数

人権啓発指導者養成研修実施
回数・総参加者数

人権啓発指導者養成研修
の実施回数及び総参加者
数

1 定量 人権シンポジウム実施回数・総参
加者数

人権シンポジウムの実施回
数及び総参加者数

1 定量
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指標の種類 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

4 定量 評価書のとおり 8,962

4 定量 評価書のとおり 1,350

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定性 評価書のとおり

指標の種類 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

6 定量 評価書のとおり 8,629

6 定性 評価書のとおり

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

新規救済手続開始件数
法務省の人権擁護機関が取り扱った人
権侵犯事件に係る新規の救済手続開
始件数

その他総合評価実施時に参考とする事項 ・人権擁護委員の人数及び平均年齢
・人権啓発及び人権相談・調査救済に係る予算額

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕
組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

救済措置を講じた具体的事例
人権侵犯事件について、法務省の人権
擁護機関が救済措置を講じた具体的
事例を紹介

人権擁護委員の声
人権相談、調査救済活動に対する人
権擁護委員の意見等をヒアリングした結
果

指標の名称 指標の定義

成果目標（アウトカム） 気軽に相談できる機会が提供されることにより、人権侵害の疑いがある事案を幅広く把握し、被害者の救済を図ることができるようにな
る

活動目標②（アウトプット） 人権侵害の疑いがある事案を把握した場合に、速やかに調査救済手続に移行し、個々の事案に応じた措置を迅速・的確に講じる

指標の名称 指標の定義

未済件数 法務省の人権擁護機関が取り扱った人
権侵犯事件に係る未済件数

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等
の対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組
み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

人権侵犯事件の処理件数 法務省の人権擁護機関が処理した件
数

指標の名称 指標の定義
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　【政策番号10】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：訟務局】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施回数 253 271

参加者数 2887 3528

実施回数 153 172

参加者数 3609 4036

2 定量 18 20

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

3 定量 2,263 2798

3 定性

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

事件数 965 1065

全体に対
する割合 0.7435 0.7779

指標の名称 指標の定義

7 定量
第一審判決のうち、審理期間が２
年以内であったものの判決数・割
合

国の利害に関係のある民事
裁判手続において、第一審
判決にいたるまでの審理期
間が２年以内だった事件数
及び全体に対する割合

民事裁判手続におけるＷＥＢ会
議の件数

国の利害に関係のある民事裁判手続に
おけるＷＥＢ会議の件数

民事裁判手続のデジタル化のため
の設備の整備状況

民事裁判のデジタル化に向けたＷｅｂ
会議室や端末等の整備状況

成果目標（アウトカム）
より迅速な訴訟対応が可能となる
訴訟の相手方の経済的・精神的な負担が軽減される

指標の名称 指標の定義

成果目標（アウトカム） 法と証拠に基づいた適切な主張立証が行われる

指標の名称 指標の定義

研修等を通じて寄せられた声 研修等を通じて参加者から出された意
見等の内容

施策群２ 裁判の迅速化への対応

活動目標（アウトプット）
業務システムの整備により、事務の効率化や処理能力を向上させる
執務環境を整備し、民事裁判手続にオンラインで参加することにより、裁判の迅速化及びデジタル化の要請に適切に対応する

2 定量 会同の実施状況 訟務事務に関する会同の実
施回数、参加者数

訟務事務調査の実施状況 訟務事務調査の実施回数

1 定量 研修の実施状況 研修の実施回数、参加者
数

政策名 国の利害に関係のある争訟の適正・迅速な処理

目指すべき姿
国の利害に関係のある訴訟の適正・迅速な処理や、行政機関が抱える法律問題について法的見地から助言・協力を行う予防司
法支援制度を通じて、国民全体の利益と個人の権利・利益との間の正しい調和や法的紛争の未然防止を図り、法律による行政
の原理の確保に寄与する。

施策群１ 訴訟追行能力の向上

活動目標（アウトプット）
職員に対して充実した内容の各種研修を行い、専門的能力を向上させる
会同等を通じて訴訟追行に必要なスキルを習得させ、事務処理能力の向上を図る

指標の名称 指標の定義
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指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

4 定量 2,878 3055

実施回数 2 1

参加者数 75 52

5 定量 0 8

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

8 定性

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

その他総合評価実施時に参考とする事項

〇訟務統計の活用
・新規事件受理件数
・事件終了件数（和解等判決以外も含む）
・未済件数
〇アンケート結果の活用
〇施策の予算額

会同、事務調査及びアンケートを
通じて寄せられた声

会同、事務調査及び予防司法支援制
度を利用した行政機関へのアンケート結
果から抽出した意見等の内容

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕
組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等
の対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組
み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

指標の名称 指標の定義

予防司法支援事件数 予防司法支援事件の件数

5 定量 会同の実施状況 予防司法支援に関する会
同の実施回数、参加者数

予防事務調査の実施状況 予防事務調査の実施回数

成果目標（アウトカム）
行政機関における法適合性が向上し、紛争の未然防止や早期解決が図られる
訟務組織において、行政機関が抱える法律問題やその争点・問題点等を事前に把握できることにより、実際に訴訟が提起された
場合、より適正・迅速に処理することが可能となる

指標の名称 指標の定義

施策群３ 予防司法支援の充実

活動目標（アウトプット）
行政機関が予防司法支援制度を認知し、利用する
行政機関と訟務組織との間で協力関係が構築される
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　【政策番号11】　政策パッケージ・フォローアップ（付属表） 【所管局部課等：法務総合研究所】

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
派遣依頼件
数 4 6

派遣人数 5 6

1 定性 別添のとおり 別添のとおり

1 定量 別紙1のとおり 評価書のとおり

起草法令等
の数 別紙2のとおり 評価書のとおり

解説書等の
作成状況 別紙2のとおり 評価書のとおり

実施回数 30 41

参加人数 2,466 評価書のとおり

実施件数 9 11

派遣人数 19 15

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 定性 別紙１のとおり

5 定量 評価書のとおり

5 定性 別紙２のとおり

5 定性 別紙３のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

開催回数 別紙3のとおり 評価書のとおり

参加人数 別紙3のとおり 評価書のとおり

2 定量 2 3

実施件数 別紙4のとおり 評価書のとおり

対象数 別紙4のとおり 評価書のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

6 定性 評価書のとおり

6 定性 評価書のとおり

支援対象国における支援を実施し
た法令等の普及・利用状況

法制度整備支援事業の支援対象国に
おける支援対象法令等や解説書等の普
及・利用状況

調査成果の活用状況 法制度整備支援事業の調査成果の活
用状況

施策群２ 法制度整備支援事業の基盤強化

指標の名称 指標の定義

各プロジェクトの活動に従事した参
加者の声

法制度整備支援事業によって実施され
たプロジェクトの参加者を対象にしたアン
ケート等の結果

定量 関係機関との会議等や広報活動
の実施状況

法制度整備支援事業の基盤
強化に係る関係機関との会議
の開催件数、広報活動の実施
件数及び対象数

指標の名称 指標の定義

人材育成研修等に参加した者の
声

人材育成研修等への参加者を対象にし
たアンケート結果

関係機関との会議等に参加した者
の声

法整備支援連絡会等への参加者を対
象にしたアンケート結果

活動目標（アウトプット）
法制度整備支援や国際法務に関心のある国際法務人材を確保、育成する
多様なニーズに応える法制度整備支援の基盤を作る

指標の名称 指標の定義

2 定量 人材育成研修等の実施状況

人材育成研修、法整備支援へ
のいざない、司法修習の選択型
プログラム及びインターンシップの
開催回数及び参加人数

調査・研究活動等の実施状況 法制度整備支援事業の基盤強化に係
る調査・研究活動等の実施状況

成果目標（アウトカム）
法制度整備支援に対する理解・関心が高まる
法制度整備支援のノウハウが国内で共有される（オールジャパンの体制構築）

2

政策名 法務行政における国際協力の推進

目指す姿
アジア諸国を中心とする開発途上国における法制度の整備を支援することにより、その持続的発展に寄与するとともに、国際連合を
始めとする国際機関と連携・協力し、刑事司法分野の課題に関する国際研修等を通じて各国の能力強化・人材育成を行い、法
の支配の確立と良い統治（グッドガバナンス）の実現に向けた取組を推進することを通じて、国際社会の平和と安全に貢献する。

施策群１ 法制度整備支援事業の実施

実施した研修やセミナーの参加者の
声

法制度整備支援事業によって実施され
た研修やセミナーへの参加者を対象にし
たアンケート等の結果

成果目標（アウトカム） 支援対象国において、基本法令とそれを運用する司法関係機関の制度が整備されるとともに、　法曹実務家等の人材が増加する

1 定量

各プロジェクトの内容等
法制度整備支援事業に係る各プロジェク
トの支援対象機関、目標、成果、実施
期間、活動概要

各プロジェクトの活動状況等 法制度整備支援事業に係る各プロジェク
トの活動状況等

調査活動の実施状況
法制度整備支援事業に関
する調査活動の実施件数及
び派遣人数

活動目標（アウトプット） 派遣した専門家等により、法令の整備、法執行機関の強化を含む法制度の運用改善、法律実務家の人材育成など
各国の実情に応じた支援を行う

指標の名称 指標の定義

1 定量 現地専門家の派遣状況
法制度整備支援事業に係
る現地専門家の派遣依頼
件数及び派遣人数

本邦研修やセミナーの実施状況
法制度整備支援事業によっ
て実施された本邦研修やセミ
ナーの実施回数、参加人数

1 定量 立法上又は実務上の課題への対
応状況

法制度整備支援事業によっ
て起草された法令等の数及
び法令等の解説書等の作
成状況

1 定量

- 177 -



指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

件数 14 10

日数 164 145

参加国数 48 55

参加人数 275 238

参加件数 20 8

参加国数 4 3

作成数 53 評価書のとおり

提供国数 6 評価書のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

会議数 2 7
参加人数 10 23
参加日数 8 21

4 定性 別紙5のとおり 別紙４のとおり

会議数 8 14
参加人数 14 23
参加日数 19 28

4 定性 別紙5のとおり 別紙４のとおり

指標の種類 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

イベント数 2 評価書のとおり

規模 199 評価書のとおり

7 定量 2 評価書のとおり

8 定量 評価書のとおり

8 定量 32 35

（関係する施策群）

（関係する施策群）

（関係する施策群）

研修に対する評価 研修員からのフィードバック等

国際連合主催の会議における活動
状況

国際連合主催の会議におけるステートメ
ント、発表、ワークショップ等の内容

活動目標②（アウトプット）
国連等の国際機関との協力覚書の締結等による関係を構築する
会議等を通じた最新の国際的動向の収集、我が国の知見や経験を他国に発信する

指標の定義

実施した国際研修の件数、
日数

7 定量 国際機関等との会議等共催状況
（共催したイベントの数、規模等）

国際機関等との会議等にお
いて共催したイベントの数及
び規模等

4 定量 （その他国際会議等）会議への
参加状況

参加したその他国際会議等
の数、参加人数及び日数

定量 教材・マニュアル・執務参考資料等
の作成状況

教材・マニュアル・執務参考
資料等の作成数及び提供
国数

4 定量 国際連合主催の会議への参加状
況

参加した国際連合主催の会
議の数、参加人数及び日数

次年度以降の政策等実施に当たり対処すべき課題

その他総合評価実施時に参考とする事項

・国際研修、法制度整備支援に係る予算額
・関係職員定員
・国際関係業務に従事する職員の男女別の割合
・職員の年次休暇取得日数
・職員の育児休暇取得日数、割合

研修等修了者のうち、外国政府等
で要職を務める者の数

実施した研修等修了者のうち、外国政
府等で要職を務める者の数

政策等の現場（所管各庁）の意見を把握する仕
組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

政策等実施上の関係者（機関・団体）や政策等の
対象となる者（利用者）の意見を把握する仕組み

（把握する方法がある場合、その内容を記載）

3 定量 支援対象機関の関与する会議等
への参加状況

支援対象機関の関与する会
議等への参加件数及び参
加国数

3 定量 研修の実施状況

国際機関等との間での協力覚書
等の締結状況

国際機関等との間での協力覚書等の締
結状況

（その他国際会議等）活動状況 その他国際会議等におけるステートメン
ト、発表、ワークショップ等の内容

成果目標（アウトカム）
日本、諸外国、国際機関等の知見・経験が共有されるとともに、国際協力の基盤が醸成される
研修等に参加した各国の刑事司法実務家の能力向上に加え、日本との良好な関係が構築される

指標の名称 指標の定義

指標の名称

3

3 定量 研修員の参加状況（参加国数・
参加人数）

実施した国際研修の参加国
数及び参加人数

施策群３・４ 国際研修・セミナー等の実施／国際連合等の国際機関との連携・協力

活動目標①（アウトプット） 各国の実務家を対象に、国際連合の重要施策や刑事司法分野における課題について、国際研修を実施する

指標の名称 指標の定義
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参
考
｜
こ
れ
ま
で
の
支
援
の
流
れ

目
標
及
び
活
動
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

概
要

2
0
2
4
年
3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

①
1
9
9
4
年
、
日
本
国
法
務
省
に
よ
る
ベ
ト
ナ
ム
司
法
省
に
対
す
る
研
修
実
施

期
間
｜
2
0
2
1
年
1
月
1
日
～
2
0
2
5
年
1
2
月
3
1
日
（
５
年
間
）

案
件
名
｜
法
整
備
・
執
行
の
質
及
び
効
率
性
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

実
施
機
関
（
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
）
｜
６
機
関

①
司
法
省

②
共
産
党
中
央
内
政
委
員
会

③
首
相
府

④
最
高
人
民
裁
判
所

⑤
最
高
人
民
検
察
院

⑥
ベ
ト
ナ
ム
弁
護
士
連
合
会

○
目

標
法
・
司
法
改
革
の
促
進
と
国
家
の
国
際
競
争
力
の
強
化
に
寄
与
す
る
た

め
、
ベ
ト
ナ
ム
の
法
規
範
文
書
制
度
の
質
及
び
そ
の
効
果
的
な
執
行
が

国
際
標
準
に
照
ら
し
て
向
上
す
る
。

○
活
動
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

【
第
１
段
階
】

ベ
ト
ナ
ム
の
法
・
司
法
制
度
改
革
戦
略
や
こ
れ
ま
で
の
日
本
の
支
援
の

成
果
を
踏
ま
え
て
、
法
規
範
文
書
の
不
統
一
、
法
執
行
の
非
効
率
等
を

改
善
す
る
た
め
の
重
要
課
題
を
１
年
程
度
で
特
定
す
る
。

【
第
２
段
階
】

課
題
解
決
の
た
め
に
設
置
さ
れ
た
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
が
具
体
的
な

解
決
策
を
検
討
・
提
案
す
る
。

（
注
）
②
共
産
党
中
央
内
政
委
員
会
は
、
共
産
党
中
央
執
行
委
員
会
に
対
し
、

内
政
、
汚
職
防
止
、
司
法
改
革
に
関
す
る
助
言
等
を
行
う
た
め
の
専

門
業
務
機
関
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
新
た
に
参
加
。

③
こ
れ
ま
で
民
法
、
民
事
訴
訟
法
、
刑
事
訴
訟
法
を
始
め
と
す
る
多
く
の
法
令
の
起
草
・
改
正
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
法
務
・
司
法
機
関
の
法
令
の
運
用
能

力
、
実
務
改
善
能
力
、
人
材
育
成
能
力
の
向
上
な
ど
を
支
援
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
検
察
や
弁
護
士
向
け
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
を
支
援
。
ま
た
、
ベ
ト
ナ
ム
側

が
自
ら
多
数
の
法
令
を
制
定
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
法
令
の
整
合
性
確
保
に
向
け
た
取
組
を
支
援
。

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
は
、
法
令
の
整
合
性
確
保
に
加
え
、
法
制
度
の
「
質
」
や
「
効
率
性
」
の
向
上
を
目
指
す
。

②
1
9
9
6
年
、
JI
C
A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始

・
1
9
9
6
年
～
2
0
0
7
年
「
法
整
備
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
（
フ
ェ
ー
ズ
1
～
3
）

・
2
0
0
7
年
～
2
0
1
5
年
「
法
・
司
法
制
度
改
革
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
（
フ
ェ
ー
ズ
1
～
2
）

・
2
0
1
5
年
～
2
0
2
0
年
「
2
0
2
0
年
を
目
標
と
す
る
法
・
司
法
改
革
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

ベ
ト
ナ
ム
「
法
整
備
・
執
行
の
質
及
び
効
率
性
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
の
概
要

こ
れ
ら
の
活
動
を
通
じ
て
、
日
越
の
法
・
司
法
機
関
の
幅
広
い
連
携
の

促
進
も
図
る
。

別添
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裁
判
官
そ
の
他
司
法
関
係
者
の
民
事
法
に
関
す

る
解
釈
・
適
用
能
力
を
向
上
す
る
た
め
の
教
育
を

効
果
的
に
行
う
Ｒ
Ａ
Ｊ
Ｃ
の
体
制
が
強
化
さ
れ
る

民
事
法
に
関
す
る
解
釈
・
適
用
能
力
の
向
上
を
図
る
上
で
効
果
的
な
裁
判
官
教

育
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
作
成
又
は
改
訂
す
る
（
①
）

民
事
法
に
関
す
る
解
釈
・
適
用
能
力
の
向
上
を
図
る
上
で
効
果
的
な
裁
判
官
教

育
の
教
材
を
作
成
又
は
改
訂
す
る
（
②
）

R
A
J
C
の
教
官
が
①
②
に
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
に
関
す
る
教
官
の
教
育
能

力
が
向
上
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
過
程
で
得
ら
れ
た
知
見
が
組
織
的
に
蓄
積
・
共
有

さ
れ
る 裁
判
官
、
そ
の
他
司
法
関
係
者
の
民
事
法
に
関
す
る
解
釈
・
適
用
能
力
の
向
上

を
図
る
上
で
効
果
的
な
教
育
方
法
を
研
究
・
実
践
す
る
（
③
）

Ｒ
Ａ
Ｊ
Ｃ
の
教
官
が
③
に
参
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
に
関
す
る
教
官
の
教
育
能

力
が
向
上
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
過
程
で
得
ら
れ
た
知
見
が
組
織
的
に
蓄
積
・
共
有

さ
れ
る

カ
ン
ボ
ジ
ア
「
法
・
司
法
分
野
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
の
概
要

20
24
年

3月
法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
】
２
０
２
２
年
１
１
月
～
２
０
２
７
年
１
０
月

（
※
２
０
２
２
年
１
１
月
～
２
０
２
３
年
３
月
主
に
調
査
を
実
施
）

【
実
施
機
関
（
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
）
】
司
法
省
（
Ｍ
Ｏ
Ｊ
）

【
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
】

王
立
司
法
学
院
（
Ｒ
Ａ
Ｊ
C
）

・
Ｊ
ＩＣ
Ａ
長
期
専
門
家
と
し
て
派
遣
さ
れ
た
検
事
１
名
及
び
裁

判
官
１
名
が
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
常
駐
し
、
現
地
活
動
を
支
援

・
実
務
家
、
学
識
経
験
者
等
で
構
成
さ
れ
る
ア
ド
バ
イ
ザ

リ
ー
グ
ル
ー
プ
（
Ａ
Ｇ
）
に
よ
る
助
言
、
本
邦
研
修
、
セ
ミ
ナ
ー

（
現
地

/オ
ン
ラ
イ
ン
）
等
を
実
施
予
定

※
R

AJ
C
教
官
等
を
メ
ン
バ
ー
に
含
む

テ
ク
ニ
カ
ル
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

（
TW

G
）
を
形
成
し
、
成
果
を
目
指
し

て
活
動
を
実
施

２
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
標
と
成
果

３
．
実
施
体
制
等

１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
】

【
成
果
】
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事
実
認
定
と
法
令
の
解
釈
適
用
を
適
切
に

行
う
能
力
を
身
に
付
け
た
法
律
実
務
家
を

育
成
す
る
基
盤
の
形
成

成
果
①

基
本
法
令
の
理

解
を
促
進
す
る
論

点
集
の
作
成

成
果
②

基
本
法
令
の
理
解
に
基
づ

く
実
践
を
促
進
す
る
た
め
の

効
果
的
な
研
修
等
の
実
施

成
果
③

法
律
実
務
家
が
実
務
で

参
照
で
き
る
判
決
書
集
・

意
見
書
サ
ン
プ
ル
集
の
作

成

成
果
④

成
果
①
～
③
の
活
動
に
よ
り
、
基
本

法
令
を
十
分
に
理
解
し
、
他
者
に
指

導
で
き
る
中
核
人
材
が
育
成
さ
れ
る

【
参
考
事
項
等
】

・ラ
オ
ス
で
は
、

2
0
1
5
年

1
月
、
統
一
的
な
法
曹
養
成
制
度
を
司
法
省
下
の

N
a

ti
o

n
a

l

In
s
ti
tu

te
 o

f 
J
u
s
ti
c
e
（Ｎ
ＩＪ
、
国
立
司
法
研
修
所
）に
お
い
て
開
始

・
2
0
1
8
年

1
2
月
、
Ｎ
ＩＪ
と
法
務
総
合
研
究
所
と
の
間
で
法
・
司
法
分
野
に
お
け
る
協
力
覚
書

締
結
、

2
0
1
9
年

1
0
月
か
ら
約
３
か
月
に
一
度
の
割
合
で
共
同
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施

・
2
0
1
2
年
よ
り
起
草
支
援
を
行
っ
て
き
た
民
法
典
に
つ
い
て
は
、

2
0

1
8
年

1
2
月
に
国
会
に
承

認
さ
れ
て
成
立
し
、

2
0
2
0
年

5
月
に
施
行
と
な
っ
た

現
地
に

J
IC

A
の
長
期
専
門
家
３
名
（検
事
１
、
弁
護
士
２
）を
派
遣
し
、
日
常
的
な

助
言
を
実
施
。
そ
の
他
、
大
学
教
授
ら
を
中
心
と
す
る
国
内
支
援
委
員
会
（
Ａ
Ｇ
）に

よ
る
助
言
、
本
邦
研
修
・現
地
セ
ミ
ナ
ー
等
を
実
施
。

２
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
目
標
と
成
果

１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

【プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
】

２
０
２
３
年
７
月
～
２
０
２
８
年
７
月
（
５
年
間
）

【ラ
オ
ス
側
実
施
機
関
】

司
法
省
（M

O
J
）、
最
高
人
民
裁
判
所
（P

S
C
）

最
高
人
民
検
察
院
（
O

S
P

P
）、
ラ
オ
ス
国
立
大
学
（N

U
O

L
）

ラ
オ
ス
・
法
の
支
配
発
展
促
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
フ
ェ
ー
ズ
２
）
の
概
要

３
．
実
施
体
制

ラ
オ
ス
側

実
施
機
関

国 内 支 援 委 員 会 （ A G ）

長 期 専 門 家 チ ー ム

運
営
委
員
会
（
M

C
）

【
メ
ン
バ
ー
】

各
機
関
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
（
計
５
名
）

民
法
典

W
G

刑
事
法

W
G

教
育
・
研
修
改
善

W
G

リ エ ゾ ン ・ ユ ニ ッ ト

（ 各 機 関 か ら １ ～ ２ 名 ）

合
同
調
整
委
員
会
（
J
C

C
）

【
メ
ン
バ
ー
】
M

O
J
次
官
、

P
S

C
副
長
官

O
S

P
P
次
長
検
事
、

N
U

O
L
副
学
長
、

J
IC

A

司
法
省

（
M

O
J
）

最
高
裁

（
P

S
C
）

最
高
検

（
O

S
P

P
）

相
談

助
言

報
告
監
督

相
談

助
言

ラ
オ
ス
現
地

S
W

G
＝
サ
ブ
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

国
立
大
学

（
N

U
O

L
) 

【プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
】

【成
果
①
～
④
】

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

2
0

2
4
年

3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

※
活
動
を
第
１
期
、
第
２
期
と
し
、
第
１
期
で
は
①
②
を
実
施
し
、
第
２
期
で
は
①
③
を
実

施
。
②
は
③
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
を
受
け
つ
つ
継
続
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１
．
ネ
パ
ー
ル
法
整
備
支
援
の
流
れ

2
0

1
3
.9
に
開
始

→
2

0
1

8
.3
に
終
了

ネ
パ
ー
ル
法
制
度
整
備
支
援

2
0
2
4
年

3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

～
迅
速
か
つ
公
平
な
紛
争
解
決
の
た
め
の
裁
判
所
能
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
～

【
上
位
目
標
】
裁
判
所
の
機
能
向
上
を
通
じ
，
迅
速
か
つ
公
平
な
紛
争
解
決
の
促
進

【プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
】
迅
速
か
つ
公
平
な
紛
争
解
決
機
能
の
向
上
に
必
要
な
基
盤
の
整
備

【
成
果
】

①
全
国
の
裁
判
所
で
の
導
入
に
向
け
た
事
件
管
理
制
度
の
改
善
案
（
事
件
管
理
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
）
を
作
成

②
事
件
管
理
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
全
国
的
に
普
及

③
司
法
調
停
に
よ
る
紛
争
解
決
を
促
進
す
る
た
め
に
，
研
修
教
材
及
び
理
解
促
進
用

教
材
（司
法
調
停
教
材
）
を
作
成

④
迅
速
か
つ
信
頼
で
き
る
紛
争
解
決
の
た
め
に
，
司
法
調
停
教
材
を
広
範
囲
に
普
及

２
．
過
去
の
Ｊ
ＩＣ
Ａ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

2
0

0
8

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
3

2
0

1
5

2
0

1
7

2
0

1
8

.3

2
0

1
8

.5

2
0

1
8

.8

2
0

1
9

.8

2
0

1
9

.1
2

2
0

2
0

.1
2

2
0

2
1
.3

2
0

2
1
.9

2
0

2
1
.1

2

2
0

2
2

.4

2
0

2
3
.1

３
．
現
在
継
続
中
の
活
動

王
政
廃
止
と
連
邦
民
主
制
へ
の
移
行
を
宣
言

・
制
憲
議
会
に
よ
る
憲
法
制
定
作
業
開
始

・
19
世
紀
に
制
定
さ
れ
た
「
ム
ル
キ
ア
イ
ン
法
典
」
※
の
分

割
作
業
開
始

※
民
事
実
体
法
・
民
事
手
続
法
・
刑
事
実
体
法
・
刑
事
手
続
法
の

４
分
野
を
包
摂
す
る
基
本
法
典

民
法
改
正
支
援
開
始

・
本
邦
研
修
（
刑
事
司
法
制
度
，
民
法
及
び
関
連
法
）
開
始

・
刑
事
共
同
研
究
開
始

最
高
裁
を
C/
Pと

し
た
「
迅
速
か
つ
公
平
な
紛
争
解
決
の

た
め
の
裁
判
所
能
力
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

JI
CA
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始

民
法
解
説
書
（
案
）
策
定

・
保
護
観
察
制
度
，
量
刑
等
に
関
す
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー

新
憲
法
成
立

民
法
，
民
事
訴
訟
法
，
刑
法
，
刑
事
訴
訟
法
及
び
量
刑
法

（
い
わ
ゆ
る
新
５
法
）
成
立

JI
CA
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了

刑
事
共
同
研
究
を

UN
AF
EI
（
ア
ジ
研
）
に
移
管

刑
事
共
同
研
究
（
年
１
回
）

→
検
事
総
長
府
（
OA
G)
等
を
C/
Pと

し
て
，

刑
事
関
連
法
の
運
用
支
援
を
実
施

法
整
備
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
弁
護
士
を
長
期
派

遣
，
AG
設
置

案
件
は
「
司
法
セ
ク
タ
ー

に
お
け
る
人
材
能
力
強
化
」

2
0
2
3
.
3
 本

邦
研
修

「
民
法
改
正
及
び
運
用
改
善
」

⇒
民
法
及
び
刑
事
関
連
法
の
運
用
、
民
事
訴
訟
実
務

の
改
善
に
関
し
て
，
今
後
も
支
援
を
継
続

IC
D

U
N
A
FE
I

JI
C
A

・
2
01
9
.8

現
地
セ
ミ
ナ
ー
実
施

・
2
01
9
.1
2
  
 
  
 
現
地
セ
ミ
ナ
ー
実
施

・
2
02
0
.1
2

オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー
実
施

・
2
02
1
.3
,
9,
1
2

オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー
実
施

・
2
02
2
.4
 
  
 
  
 
現
地
セ
ミ
ナ
ー
実
施

・
2
02
3
.1

現
地
セ
ミ
ナ
ー
実
施

協
力
強
化
へ

現
地
調
査

刑
事
共
同
研
究

新
５
法
施
行

・
公
判
前
整
理
手
続
等
に
関
す
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー

・
改
正
民
法
に
関
す
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー

・
契
約
法
，
不
法
行
為
等
に
関
す
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー

・
財
産
法
，
不
法
行
為
等
に
関
す
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー

・
国
際
私
法
，
不
法
行
為
等
に
関
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー

・
国
際
私
法
，
不
法
行
為
等
に
関
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー

・
国
際
私
法
，
不
法
行
為
等
に
関
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー

・
仮
釈
放

，
保
護
観
察
等
に
関
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー

・
家
族
法
，
不
法
行
為
等
に
関
す
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー

・
財
産
法
，
民
事
訴
訟
等
に
関
す
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー
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５
．
そ
の
他
の
活
動
等

１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
的
・
基
本
事
項


市
場
経
済
化
・外
国
投
資
の
促
進
に
資
す
る
司
法
イ
ン
フ
ラ
の
改
善
、
法
務
・司
法
及
び
関
係

機
関
の
能
力
向
上
、
迅
速
か
つ
適
切
な
紛
争
解
決
を
図
る
司
法
制
度
の
構
築
を
目
的
と
す
る

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（連
邦
最
高
裁
判
所
（S

C
）、
連
邦
法
務
長
官
府
（U

A
G

O
）が
対
象
）

*連
邦
法
務
長
官
府
は

2
0

2
1
年

8
月
、
軍
政
下
に
お
い
て
、
法
務
省
（
M

O
L
A
）に
改
組
さ
れ
た
。


プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
：フ
ェ
ー
ズ
１

2
0
1
3
年

1
1
月

1
日
～

2
0
1
8
年

5
月

3
1
日

フ
ェ
ー
ズ
２

2
0

1
8
年

6
月

1
日
～

2
0

2
3
年

5
月

3
1
日
（同
日
終
了
）

ミ
ャ
ン
マ
ー
法
・
司
法
制
度
整
備
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ
・
終
了
）
の
概
要

３
．
活
動
の
概
要


知
的
財
産
裁
判
制
度
構
築
、
Q
&
A
集
作
成
支
援

・
新
知
的
財
産
四
法
（商
標
法
、
意
匠
法
、
特
許
法
、
著
作
権
法
）
に
関
し
、
W
G
、
現
地
セ
ミ

ナ
ー
、
本
邦
研
修
等
を
通
じ
て
、
同
法
関
連
の
裁
判
所
規
則
等
の
制
定
を
支
援

・
新
た
な
裁
判
制
度
へ
の
裁
判
官
の
理
解
に
資
す
る
執
務
資
料
（
教
科
書
・
Q
&
A
集
）
作
成


民
事
・
家
事
調
停
制
度

・
W
G
、
現
地
セ
ミ
ナ
ー
、
本
邦
研
修
等
を
通
じ
て
、
現
行
民
事
訴
訟
法
に
即
し
た
調
停
の
導

入
・普
及
を
支
援
（
2
0
1
9年
3
月
1
日
～

調
停
の
試
験
運
用
開
始
）


契
約
審
査
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
等

・
ミ
ャ
ン
マ
ー
政
府
が
関
与
す
る
契
約
に
関
す
る
U
A
G
O
の

契
約
審
査
業
務
支
援
の
た
め
、
W
G
、
現
地
セ
ミ
ナ
ー
を
通
じ
て
契

約
審
査
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
・
出
版
し
て
提
供


裁
判
官
向
け
経
済
関
係
分
野
テ
キ
ス
ト
作
成

・
裁
判
官
の
経
済
関
係
分
野
、
国
際
慣
行
に
関
す
る
知
識
向
上
の

た
め
、
日
系
法
律
事
務
所
へ
の
有
償
業
務
委
託
を
行
う
と
と
も
に

W
G
、
現
地
セ
ミ
ナ
ー
を
通
じ
て
教
科
書
を
作
成
・
出
版
し
て
提
供

法
務
省
訟
務
局
も
協
力


国
内
各
地
域
へ
の
普
及
活
動

・
上
記
活
動
及
び
そ
の
成
果
物
を
地
方
都
市
に
も
普
及
さ
せ
る
た
め
多
く
の
州
・
地
域
で
地
方
セ
ミ

ナ
ー
を
実
施

普
及
活
動
に
よ
り
実
務
上
の
標
準
（
デ
フ
ァ
ク
ト
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
）
化
を
促
進
。

法
的
透
明
性
・
予
測
可
能
性
確
保
に
よ
る
投
資
環
境
整
備
を
実
践

※
2
0
2
1
年
2
月
1
日
の
ク
ー
デ
タ
ー
後
、
上
記
全
活
動
を
停
止
し
、
2
02
3
年
5
月
末
を
も
っ
て
期
間
満
了
に
よ

り
終
了
。

４
．
具
体
的
な
活
動
状
況
等

２
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
体
制

メ
ン
バ
ー
：

Ｕ
Ａ
Ｇ
Ｏ
事
務
局
長
、
Ｊ
ＩＣ
Ａ

必
要
に
応
じ
、
法
務
省
か
ら

オ
ブ
ザ
ー
バ
参
加

合
同
調
整
委
員
会
（Ｊ
Ｃ
Ｃ
）

J
IC

A
法
整
備
支
援

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（現
地
）

日
本
人
専
門
家

法
曹
実
務
家
（
検
事

/弁
護
士

/裁
判
官
）

業
務
調
整
員

法
務
省
（日
本
）

メ
ン
バ
ー
：

Ｓ
Ｃ
事
務
局
長
、
Ｊ
ＩＣ
Ａ

必
要
に
応
じ
、
法
務
省
か
ら

オ
ブ
ザ
ー
バ
参
加

合
同
調
整
委
員
会
（Ｊ
Ｃ
Ｃ
）

運
営
委
員
会
（Ｍ
Ｃ
）

運
営
委
員
会
（Ｍ
Ｃ
）

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（
W

G
）

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（
Ｗ
Ｇ
）

協
力

法
務
長
官
府
：U

A
G

O

（
法
務
省

:M
O

L
A
）

最
高
裁
：
S

C

2
0
2
4
年

3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

【
契
約
審
査
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
】

①
法
令
起
草
、
制
度
構
築
支
援

知
的
財
産
裁
判
制
度
、
民
事
・家
事
調
停
制
度
な
ど

②
業
務
改
善
支
援
（執
務
参
考
資
料
作
成
等
）

U
A

G
O
向
け
契
約
審
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成

知
的
財
産
裁
判

Q
&

A
集
作
成
な
ど

③
人
材
育
成
支
援
（裁
判
官
・検
察
官
の
研
修
）

新
任
検
察
官
研
修
に
関
す
る
テ
キ
ス
ト
作
成

法
曹
育
成
研
修
改
善
（
F

a
c
t-

F
in

d
in

g
S

e
m

in
a

r）
な
ど

【
ロ
ー
ン
チ
ン
グ
セ
レ
モ
ニ
ー
（調
停
）
】

【
現
地
セ
ミ
ナ
ー
の
様
子
】

・土
地
法
制
共
同
研
究
（法
務
省
事
業
）
へ
の
協
力
な
ど
※
今
後
の
見
通
し
は
立
っ
て
い
な
い
。

【
経
済
関
係
分
野
テ
キ
ス
ト
】
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イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
現
行
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
概
要

実
施
体
制
等

上
記
各
活
動
に
当
た
っ
て
は
、
長
期
専
門
家
に
よ
る
日
常
的
な
助
言
の
ほ
か
、
実
務
家
、
学
識
経
験
者
等
で
構
成
さ
れ
る
ア
ド
バ
イ
ザ

リ
ー
グ
ル
ー
プ
（
A
G
）に
よ
る
助
言
、
本
邦
研
修
、
短
期
専
門
家
に
よ
る
現
地
セ
ミ
ナ
ー
等
を
実
施
し
て
い
る
。

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

最
高
裁
判
所

法
令
間
の
整
合
性
確
保
に
関
す
る
ド
ラ
フ
タ
ー
の
能
力
を
向

上
さ
せ
る
た
め
の
研
修
教
材
が
作
成
さ
れ
、
こ
れ
を
用
い
た

ド
ラ
フ
タ
ー
を
対
象
と
す
る
研
修
が
実
施
さ
れ
、
当
該
研
修
を

改
善
す
る
取
組
が
な
さ
れ
る

裁
判
官
に
対
し
て
、
知
的
財
産
紛
争
を
中
心
と
す
る
企
業
の

権
利
又
は
経
済
的
利
益
に
関
す
る
紛
争
（知
財
紛
争
等
）を

対
象
と
し
た
裁
判
に
関
す
る
法
的
判
断
及
び
訴
訟
運
営
に

関
す
る
能
力
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
教
材
が
作
成
さ
れ
、
研

修
が
実
施
さ
れ
る

長
期
専
門
家

裁
判
官
出
身
者

・裁
判
官
に
対
す
る
知
財
紛
争
に
関
す
る
研
修
の
年
間

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
立
案
、
シ
ラ
バ
ス
・教
材
の
作
成

な
ど

活
動
２

成
果
１

成
果
２

知
財
紛
争
等
を
対
象
と
し
た
裁
判
に
関
す
る
執
務
参
考
資

料
が
作
成
、
公
開
さ
れ
、
裁
判
官
や
そ
の
他
の
法
律
家
に
普

及
さ
れ
る

な
ど

・知
財
紛
争
等
を
解
決
す
る
裁
判
制
度
を
対
象
と
す
る
ベ
ー
ス
ラ

イ
ン
調
査
や
法
令
上
・
実
務
上
の
問
題
点
の
把
握

長
期
専
門
家

検
察
官
出
身
者

活
動
３

成
果
３

・
当
該
研
修
を
実
施
す
る
講
師
の
育
成
や
当
該
講
師
に
よ
る

研
修
の
実
施

・当
該
研
修
を
実
施
す
る
講
師
の
育
成
や
当
該
講
師
に
よ
る

研
修
の
実
施

・法
令
間
の
整
合
性
向
上
の
た
め
の
研
修
の
シ
ラ
バ
ス
・教

材
の
作
成
や
法
制
執
務
参
考
資
料
の
改
訂

・法
令
間
の
不
整
合
の
原
因
に
関
す
る
現
状
調
査

活
動
１

法
令
間
の
整
合
性
確
保
に
関
す
る

ド
ラ
フ
タ
ー
の
能
力
が
向
上
す
る

目
標
１

機
関

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
法
務
人
権
省

法
規
総
局

・執
務
参
考
資
料
の
作
成
・
公
開
・
普
及

○
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
：
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
改
善
の
た
め
の
ド
ラ
フ
タ
ー
の
能
力
向
上
及
び
紛
争
解
決
機
能
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

○
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
：２
０
２
１
年
１
０
月
～
２
０
２
５
年
９
月
（４
年
間
）

○
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
実
施
機
関
：
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
法
務
人
権
省
法
規
総
局
（D

G
L）
及
び
同
最
高
裁
判
所
（S
C
）

Ⅰ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
概
要

Ⅱ
現
行
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
内
容

2
0

2
4
.3

 法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

知
財
事
件
等
の
ビ
ジ
ネ
ス
関
連
事
件
に
関
す
る

裁
判
官
の
法
的
判
断
及
び
訴
訟
運
営
に
関
す
る
能
力
が
向
上
す
る

目
標
２

機
関

な
ど
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東
テ
ィ
モ
ー
ル
法
制
度
整
備
支
援
の
概
要


東
テ
ィ
モ
ー
ル
政
府
か
ら
の
要
請
に
基
づ
き
、
2
0
0
9
年
頃
以
降
、
法
案
起
草
能
力
強

化
を
上
位
目
標
と
す
る
支
援
を
実
施
。
個
別
法
の
起
草
を
題
材
と
し
た
支
援
等


司
法
省
法
律
諮
問
立
法
局
（
D
N
A
JL
）
が
主
な
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト


逃
亡
犯
罪
人
引
渡
法
・・
・
2
0
1
1
年
、
国
際
刑
事
司
法
協
力
法
の
一
内
容
と
し
て
成
立


違
法
薬
物
取
締
法
・・
・
2
0
1
7
年
成
立


不
動
産
登
記
法
、
地
籍
情
報
法
・・
・
2
0
2
2
年
成
立


人
的
物
的
資
源
の
不
足

ｰ
司
法
制
度
に
係
る
政
府
関
係
者
、
裁
判
官
、
検
察
官
、
弁
護
士
等
の
不
足

ｰ
外
国
人
の
専
門
家
に
よ
る
助
言
、
講
義
、
法
案
作
成
等
、
外
国
政
府
、
国
際
機
関
等
に
よ
る
司

法
に
係
る
制
度
、
施
設
等
の
構
築


言
語
の
問
題

ｰ
現
地
語
で
あ
る
テ
ト
ゥ
ン
語
は
、
法
的
語
彙
に
乏
し
く、
法
律
用
語
と
し
て
用
い
ら
れ
る
ポ
ル
ト
ガ

ル
語
は
、
精
通
し
て
い
る
者
が
多
く
な
い

ｰ
支
援
に
当
た
っ
て
必
要
な
通
訳
の
不
足


法
律
の
制
定
過
程
の
問
題

ｰ
外
国
か
ら
の
草
案
の
提
供
、
政
府
の
一
部
に
お
け
る
法
案
作
成
能
力
の
欠
如

ｰ
多
数
の
重
要
法
案
の
整
備
の
必
要
、
議
会
等
に
お
け
る
長
期
間
の
審
議


慣
習
法
、
伝
統
的
考
え
方
を
尊
重
す
る
必
要

ｰ
慣
習
法
、
伝
統
的
考
え
方
が
有
力
な
法
規
範
と
し
て
存
在
、
そ
れ
を
尊
重
す
る
必
要


他
の
支
援
関
係
機
関
と
の
連
携
の
必
要

ｰ
U
N
D
P
を
始
め
と
す
る
国
連
機
関
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
ア
メ
リ
カ
を
始
め
と
す
る
外
国
政
府
、
N
G
O
等
の

多
くの
支
援
関
係
機
関
の
存
在


法
案
起
草
能
力
向
上
以
外
の
支
援
の
必
要

ｰ
法
令
の
運
用
能
力
向
上
等
の
包
括
的
な
支
援
の
必
要

１
．
我
が
国
に
よ
る
法
制
度
整
備
支
援

２
．
経
緯


2
0
0
9
年
～
2
0
1
0
年

本
邦
研
修

法
令
・条

例
制
定
過
程
等
、
麻
薬
取
締
法
、
逃
亡
犯
罪
人
引
渡
法
、
調
停
法
等


2
0
1
1
年
～
2
0
1
2
年

現
地
調
査
・現

地
セ
ミ
ナ
ー
・共

同
法
制
研
究
(I
C
D
独
自
支
援
)

逃
亡
犯
罪
人
引
渡
法
、
調
停
法
・仲

裁
法
、
麻
薬
取
締
法
、
法
案
起
草
等


2
0
1
3
年
～
2
0
1
4
年

現
地
調
査
・現

地
セ
ミ
ナ
ー
(J
IC
A
法
制
度
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
)

調
停
法
等


2
0
1
4
年
～

現
地
調
査
・現

地
セ
ミ
ナ
ー
・共

同
法
制
研
究
・オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー

調
停
法
・A
D
R
、
少
年
法
、
婚
姻
・家

族
関
係
法
、
国
籍
法
、
市
民
登
録
法
、
土
地
関
連
法
、

司
法
制
度
等


2
0
1
8
年

法
律
司
法
研
修
所
に
お
け
る
人
材
育
成
支
援
を
開
始

U
N
O
D
C
・U
N
A
F
E
Iに
よ
る
矯
正
関
係
運
用
改
善
支
援
開
始

（
U
N
O
D
C
は
2
0
1
9
年
か
ら
）


2
0
2
0
年
JI
C
A
と
司
法
省
と
の
間
で
短
期
専
門
家
派
遣
を
含
む
個
別
案
件
に
係
る

覚
書
を
締
結
（
2
0
2
5
年
ま
で
）

司
法
省
の
組
織

３
．
成
果

４
．
留
意
事
項


東
テ
ィ
モ
ー
ル
は
、
2
0
0
2
年
の
独
立
回
復
後
、
諸
外
国
、
国
際

機
関
等
の
支
援
を
受
け
な
が
ら
国
づ
くり

東
テ
ィ
モ
ー
ル
民
主
共
和
国

2
0
2
4
年
3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

【
司
法
セ
ク
タ
ー

戦
略
計
画

2
0
1
1
-2
0
3
0
】
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バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
国
別
研
修

2
0

2
4
年

3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

2
0

1
3
『法
制
度
整
備
支
援
に
関
す
る
基
本
方
針
（改
訂
版
）
』

重
点
８
か
国

2
0

1
4
『包
括
的
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
』

柱
の
一
つ
が
「
人
的
・文
化
的
交
流
」

2
0

1
4
～

情
報
収
集
（調
査
委
託
、
勉
強
会
、
調
査
出
張
）

2
0

1
6

法
律
・司
法
・国
会
担
当
大
臣
ら
を
招
へ
い
し
て
共
同
研
究

2
0

1
7

.4
  
J
IC

A
第
１
回
国
別
研
修
（３
年
間
）開
始

2
0

2
0

.4
J
IC

A
第
２
回
国
別
研
修
（３
年
間
）開
始

２
.
司
法
制
度
概
要

【
裁
判
官
の
任
用
、
配
置
】

高
等
司
法
官
試
験
合
格
者
を
高
等
司
法
官
（裁
判
官
）と
し
て
採
用
し
、
下
級
裁
判
所
の

裁
判
官
、
法
律
・司
法
・国
会
担
当
省
等
の
行
政
官
庁
の
職
員
等
と
し
て
配
置
。
最
高
裁

判
所
判
事
は
、
一
定
の
キ
ャ
リ
ア
を
積
ん
だ
高
等
司
法
官
、
弁
護
士
か
ら
大
統
領
が
任
命
。

【
法
律
・司
法
・国
会
担
当
省
】

裁
判
所
の
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
部
分
、
下
級
審
裁
判
所
裁
判
官
の
人
事
記
録
作
成

等
を
所
管
し
て
お
り
、
司
法
分
野
に
強
い
影
響
力
。


裁
判
所
の
多
数
の
未
済
事
件

合
計
４
０
０
万
件
以
上

原
因
は
、
事
件
数
急
増
、
人
員
・
予
算
不
足
、
裁
判
官
へ
の
業
務
集
中
、
電
子
化
の
遅
れ
等


最
高
裁
判
所
と
法
律
・司
法
・国
会
担
当
省
と
の
二
重
権
力
構
造

憲
法
上
、
司
法
権
は
最
高
裁
判
所
に
あ
る
が
、
法
律
・司
法
・国
会
担
当
者
が
裁
判
所
の
人

事
・予
算
に
関
与
し
て
お
り
、
両
者
の
関
係
が
複
雑

新
規
案
件
（司
法
ア
ク
セ
ス
向
上
の
た
め
の
調
停
・
民
事
訴
訟
実
務
改
善
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

期
間

：
2
0
2
4
年

4
月
～

2
0
2
7
年

3
月
（
３
年
間
）

対
象

：
法
律
・
司
法
・
国
会
担
当
省

目
的

：
裁
判
所
又
は
法
律
扶
助
事
務
所
、
そ
の
他
司
法
機
関
に
お
け
る
市
民
の
司
法
ア
ク
セ

ス
向
上
の
た
め
の
基
盤
整
備
促
進

直
近
案
件

期
間

：
2

0
2

0
年
度
か
ら

2
0

2
2
年
度
ま
で
（
３
年
間
）

概
要

：
本
邦
研
修
（年
２
回
）
＋
現
地
セ
ミ
ナ
ー
（
年
１
～
２
回
）

対
象

：
法
律
・司
法
・国
会
担
当
省

目
的

：
司
法
関
係
機
関
職
員
の
実
務
能
力
改
善
（
調
停
・事
件
管
理
）

実
施
状
況

・第
１
回
本
邦
研
修
：
2
0
1
7
年

1
2
月
に
調
停
等
の
活
用
方
法
や
事
件
管
理
を
テ
ー
マ
と
し
て
実

施 ・第
１
回
現
地
セ
ミ
ナ
ー
：
2

0
1

8
年

7
月
に
調
停
人
養
成
を
テ
ー
マ
と
し
て
実
施

・第
２
回
本
邦
研
修
：
2

0
1

8
年

1
1
月
に
調
停
人
養
成
、
事
件
管
理
を
テ
ー
マ
と
し
て
実
施

・第
２
回
現
地
セ
ミ
ナ
ー
：
2

0
1

9
年

7
月
に
調
停
人
養
成
を
テ
ー
マ
と
し
て
実
施

・第
３
回
本
邦
研
修
：
2

0
1

9
年

1
1
月
～

1
2
月
に
調
停
人
養
成
、
事
件
管
理
を
テ
ー
マ
と
し
て
実

施 ・オ
ン
ラ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー
：

2
0

2
0
年

1
0
月
、

2
0

2
1
年

7
月
に
調
停
人
養
成
を
テ
ー
マ
と
し
て
実
施

2
0

2
0
年

1
1
月
、

2
0

2
1
年

3
月
及
び
同
年

1
1
月
に
民
事
訴
訟
の
遅
延
解
消
を
テ
ー
マ
と
し
て

実
施

・現
地
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
：
2

0
2

3
年

2
月
、
次
年
度
中
の
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
案
件
形
成
を
念

頭
に
、
裁
判
官
と
と
も
に
、
訴
訟
遅
延
の
原
因
分
析
を
目
的
と
し
て
実
施

１
.
経
緯

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
→

高
い
経
済
成
長
率

→
日
本
企
業
の
進
出
急
増

４
.
国
別
研
修
等

最
高
裁
判
所

長
官

※
長
官
・判
事
は
大
統
領
が
任
命
（政
治
任
用
）

上
訴
部

長
官
＋
判
事
７
名

高
裁
部

判
事
９
２
名

下
級
裁
判
所

民
事
裁
判
所

刑
事
裁
判
所

特
別
裁
判
所

３
.
司
法
分
野
の
問
題
点
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モ
ン
ゴ
ル
国
法
制
度
整
備
支
援
概
要

１
国
の
概
要

モ
ン
ゴ
ル

●
首

都
：ウ
ラ
ン
バ
ー
ト
ル

●
面

積
：１
５
６
万
４
１
０
０
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル

●
人

口
：約
３
４
５
万
人

●
公
用
語
：モ
ン
ゴ
ル
語

●
主
要
産
業
：鉱
業
、
牧
畜
業
、
流
通
業
、
軽
工
業

２
政
治
体
制

４
日
本
の
モ
ン
ゴ
ル
国
に
対
す
る
法
制
度
整
備
支
援
の
歴
史

３
略
史

●
共
和
制
（大
統
領
制
と
議
院
内
閣
制
の
併
用
）

●
議
会
：
一
院
制
、
定
員
７
６
名
、
任
期
４
年

議
員
定
数
改
正
2
0
2
4
年
1
月
1
日
施
行

５
今
後
の
法
制
度
整
備
支
援
活
動

１
９
２
４
年

モ
ン
ゴ
ル
人
民
共
和
国
を
宣
言

（
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
に
次
ぐ
世
界
で
２
番
目
の
社
会
主
義
国
）

１
９
６
１
年

国
際
連
合
加
盟

１
９
７
２
年

日
本
と
外
交
関
係
を
樹
立

１
９
９
０
年

社
会
主
義
を
事
実
上
放
棄

１
９
９
２
年

国
名
を
モ
ン
ゴ
ル
国
に
変
更

２
０
０
１
年

日
本
・
モ
ン
ゴ
ル
司
法
制
度
比
較
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
（
国
際
協
力
部
）

２
０
０
４
年
～
２
０
０
６
年

法
整
備
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
(
JI
C
A
)

判
例
集
の
出
版
、
弁
護
士
会
の
法
律
相
談
・調
停
セ
ン
タ
ー
の
開
設
な
ど
の
支
援

２
０
０
６
年
～
２
０
０
８
年

弁
護
士
会
強
化
計
画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
(
JI
C
A
)
（
C
P
：
法
務
内
務
省
、
弁
護
士
会
）

弁
護
士
会
法
律
相
談
・
調
停
セ
ン
タ
ー
の
運
営
な
ど
の
支
援

２
０
１
０
年
～
２
０
１
２
年

調
停
制
度
強
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
(
JI
C
A
)
（C
P
：最
高
裁
判
所
、
弁
護
士
会
）

調
停
法
の
起
草
、
弁
護
士
会
の
調
停
セ
ン
タ
ー
の
運
営
能
力
強
化
な
ど
の
支
援

２
０
１
２
年

調
停
法
成
立

２
０
１
３
年
～
２
０
１
５
年

同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
フ
ェ
ー
ズ
２
）
(
JI
C
A
)
（
C
P
：
最
高
裁
判
所
、
弁
護
士
会
）

調
停
制
度
を
全
国
の
第
一
審
裁
判
所
に
導
入
す
る
た
め
の
調
停
人
養
成
な
ど
の
支
援

２
０
１
７
年
３
月

商
法
に
関
す
る
現
地
調
査
（
国
際
協
力
部
）

商
法
制
定
に
対
す
る
支
援
要
請

２
０
１
８
年
８
月
～

民
法
に
関
す
る
共
同
研
究
開
始
（
国
際
協
力
部
）

２
０
２
１
年
５
月
～

商
法
に
関
す
る
共
同
研
究
開
始
（
国
際
協
力
部
）

２
０
２
１
年
８
月

法
務
総
合
研
究
所
と
国
立
法
律
研
究
所
（
Ｎ
Ｌ
Ｉ）
と
の
間
で
協
力
覚
書
締
結

２
０
２
１
年
１
０
月
～

Ｎ
Ｌ
Ｉと
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
開
始
（
国
際
協
力
部
）

２
０
２
２
年
１
０
月

モ
ン
ゴ
ル
国
立
大
学
・N
L
Iに
お
い
て
現
地
セ
ミ
ナ
ー
（
国
際
協
力
部
）

２
０
２
２
年
１
２
月

日
本
・
モ
ン
ゴ
ル
外
交
関
係
樹
立
５
０
周
年
記
念
講
演
を
開
催
（
国
際
協
力
部
）

２
０
２
３
年
2
月
～
3
月

刑
事
司
法
関
連
統
計
に
関
す
る
共
同
研
究
（
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
と
共
同
）
（
国
際
協
力
部
）

２
０
２
３
年
９
月

第
３
回
商
法
共
同
研
究
実
施
（
国
際
協
力
部
）

商
法
起
草
支
援

商
行
為
に
関
し
て
は
現
行
モ
ン
ゴ
ル
民
法
に
い
く
つ
か
の
規
定
が
存
す
る
も
の
の
、
日
本
の
商
法
に
該
当

す
る
統
一
的
な
商
法
典
は
存
在
し
な
い
。
モ
ン
ゴ
ル
で
は
、
更
な
る
経
済
発
展
を
遂
げ
る
た
め
、
新
た
に
商

法
を
制
定
す
る
予
定
で
あ
り
、
法
務
・内
務
省
職
員
、
裁
判
官
、
弁
護
士
、
大
学
教
授
等
を
対
象
と
す
る
共

同
研
究
等
を
通
じ
て
、
引
き
続
き
商
法
起
草
支
援
を
行
う
。

協
力
覚
書
に
基
づ
く
支
援

N
L
Iと
の
間
で
､
刑
事
司
法
制
度
や
犯
罪
白
書
に
関
す
る
知
見
を
共
有
す
る
な
ど
の
支
援
を
行
う
。

※
外
務
省
H
P
よ
り

（
２
０
２
２
年
モ
ン
ゴ
ル
国
家
統
計
局
）

2
0
2
4
年
3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部
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ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
法
制
度
整
備
支
援
の
概
要

２
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
に
対
す
る
法
制
度
整
備
支
援
の
歴
史

・2
00
0年

名
古
屋
大
学
（名

大
）と
タ
シ
ケ
ン
ト
国
立
法
科
大
学
等
と
の
学
術
交
流
協
定
の
締
結

・2
00
1年

～
04
年

最
高
経
済
裁
判
所
（当

時
）の

要
請
に
よ
る
J
IC
A
国
別
研
修
等
の
実
施

・2
00
5年

～
07
年

Ｊ
ＩＣ
Ａ
「倒

産
法
注
釈
書
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」実

施
⇒
注
釈
書
（露

，
日
，
ｳ
ｽ
ﾞﾍ
ﾞｸ
，
英
）発

刊

・2
00
5年

～
08
年

Ｊ
ＩＣ
Ａ
「企

業
活
動
の
発
展
の
た
め
の
民
事
法
令
及
び
行
政
法
令
改
善
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」実

施
（名

大
）

・2
00
8年

～
13
年
IC
D
主
催
「中

央
ア
ジ
ア
比
較
法
制
セ
ミ
ナ
ー
」開

催
（全

６
回
）

・2
01
0年

～
12
年

Ｊ
ＩＣ
Ａ
「民

間
セ
ク
タ
ー
活
性
化
の
た
め
の
行
政
手
続
改
善
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」実

施
（名

大
）

・2
01
6年

～
19
年

名
古
屋
大
学
市
橋
教
授
ら
の
科
研
費
ﾌ
ﾟﾛ
ｼ
ﾞｪ
ｸ
ﾄ「
行
政
法
の
法
典
化
と
比
較
行
政
法
の
課
題
」

・2
01
8年
3月

法
総
研
国
際
協
力
部
（
IC
D
）主

催
「ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
行
政
法
セ
ミ
ナ
ー
」（
招
へ
い
）実

施

・2
01
9年
3月

〜
ＩＣ
Ｄ
に
よ
る
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
司
法
省
に
対
す
る
行
政
手
続
法
等
に
関
す
る
解
説
書
作
成
支
援
の
開
始

・
2
01
9
年
3月

法
務
省
と
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
司
法
省
の
間
で
協
力
覚
書

・
2
01
9
年
7月

法
総
研
と
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
最
高
検
察
庁
ア
カ
デ
ミ
ー
（現

法
執
行
ア
カ
デ
ミ
ー
）と
の
間
で
協
力
覚
書

・2
02
0年

〜
23
年
Ｊ
ＩＣ
Ａ
国
別
研
修
（
権
利
の
保
護
と
経
済
の
自
由
化
の
た
め
の
民
法
・民

事
訴
訟
法
の
運
用
等
に
関
す

る
研
修
）

・2
02
0年
6月

〜
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
最
高
検
察
庁
ア
カ
デ
ミ
ー
（
現
法
執
行
ア
カ
デ
ミ
ー
）へ

の
犯
罪
白
書
作
成
の
支
援

開
始

・2
02
1年
11
月
～

ＩＣ
Ｄ
と
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
司
法
省
法
律
家
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
の
協
力
関
係
の
開
始

・2
02
3年
2月

ＩＣ
Ｄ
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
法
執
行
ア
カ
デ
ミ
ー
に
対
す
る
刑
事
司
法
統
計
共
同
研
究
の
実
施

・2
02
3年
4月

〜
Ｊ
ＩＣ
Ａ
国
別
研
修
（自

由
市
場
経
済
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
権
利
の
保
護
を
強
化
す
る
た
め
の
司
法
能
力

強
化
）の

開
始

３
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
の
最
近
の
司
法
・行

政
改
革

４
．
今
後
の
法
制
度
整
備
支
援
活
動


中
央
ア
ジ
ア
の
（二

重
）内

陸
国
，
首
都
タ
シ
ケ
ン
ト


面
積
：日

本
の
1.
2倍

，
人
口
：
3,
39
0万

人


言
語
：ウ
ズ
ベ
ク
語
（ロ
シ
ア
語
も
広
く
使
用
）


宗
教
：イ
ス
ラ
ム
教
ス
ン
ニ
派
が
多
数
派


19
91
年
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
か
ら
独
立
，
カ
リ
モ
フ
大
統
領
(国
家
元
首
)に
よ
る
長
期
政
権
に
お
い
て
，
民
主

化
・市

場
経
済
化
を
漸
進


20
16
年
12
月
，
ミ
ル
ジ
ヨ
ー
エ
フ
大
統
領
就
任
後
，
政
策
の
司
法
制
度
改
革
大
き
な
柱
と
な
っ
て
い
る
。

１
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
基
本
事
項

2
0

2
4
年

3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部


最
高
経
済
裁
判
所
を
廃
止
，
最
高
裁
判
所
に
一
元
化


行
政
裁
判
所
の
設
置
，
行
政
訴
訟
法
を
制
定


行
政
手
続
法
，
汚
職
対
策
法
及
び
そ
の
関
連
法
の

制
定


民
法
改
正
案
作
成
中
（
ド
イ
ツ
Ｇ
ＩＺ
を
中
心
に
作
成
支
援
）


民
事
訴
訟
法
，
破
産
法
な
ど
も
改
正
予
定


ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
の
司
法
・行

政
改
革
に
合
わ
せ

た
支
援
を
継
続
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ス
リ
ラ
ン
カ
国
別
研
修

2
0

2
4
年

3
月

法
務
総
合
研
究
所
国
際
協
力
部

正
式
名
称
：ス
リ
ラ
ン
カ
民
主
社
会
主
義
共
和
国

面
積
：6

5
,6

1
0
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル

人
口
：2

,2
1

8
万
人
（2

0
2

2
年
）

言
語
：シ
ン
ハ
ラ
語
、
タ
ミ
ル
語
、
英
語

２
.
歴
史
と
研
修
実
施
の
経
緯
等

全
体 概
要

：
本
邦
研
修
、
セ
ミ
ナ
ー
等

対
象

：
検
察
官
、
裁
判
官
、
弁
護
士
、
司
法
省
等

目
的

：
刑
事
司
法
実
務
の
改
善

実
施
状
況
（★

は
オ
ン
ラ
イ
ン
形
式
で
実
施
）

・
2

0
1

9
年

8
月
：第

1
回
現
地
セ
ミ
ナ
ー
及
び
現
地
調
査
（日

本
の
司
法
制
度
等
を
テ
ー
マ
と
し

て
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
、
併
せ
て
刑
事
裁
判
所
、
警
察
署
等
刑
事
司
法
に
関
す
る
各
機
関
へ

の
訪
問
、
聞
き
取
り
を
実
施
）

・
2

0
2

0
年

1
月
：第

2
回
現
地
セ
ミ
ナ
ー
（
本
邦
研
修
の
プ
レ
セ
ミ
ナ
ー
と
し
て
、
日
本
の
刑
事

制
度
の
基
礎
知
識
を
提
供
）

・
2

0
2

0
年

1
～

2
月
：第

1
回
本
邦
研
修
（
刑
事
司
法
実
務
の
改
善
）

・2
0
2
1
年

3
～

4
月
：第

2
回
本
邦
研
修
（公

判
前
整
理
手
続
★
）

・
2

0
2

1
年

8
月
：第

3
回
本
邦
研
修
（
起
訴
基
準
・
訴
追
裁
量
、
公
判
前
整
理
手
続
★
）

・
2

0
2

1
年

1
2
月
：第

4
回
本
邦
研
修
（
証
拠
の
評
価
、
訴
追
裁
量
、
公
判
前
整
理
手
続
★
）

・
2

0
2

2
年

8
月
：第

3
回
現
地
セ
ミ
ナ
ー
（
P

re
-t

ri
a

l C
o

n
fe

re
n

c
e
の
運
用
指
針
案
作
成
）

・
2

0
2

4
年

3
月
：第

5
回
本
邦
研
修
（
公
判
前
整
理
手
続
）
（実

施
予
定
）

１
.
基
本
情
報

３
.
研
修
の
実
施
状
況
等

⑴
歴
史

・1
94

8年
イ
ギ
リ
ス
の
自
治
領
と
し
て
独
立
。

（旧
国
名
：セ
イ
ロ
ン
）

・1
94

9年
タ
ミ
ル
人
の
選
挙
権
を
剥
奪
。

そ
の
後
も
タ
ミ
ル
人
の
選
挙
権
剥
奪
な
ど
タ
ミ
ル
人
を
差
別
す
る
制
度

が
度
々
制
定
さ
れ
、
シ
ン
ハ
ラ
人
と
タ
ミ
ル
人
の
民
族
対
立
が
深
刻
化

し
て
い
く

・1
97

2年
共
和
制
に
移
行
し
、
国
名
を
ス
リ
ラ
ン
カ
共
和
国
に
改
称

「タ
ミ
ル
の
新
し
い
虎
」（
後
の
タ
ミ
ル
人
政
党
Ｌ
Ｔ
Ｔ
Ｅ
の
前
身
）が

発
足

し
、
タ
ミ
ル
人
国
家
の
樹
立
を
目
指
し
て
分
離
独
立
運
動
を
開
始

・1
97

8年
議
院
内
閣
制
か
ら
大
統
領
制
に
移
行
し
、
国
名
を
現
国
名
に
改
称

・1
98

3年
シ
ン
ハ
ラ
人
と
タ
ミ
ル
人
の
民
族
対
立
が
激
化
し
、
国
内
で
暴
動
が
多

発
、
以
後

20
09
年
ま
で
内
戦
状
態
に

・1
98

7年
Ｌ
Ｔ
Ｔ
Ｅ
が
独
立
宣
言

・2
00

9年
5月

政
府
軍
が
Ｌ
Ｔ
Ｔ
Ｅ
を
制
圧
し
、
内
戦
終
結
を
宣
言

⑵
研
修
実
施
の
経
緯
、
支
援
内
容
等

ス
リ
ラ
ン
カ
は
内
戦
終
結
以
降
、
平
和
の
構
築
と
社
会
の
再
建
に
努
力
を
続
け
そ
の

一
環
と
し
て
、
い
わ
ゆ
る
「移

行
期
正
義
」概

念
の
下
、
武
力
紛
争
中
の
行
方
不
明
者
の

捜
索
、
武
力
紛
争
に
絡
ん
で
発
生
し
た
殺
人
や
強
姦
等
の
重
大
犯
罪
の
被
害
者
の
救

済
、
こ
れ
ら
の
犯
罪
の
適
正
な
訴
追
と
処
罰
、
そ
し
て
紛
争
当
事
者
で
あ
っ
た
民
族
同

士
の
和
解
に
向
け
て
国
を
挙
げ
て
の
取
り
組
み
を
進
め
て
き
た
。

こ
の
う
ち
、
武
力
紛
争
に
絡
ん
で
発
生
し
た
重
大
犯
罪
の
適
正
な
訴
追
と
処
罰
が
難

航
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ス
リ
ラ
ン
カ
政
府
が
Ｊ
ＩＣ
Ａ
に
支
援
を
要
請
し
た
。

現
地
調
査
の
結
果
、
古
い
英
国
法
を
受
け
継
い
だ
刑
事
法
制
度
そ
れ
自
体
を
始
め
、

様
々
な
要
因
に
よ
り
訴
訟
手
続
が
遅
延
し
て
お
り
、
刑
事
司
法
制
度
自
体
の
機
能
改
善

が
必
要
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
。

そ
こ
で
、
刑
事
司
法
実
務
の
改
善
に
焦
点
を
当
て
、
テ
ー
マ
を
刑
事
訴
訟
の
遅
延
解

消
に
絞
っ
て
、

20
19
年
度
か
ら
国
別
研
修
を
実
施
し
て
い
る
。

な
お
、

20
22
年

2月
に
は
ス
リ
ラ
ン
カ
刑
訴
法
が
改
正
さ
れ
、
日
本
の
公
判
前
整
理
手

続
に
な
ら
い
、

P
re

-
tr

ia
l 
C

o
nf

er
en

ce
（P

T
C
）が

導
入
さ
れ
た
。
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別紙１

支援対象国 各プロジェクトの活動に従事した参加者の声 支援対象国 各プロジェクトの活動に従事した参加者の声

スリランカ

・本邦研修等で学んだことを実践できるように努力したい。
・このような継続的なプログラムは、スリランカの裁判手続を強
化するのに有益であると思う。
・法曹三者から貴重な経験の話を聞くことができたことなど有意
義な研修であった。

モンゴル

・今回の研修で商法典草案における重要な規定の意義や理論に
ついて、説明や情報をいただき、有意義な研修だった。
・日本の知見を共有いただくと共に商法典草案について議論
し、質疑応答を行った上で、多くの課題について確認でき、ア
ドバイスを受けることができ、今後の草案改定に非常に役立っ
た。

バングラデシュ
（JICAの新規案件形成に向けた調査を実施していたため、プロ
ジェクトの活動はなし。）

インドネシア

・本邦研修や各種セミナーを通じて日本の知見を学ぶことは我
が国にとって大変有益である。
・このプロジェクトは我が国の人材育成に大きな影響を与えて
おり、この貴重な協力関係を引き続き継続していきたいと考え
ている。

ベトナム

・研修計画や講義内容、ロジ面等は、綿密に段取りされており、
極めて有益なものだった。
・研修を通じて国際基準に適した日本の法体系について理解を深
め、法整備に関する貴重な経験や知識を学ぶことができた。
・法律分野で活躍する人々の高い専門性、規律正しさ、責任感、
創造性、粘り強さに感銘を受けた。

ウズベキスタン
・本邦研修の講師の高いプロフェショナリズムに感嘆したし、
日本側のきめ細やかな対応に感謝している。
・このような研修を今後も継続してほしい。

カンボジア

・本研修で多くの新しい知識を習得し、これを業務に役立てるこ
とができ、大変有意義な研修であり、このような研修を準備して
いただき大変感謝している。
・模擬記録に基づく事実認定の講義は、極めて有益であり、今後
も継続して講義してほしい。
・判決書の分析の講義についても、判決書の分析が法的思考能力
や判決起案能力の向上につながり、カンボジアの裁判官や裁判官
を目指す学生にとって非常に重要である。
・研修で得た知見を現地の裁判官に共有する。

東ティモール

・日本の登記は東ティモールの制度とは異なるが、セミナーか
ら市民登録、取引登記、財産登記を学ぶことができた。
・今回のセミナーでは、日本と東ティモールの戸籍制度や商業
登記制度の比較について、直接話を聞いて学ぶことができ、非
常に感謝している。

ラオス

・研修等の内容は有意義であり、自分たちの日々の業務に生かし
ていきたい。
・このような研修が継続的に実施できれば、ラオスにおける法の
運用の発展につながると思う。
・今後もラオス・日本の協力関係がますます深まることを願う。

ネパール
・日本側の先生方や専門家の講義・コメントは、ネパール民法
についての深い知識をもとに、日本だけでなく各国の法制度と
の比較もしてくれるので、大変有益で参考になる。
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別紙２

支援対象国 支援対象法令等や解説書等の普及・利用状況 支援対象国 支援対象法令等や解説書等の普及・利用状況

スリランカ
・支援対象法令であった公判前整理手続（PreTrial
Conference）については、スリランカ国内で、運用されてい
る。

モンゴル
・支援対象である商法典が早ければ2024年秋の国会で制定予
定。

バングラデシュ
・調停ハンドブックと調停人トレーニング用ビデオ教材が調
停人養成及び能力強化に役立っている。

インドネシア

・法令の起案、審査等に関する法制執務Q&A中央編・条例編
は、カウンターパートの業務実施に非常に有益なものとなっ
ており、役立っている。
・知財分野に関する判決集は、裁判官が実際に判決を起案す
る際に参照するなど実務で非常に役立っている。

ベトナム

・支援対象法令である民法・民事訴訟法・破産法等がベトナ
ム国内で運用されているほか、実務家向け教材（判決書マ
ニュアル、検察官マニュアル弁護士マニュアル等）は法曹人
材の育成や実務能力の向上に役立っている。

ウズベキスタン
・支援対象である行政手続法解説書の第１弾が2024年中に発
刊予定。

カンボジア

・支援対象法令である民法典・民事訴訟法典がカンボジア国
内で運用されているほか、民事系教材（民法・民事訴訟法等
の逐条解説、民事第一審訴訟マニュアル、不動産仮差押マ
ニュアル、不動産競売手続マニュアル、民法・民事訴訟法Q＆
A集、保全Q＆A集等）及び実務書式例等は法曹人材の育成や
裁判官の実務能力の向上に役に立っている。

東ティモール

・支援対象法令である逃亡犯罪人引渡法、違法薬物取引取締
法、不動産登記法、地積情報法が東ティモール国内で運用さ
れている。
・不動産登記法等を取りまとめた冊子が実務で役に立ってい
る。

ラオス

・民事系教材（民事判決書マニュアル・民法リサーチペー
パー・民法基本問題集・民事事実認定問題集・民事訴訟法
チャート等）及び刑事系教材（捜査に関するQ＆A集、刑事証
拠法Q＆A集、刑事事実認定問題集・刑法典教科書・刑事訴訟
法チャート等）が裁判官・検察官の実務能力の向上に役立っ
ている。

ネパール

・日本のAG委員による英文の民法概説書が現地で実務の参考
にされている。またネパール人在住者の増えた日本で、実務
家に好評である。
・民法逐条解説の家族法版がオンラインで暫定公開され、現
地実務家から有益だと反響がある。
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別紙３

インドネシア

カンボジア

調査成果の活用状況

本調査を実施したことにより、インドネシア共和国における法案作成過
程やその問題点などについての理解を深めることができ、支援活動の具
体的な方向性等を効率的に検討することができた。

実務における民法・民訴法の解釈及び将来における民法・民訴法の改正
における参考資料として役に立っている。
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別紙４

第32回国連犯罪防止刑事司法委員会（コミッション）
UNAFEIのR4年度の活動について全体会議で報告するとともに、出版物等を展示。
また、再犯防止に関するサイドイベントを主催。

再犯防止国連準則政府間専門家会合

第32回国連犯罪刑事司法委員会（コミッション）第一回中間会合

国連犯罪防止刑事司法プログラムネットワーク機関（PNI）間調整会議 UNAFEIのPNIとしての活動等について発表。

第10回腐敗の防止に関する国際連合条約（UNCAC）締約国会議

国連地域間犯罪司法研究所（ＵＮＩＣＲＩ）及び国連アジア極東犯罪防止
研修所（ＵＮＡＦＥＩ）による共同研究「単独犯による無差別殺傷事案に
関する研究」に係る専門家会合

単独犯による無差別殺傷事案に関する共同研究結果について発表。

再犯防止国連準則に関する政府間専門家会合 再犯防止における非拘禁措置と更生的環境の重要性等の意義に関して発言。

日ＡＳＥＡＮ特別ユースフォーラム 「司法へのアクセス」をテーマとしたユースによる議論をモデレート。

日ＡＳＥＡＮ特別法務大臣会合「司法外交」閣僚フォーラム開催記念特別
イベント－公開シンポジウム「法遵守の文化の比較と検討」

「法遵守の文化を促進するための市民の主体的参加」及び「法遵守の文化を促進
するための制度整備や実務家の育成」という二つのテーマについて、日本の取組
を発表。

国際司法・法の支配研究所（IIJ）、米国国務省及びインドネシア国家テロ
対策庁（BNPT）共催「テロ対策と児童のための司法に関する東南アジア
地域ワークショップ

日本の少年司法等について発表。

国際矯正刑務所協会（ICPA）年次総会 日本の再犯防止に関する取組について発表。

第41回アジア太平洋矯正局長等会議（APCCA） UNAFEIのPNIとしての活動等について発表。

国際刑事裁判所（ICC）主催地域高官セミナー

ウクライナ汚職対策タスクフォース第一回専門家会合 UNAFEIの汚職防止に関する研修等について発表。

国際刑事裁判所（ICC）第22回締約国会議サイドイベント「能力強化と国
際協力を通じた補完性の発展」

ＵＮＡＦＥＩ研修の実績等を紹介。

第29回サイバー犯罪条約委員会全体会合

国際刑事裁判所（ＩＣＣ）主催第６回司法セミナー

第１回ＡＳＥＡＮ地域矯正会議（ＡＲＣＣ） 日本の犯罪者処遇分野における取組について発表。

国際司法・法の支配研究所（ＩＩＪ）創立10周年記念シンポジウム

外務省・国際司法・法の支配研究所（ＩＩＪ）共催 南アジア及び東南ア
ジア地域における法の支配ワークショップ

刑事司法共助等について講義。

ウクライナ汚職対策タスクフォース第二回専門家会合

その他国際会議 発表・発信内容

国連主催の会議 発表・発信内容
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